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ファイナル・レポートの構成 

 

英文 

 第１巻：Executive Summary 

 第２巻：Main Report  

 第 3 巻：Supporting Report  

 第 4 巻：Data Book 

 

和文 

 要約 

 主報告書 
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プロジェクト結果の概要 

1. 概説 

1.1 プロジェクトの目的 

 本プロジェクトの目的は以下のとおりである。 

1) グジュランワラ市の周辺都市地域を含むグジュランワラ市の統合的廃棄物管理マスタープラ

ンを策定する。 
2) 同マスタープランの実施のための組織能力の向上を図る。 
3) パンジャブ州の他の主要都市におけるマスタープランの展開のための経験とすると共に最良

の事例とする。 

1.2 プロジェクト対象地域 

 プロジェクトの対象地域は位置図に示されているとおり、グジュランワラ市の周辺地域を含むグジ

ュランワラ市全体である。 

1.3 プロジェクト対象廃棄物 

 本プロジェクトの対象とする廃棄物は、家庭ごみ、市場ごみ、商業ごみ、道路ごみ、事業者ごみの

いわゆる一般廃棄物とする。医療系廃棄物、産業廃棄物および建設系廃棄物については、政策的提言

と勧告にとどめる。 

2. 主要問題点の明確化 

 マスタープランの策定にあたり、考慮すべき主な課題を下記にまとめるが、低い収集率と住民意識

の欠如の 2 つが解決すべき大きな基本的な課題として挙げられる。 

 低い廃棄物収集サービスのカバー率 

 たくさんの不法投棄場 

 既存最終処分場の不適切な運営 

 処分場の不適切な閉鎖 

 正式な中間処理および 3R 施設の不足 

 中間処理や 3R、その他廃棄物管理に関連する住民意識の欠如 

 衛生作業員やウェイスト・ピッカーの危険な労働環境 

 GWMC の経営職、技術職の不足 

 廃棄物管理サービスにおける財務的独立性および料金徴収システムの欠如 

 民間セクターの無関与 
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3. マスタープランの基本的枠組み（フレームワーク） 

3.1 グジュランワラ市における統合的廃棄物管理のビジョン 

 “パンジャブ州で最も綺麗な都市へ向けたグジュランワラの変革” 

3.2 グジュランワラ市における統合的廃棄物管理の使命 

(a) グジュランワラ市民および訪問者の公衆衛生環境の改善と保全 

(b) グジュランワラ市民に対する効率的・効果的な廃棄物収集・処分サービスの提供 

(c) 参加型アプローチによる再資源化とリサイクルの最大限の活用 

(d) 最終処分場における環境にやさしく安全な環境の確保 

3.3 グジュランワラ市における統合的廃棄物管理の目標 

(a) 再資源化活動について、それを可能にする環境を創り出すとともにリサイクル市場と産業

を発展させることによって最大限の公認化と普及を図ること 

(b) 持続性をもった廃棄物管理を行う上で重要であるごみ処理方法と排出源における分別に関

する意識と能力の向上させること 

(c) 分別されたごみの収集作業を公衆衛生環境に配慮した効率的で公正な仕組みのもとに拡大

すること 

(d) 既存処分場の更新と中継基地のリハビリとともに環境に配慮した安全な最終処分場を建設

すること 

(e) 処分場の負担を軽減し、供用年数を延ばすために中間処理と 3R を導入すること 

3.4 マスタープランの方向性 

グジュランワラ市統合的廃棄物管理マスタープランは実施期間を3期に分けて策定される。すなわ

ち、第1期（短期計画：2016～2018年）、第2期（中期計画：2019～2024年）、第3期（長期計画：2025
～2030年）である。アクション・プランはこのうちの短期計画をカバーしており、(1) 技術的アプロ

ーチ、(2) 制度・財務的アプローチの両面から計画が立案されている。マスタープランは次の7つの

プログラムから構成されている。 

マスタープランの技術的アプローチ 

 プログラム１：廃棄物収集運搬計画 

 プログラム２：最終処分計画 

 プログラム３：中間処理と3R推進計画 

マスタープランの制度・財務的アプローチ 

 プログラム４：環境教育および住民啓発計画 

 プログラム５：経済・財務計画 

 プログラム６：環境モニタリング計画 

 プログラム７：組織強化・再編計画 
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4. 将来の人口と廃棄物発生量予測 

 グジュランワラ市の人口は、2014 年から 2030 年までの間、年率 3.79%で増加すると予測される。

この間の市で発生する廃棄物発生量は、この将来人口と現地調査で実施した廃棄物発生量調査の結果

から以下のとおりに推計される。 

プロジェクト対象地域人口と廃棄物発生量の将来予測 

年 2014 2018 2024 2030 

プロジェクト対象地域人口（千人） 2,964 3,439 4,299 5,374 
廃棄物発生量（㌧/日） 1,200 1,600 2,304 3,346 

 

5. マスタープランの策定 

5.1 マスタープランの最終目標および主要プロジェクト 

 マスタープランを構成する各プログラムの最終目標および主要プロジェクトは以下に示すとおり

である。 

マスタープランの最終目標および主要プロジェクト 

プログラム 主な最終目標 主要プロジェクト 

技術的アプローチ 

プログラム１： 

廃棄物収集運搬計

画  

 2030年時点での98のUCにお

けるごみ収集率100%への増加 
 64のUCにおける不法投棄の

根絶 
 2030年時点での64のUCにお

けるごみ収集率100%の維持 

 パイロット・プロジェクトを通じた分別収集および隔

日収集の導入 
 ごみ収集車両およびコンテナーの調達 
 道路清掃の実施 
 粗大ごみと建設系廃棄物の収集 
 不法投棄場の清掃活動 
 駐車場の建設 
 ごみ収集・運搬事業の民間企業へのアウトソーシング 

プログラム２： 

最終処分計画 

 バクライワリでの衛生型埋立

施設の建設 
 ゴンドランワラ埋立地の安全

閉鎖 
 チアンワリ埋立地の安全閉鎖 

 バクライワリでの衛生型埋立施設の建設 
 埋立機械の調達および更新 
 ゴンドランワラ埋立地の安全閉鎖および閉鎖後監視 
 チアンワリ埋立地の安全閉鎖および閉鎖後監視 
 衛生型最終処分場用地の選定 

プログラム３： 

中間処理と3R 推進

計画 

 グジュランワラ中央コンポス

トプラント（GCCP）会社の設

立および当プラントの2020年
からのコンポスト運営開始 

 グジュランワラ中央コンポス

トプラント（GCCP）に、新た

にRDF生産施設のための拡張

建設工事を2029年に実施し、

2030年からはコンポストに加

えてRDFの生産を開始 
 パンジャブ州におけるリサイ

クル法の制定化 

 発生源での資源回収のIECキャンペーン 
 簡易なごみ量・ごみ質調査の実施 
 コンポスト会社の設立 
 コンポスト・プラントの建設および運営維持管理 
 RDFプラントの建設および運営維持管理 

制度的・財政的アプローチ 

プログラム４： 

環境教育および住

民啓発計画 

 関係機関との連携強化 
 小学校教諭および児童を対象

とした環境教育システムの構

築 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケー

ション・ユニットの能力開発 
 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログ

ラムの開発と実施 
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プログラム 主な最終目標 主要プロジェクト 

プログラム４： 

環境教育および住

民啓発計画（つづ

き） 

 一般市民を対象とした環境教

育システムの構築 
 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と

実施 

 環境教育施設の利用と管理 

プログラム５： 

経済・財務計画 

 全サービス地域において実際

に徴収される料金の範囲内の

廃棄物管理サービスの維持管

理費用のコスト・リカバリー

の達成 
 長期期間におけるコスト、収

入およびコスト・リカバリー

率のモニターのための広範囲

の財政的主要経営指標を通し

た長期的財政指標モニタリン

グの確立 
 2025年からの全サービス地域

における収集運搬業務に対す

るサービス契約を通した民間

セクターの活用の開始 

 持続的コスト・リカバリーの確保 
 正確なコスト算定の実施 
 最適な料金システムの導入 
 財政的に効率的な民間セクターの活用 

プログラム６： 

環境モニタリング

計画 

 廃棄物収集運搬業務の環境モ

ニタリングシステムの構築 
 バクライワリ新規処分場、ゴ

ンドランワラ処分場、チアン

ワリ処分場の安全閉鎖に関す

る環境モニタリングシステム

の構築 
 コンポスト施設に関する環境

モニタリングシステムの構築 

 廃棄物収集運搬業務の環境モニタリングの実施 
 バクライワリ新規処分場、ゴンドランワラ処分場、チ

アンワリ処分場の安全閉鎖に関する環境モニタリン

グの実施 
 コンポスト施設に関する環境モニタリングの実施 

プログラム７： 

組織強化・再編計画 

 満足のいく廃棄物管理サービ

スを提供するための適切な組

織の構築 
 GWMC職員の技術・管理能力

の強化 
 グジュランワラ市固形廃棄物

処理の条例制定 

 GWMC組織再編による改善 
 総合人材開発プログラムの実施 
 グジュランワラ市固形廃棄物処理に関する条例の制

定 
 

   
 

5.2 プロジェクトの経済・財務評価 

 マスタープランで提案されるプロジェクトの総費用は以下のとおりである。 

マスタープランのプロジェクト総費用（単位：百万ルピー） 

No. プログラム名 費用 
財務価格 経済価格 

1 廃棄物収集運搬計画  14, 021 10,706 
2 最終処分計画 4,883 3,843 
3 中間処理と 3R 推進計画 1,025 840 
4 環境教育および住民啓発計画 122 104 
5 環境モニタリング計画 22 17 
6 組織強化・再編計画 424 403 

合計 20,497 15,913 
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 財務内部収益率は 7.4%、経済内部収益率は 9.6%である。この結果を考慮すると、選定されたマス

タープランのオプションは経済的、財務的に妥当であり、マスタープランを実施すべきと判断される。

しかし、住民の支払い意思額に沿った料金システムを全エリアで導入した 2025 年においても、維持

管理費用合計に対するコスト・リカバリー率は 32.4%にすぎず、残りの 67.6%の支出は州政府からの

補助金などの安定財源により補填しなければならない。 

5.3 事業評価のための運用・効果指標 

 統合的廃棄物管理マスタープランに基づき策定したプロジェクトおよび活動について、モニタリン

グ可能な運用・効果指標を設定した。マスタープランは、これらの指標に基づいて、定期的にモニタ

リングを行い、更新されなければならない。 

6. アクション・プランの提案 

 統合的廃棄物管理マスタープランの短期計画、すなわち 2016 年から 2018 年の間に実施するプロジ

ェクトを優先プロジェクトとし、アクション・プランを提案する。各プログラムを構成するプロジェ

クトとそれらの費用は以下のとおりである。 

アクション・プランのプロジェクト構成とその費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

プログラム 1：廃棄物収集運搬計画 

パイロット・プロジェクト実行を通じた分別収集・隔日収

集導入 
52,343 40,523 50,659 143,525 

2018 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率 100％への増

加 
288,028 394,639 966,732 1,649,399 

64 の UC での道路清掃 67,328 6,528 6,528 80,384 
粗大ごみ収集 23,730 4,130 4,130 31,990 
64 の UC の不法投棄場清掃 22,382 1,391 0 23,773 
建設系廃棄物収集 7,690 7,690 7,690 23,070 
駐車場の建設 126,424 3,546 393,510 523,480 
プログラム 1 の小計 587,925 458,447 1,429,249 2,475,621 

プログラム 2：最終処分計画 

衛生型埋立地の用地取得 1,500,000 0 0 1,500,000 
衛生型最終処分場施設（第 1 期）のエンジニアリング・サ

ービス 
49,840 49,840 0 99,680 

バクライワリ衛生型最終処分場施設（第 1 期）の建設 492,751 504,051 0 996,802 
埋立機械の調達 31,500 38,850 0 70,350 
埋立施設の運用・維持管理 18,669 21,859 31,623 72,151 
既存ゴンドランワラ埋立場の改善工事 55,902 0 0 55,902 
ゴンドランワラ埋立用地の安全閉鎖 0 0 26,196 26,196 
チアンワリ元処分場の安全閉鎖 0 0 34,544 34,544 
バクライワリ最終処分の監視 - - - GWMC 
ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 - - - GWMC 
プログラム 2 の小計 2,148,662 614,600 92,363 2,855,625 

プログラム 3：中間処理と 3R 推進計画 

資源ごみ回収に関する啓発活動と IEC キャンペーン - - - GWMC 
簡易なごみ量・ごみ質調査の実施 - - - GWMC 
GWMC における BOD 委員会の編成と PPP の準備 - - - BOD/GWMC 
GWMC によるプラント建設用地の買収準備 - - - BOD/GWMC 
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プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

SPV によるコンポスト・プラント詳細設計のためのエンジ

ニアリング・サービス 
0 0 40,000 40,000 

プログラム 3 の小計 0 0 40,000 40,000 

プログラム 4：環境教育および住民啓発計画 

関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーショ

ン･ユニットの能力開発 
3,002 1,829 1,906 6,736 

小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの

開発と実施 
965 349 416 1,730 

一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 287 301 315 903 
プログラム 4 の小計 4,254 2,479 2,637 9,370 

プログラム 5：経済・財務計画 

持続的なコスト・リカバリーの確立（準備フェーズ） - - - GWMC 
正確な総コスト算定の実施（準備フェーズ） - - - GWMC 
適正な料金システムの導入（準備フェーズ）* (62) (62) (62) (186) 
財政的に効率的な民間セクターの活用の実施（準備フェー

ズ）* 
- - (196 (196) 

プログラム 5 の小計* (62) (62) (258) (382) 

プログラム 6：環境モニタリング計画 

廃棄物収集・運搬に関する環境モニタリング - - - GWMC 
バクライワリ処分場におけるモニタリング 435 870 1,150 2,455 
ゴンドランワラ処分場とチアンワリ処分場の安全閉鎖に関

するモニタリング 
0 0 140 140 

プログラム 6 の小計 435 870 1,290 2,595 

プログラム 7：組織強化・再編計画 

GWMC の組織再編 8,180 13,234 17,443 38,858 
GWMC 職員の能力強化 6,109 1,284 1,302 8,695 
グジュランワラ市廃棄物管理に関する条例の制定 - - - GWMC 
プログラム 7 の小計 14,289 14,518 18,745 47,552 

アクション・プラン総合計 2,755,565 1,090,914 1,584,284 5,430,763 

注：* これらのプロジェクトの実施に必要な費用はプログラム７：組織強化・再編計画における GWMC 職員の教育訓練プログラムの費用
に含まれている。 

 

7. 結論 

グジュランワラ市における廃棄物管理のビジョンである“パンジャブ州で最も綺麗な都市へ向け

たグジュランワラの変革”は、グジュランワラ市民全ての究極の目標である。この目標の実現のため、

廃棄物の収集率をまずは2018年までに都市域である64のユニオン・カウンシル（UC）において100%
にし、そしてさらに2030年までに周辺地域の34のUCを含む市全域において100%にすることに最善の

努力を傾けるべきである。これには、マスタープランで提案されている種々のプロジェクトを実行に

移すことが必要であり、その結果として、グジュランワラ市民に大きな便益がもたらされることにな

る。 

8. 勧告 

パンジャブ州政府、グジュランワラ市、グジュランワラ廃棄物管理公社は、統合的廃棄物管理マス

タープランで提言されたアクション・プランを2016年より実施すべきである。主な提言は以下のとお

りである。 
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 64 のユニオン・カウンシルにおける 100%の廃棄物収集率を達成するため、必要とされる収集車

両やコンテナーを適切に調達しなければならない。また、廃棄物収集・運搬システムは、排出源

における分別を基本としていることから、パイロット・プロジェクトの実施による分別収集の導

入プロジェクトを併行して行う必要がある。 

 バクライワリにおける用地取得をただちに行い、計画・設計もそれに引き続き、実施する必要が

ある。チアンワリ旧処分場の安全な閉鎖工事とゴンドランワラ現処分場の改善工事も、州政府と

廃棄物公社の予算にて早急に実施すべきである。 

 州政府、市、グジュランワラ廃棄物管理公社は、排出源における分別の普及ならびに次の段階に

おける事業の実施を進めるため、環境教育および住民啓発活動を開始しなければならない。 

 医療系・産業系・建設系廃棄物管理については、今後現状分析を含むより詳細な調査を行うこと

が望まれる。 
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第1章 概要 

1.1 プロジェクトの背景 

パンジャブ州（以下、「パ」州）では、急速な都市化や人口増加、資源不足、脆弱な組織、市民の

廃棄物管理に係る意識の欠如により、廃棄物管理は深刻な問題となってきている。「パ」州における

廃棄物の平均収集率は50%程度に留まっており、下痢やデング熱のような病気が蔓延する原因となっ

ている*。廃棄物を収集しても、道路沿いの空地や用水路の土手、低地に廃棄されるのが一般的であ

り、土壌汚染により地下水の水質に影響を与えている。また、収集されない廃棄物は歩道や空き地、

下水道、用水路へ不法に投棄される結果、下水の流れを妨げ、地方政府に追加的な負荷を強いている。 

「パ」州の2020年を目標年次とした開発計画であるパンジャブ・ビジョン2020（Punjab Vision 2020）
では、廃棄物管理の優先度は上下水や公衆衛生の次に位置づけられ、「パ」州の計画開発省（Planning 
& Development Department、以下P&D）都市局（The Urban Unit、以下UU）によって、廃棄物管理戦

略が廃棄物管理ガイドラインとして2007年に策定された。「パ」州政府（The Government of the Punjab、
以下GOPb）はこのガイドラインに基づき、廃棄物管理の改善に資する問題に取り組んできた。しか

し、「パ」州における廃棄物管理の予算は限られており、予算の約80%は人件費、すなわち一般管理

費となっている。さらに、廃棄物管理は法令に基づき、それぞれの地方政府の責任のもと実施される

べきものの、廃棄物管理の法律あるいはガイドラインは完全に履行されていないため、各地方政府で

は限られた人材や予算の中、効果的かつ効率的な廃棄物管理をどのように行うかについては解決すべ

き重要な問題となっている。 

独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）は2009年に「パ」州の7つの主要都市（ファイサラバー

ド、グジュランワラ、ラホール、ムルタン、ラワルピンディ、サルゴダおよびシアルコット）におけ

る廃棄物管理セクターの現状、課題および支援の必要性を調査するためのセクター調査を実施した。

同調査を通して、廃棄物管理に必要な支援の程度、廃棄物関連予算、関係部局の人員の数、マスター

プランの有無、他の援助機関の支援の有無、自己資金による活動の有無、上層部のモチベーションや

関与度合い等が調査された。上記調査の結果に基づき、GOPbとJICA間で協議が重ねられ、廃棄物管

理セクターの支援に必要性が確認された。これにより、グジュランワラ市は、経営層および廃棄物管

理担当スタッフの高い意欲、ドナー支援の不在、限られた予算における廃棄物収集実施の問題などを

考慮すると、調査された都市の中で最も高い優先度があると認識された。 

日本政府（以下、GOJ）は、2010年7月30日に都市局を通して、グジュランワラ市政府（City District 
Government Gujranwala、以下CDGG）によって提出された経済局（Economic Affairs Division、以下EAD）

からのグジュランワラ市における廃棄物管理の改善に取り組むマスタープラン策定に係る技術協力

の正式要請を受領した。なお、GOPbは本プロジェクトの結果を「パ」州の他の主要都市に展開する

計画も持っている。 

パキスタン政府（Government of Pakistan、以下GOP）からの要請に対して、2011年9月28日から10
月19日の期間にかけて、グジュランワラ市統合的廃棄物管理マスタープラン策定プロジェクト（こ

れ以降、プロジェクトと略す）の調査範囲を討議し確認する目的で、JICAからパキスタンに日本の

詳細計画策定調査チームが派遣された。 

プロジェクトは2013年2月20日にGOPおよび JICAとの間で交わされた討議録（Record of 
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Discussions、以下R/D）の合意に基づき、2014年2月に開始された。 

プロジェクト開始後2014年3月、パキスタン側はJICAに対して、R/Dの修正を要請した。同要請に

対して、JICAはGOP、GOPbおよびCDGGの関連機関と一連の協議を実施した。その結果、双方は第

二回修正について合意し、2014年5月14日に議事録にサインした。 

1.2 プロジェクトの目的 

プロジェクトの目的は、以下のとおりである。 

 グジュランワラ市の周辺都市地域を含むグジュランワラ市の統合的廃棄物管理マスタープラン

を策定する。 

 同マスタープランの実施のための組織能力の向上を図る。 

 パンジャブ州の他の主要都市におけるマスタープランの展開のための経験とすると共に最良の

事例とする。 

1.3 プロジェクト対象地域 

プロジェクトの対象地域は位置図に示されているとおり、グジュランワラ市の周辺地域を含むグジ

ュランワラ市全体である。 

1.4 プロジェクトのスケジュールと運営 

プロジェクトはパキスタンにおける現地調査と日本国内での作業から成り、2013年2月末から2015
年11月末までの間に実施された。プロジェクトは広範囲な現地調査に基づく、現状分析を行うフェー

ズ１、マスタープラン策定のフェーズ２、2016年から2018年の間に実施するアクション・プランを提

案するフェーズ３の3つのフェーズに分かれている。 

JICAプロジェクト・チーム、CDGG、GOPbは、プロジェクトを実施・管理するプロジェクト管理

ユニット（Project Management Unit、以下、PMU）を設置した。また、地方政府・コミュニティ開発

省長官、計画開発省長官、グジュランワラ市調整審議官等から構成される合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee、以下JCC）を開催し、プロジェクト全体の進捗および達成状況のレビューや

アドバイスを通じ、プロジェクト関係組織間の調整を行った。 

1.5 プロジェクトの制約条件 

適切な統合的廃棄物管理システムはシステム自体が一般に複雑であり、それぞれが影響しあう技術

的、社会的、環境的および政治問題に関係する多くの統合的サブ・システムから構成されている。こ

のため、特に地方政府やコミュニティによって長期的に支援されるべき住民意識向上の進め方につい

ては、多くの調整が必要となる。加えて、プロジェクト実施機関が非常に限られているため、廃棄物

収集、収集料金やコンポスト化など提案されたシステムの導入による現地コミュニティへの影響は、

プロジェクト完了後においても十分に精査されなければならない。また、医療系廃棄物および産業系

廃棄物の調査結果については、さらに詳細な調査と分析を行った後にレビューされ、更新されるべき

である。なぜなら、これらの廃棄物については、本プロジェクトの範囲外であり、加えてデータ収集

の困難さにより、本レポートにおける議論に影響を及ぼす可能性があるからである。 
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第2章 グジュランワラ市における廃棄物管理の問題点および課題の特定 

グジュランワラ廃棄物管理公社（Gujranwala Solid Waste Management Company、以下、GWMC）が

よりよい廃棄物管理サービスを提供する上で多くの障害が存在している。現状における廃棄物管理に

関する問題点および課題を表2.1に示す。 

表 2.1 廃棄物収集運搬の問題点および課題の特定 

問題点 内容 問題点解決のための課題 

廃棄物収集運搬 

1. 64 の UC 全てに

てごみ収集事業

が行われていな

い 

現在、収集区域において未収集・一部収集地域

が存在する。64 の UC において 100%のごみ収

集が行われていない。したがって、市内の未収

集区域・一部収集区域の道路や空き地にごみが

散乱している。 

ごみ排出・一時貯留の方法、収集車両の種類、

収集回数について全地域をカバーするための一

次収集・二次収集の向上のためのレビューを行

う。 

2. 34 の UC でのご

み未収集 
ごみ収集は 64 の UC のみで行われている。結果

として 34 の UC にてごみが散乱している。

GWMC は将来的にこれらの地域に収集区域を

拡張する必要がある。 

34 の UC 内の発展地域および都市化地域におい

てはごみの散乱を防ぐために区域拡張を行う必

要がある。また、継続的な一時清掃を行う必要

がある。 

3. アームロールト

ラックおよびコ

ンテナー数の不

足 

ごみ収集車やコンテナーの数が都市のごみ発生

量に対して十分でない。結果として、交通障害

やコンテナーからのごみの溢れ、不法投棄の要

因となっている。そのような状況は近隣住民の

日々の生活に支障をきたす原因となっている。 

包括的なごみ収集・運搬計画を策定し実行する

ことが将来的なサービスの向上に必要となる。

特に、ごみ収集車両の種類は道路幅、アクセス

性、コンテナー・スペース等の現場状況に適合

したものを注意深く選定すべきである。 

4. 不適切なごみコ

ンテナー管理 
住民から排出されたごみはコンテナー周りに溢

れている。加えて、一部の住民によるコンテナ

ー内へのごみの排出が不適切である。結果とし

て、コンテナー周りにごみが散乱し、悪臭や環

境悪化を引き起こしている。 

教育プログラムの実行は適切にコンテナー内へ

ごみを排出するように住民へ啓蒙向上を行うこ

とからも必要不可欠である。加えて、ごみ収集

作業員・道路清掃作業員によって収集作業での

コンテナー周辺の清掃を行う必要がある。 

5. トラクター・ト

ローリー利用に

よる非効率なご

み収集 

多くのトラクター・トローリーは老朽化してお

り、そのため、燃料消費量は高く移動性能が低

い。また、ごみ積み込みのための作業員数が不

十分である。これらに起因して、指定された地

区での通常のごみ収集作業を行うことが困難と

なっている。 

新規車両の調達に従って、トラクター・トロー

リーの利用は減少し、アームロールトラック・

ミニダンパーにシフトすべきである。引退した

トラックは 64 の UC 外の拡張収集地域に利用さ

れる。 

6. 少量のごみ移送

量およびミニダ

ンパーによる問

題 

ミニダンパーは最終処分場まで少量のごみを運

搬し、収集作業を行うためであるが、作業効率

が低い。加えて、ミニダンパーによる収集は、

アームロールトラックによるコンテナー移送を

行う一方、空地にて積み下ろしを行っているこ

とから、近隣住民にとって迷惑を生じている。 

GWMC はミニダンパーに 1 シフトあたり 5-7 ト

リップのごみ収集のための配置計画を行い、収

集したごみを大容量トラックに移送し、最終処

分場へ移送するように計画している。この目的

のため、市北東および南西にミニダンパーのた

めの 2 か所のごみ中継基地を計画している。そ

れらのうちの一つについては事業が開始され

た。 

7. ごみ収集作業員

の健康リスク 
ごみ収集作業員に対してマスク・安全靴・手袋

等の安全保護装備が供与されていない。ごみ収

集作業員は素手にてごみを取り上げ、ハンドカ

ートにごみを入れる。直接、危険物質や感染性

のごみを直接扱う高い危険性がある。 

本来、全てのごみ収集作業員に保護装備を供与

する必要がある。適切なごみの取り扱いを教育

することも重要である。また、定期的な健康診

断を行う必要がある。 

8. 多数の不法投棄

場 
市内に多く存在する不法投棄場は環境悪化を引

き起こしている。これら不法投棄場は一般住居

に近接しており、不快な状況を生じている。こ

のような状況から GWMC は 2014 年 6 月より一

GWMC による一時清掃活動もしくは外注によ

り、住民が不快となる原因を早々に取り除くべ

きである。また、再度、不法投棄場が発生しな

いような方策を講じるべきである。不法投棄場
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問題点 内容 問題点解決のための課題 
時清掃活動を開始している。  への緊急清掃プログラムの準備および計画の実

行は不可欠である。 

最終処分 

1. 衛生型埋立施設

がない廃棄物管

理 

グジュランワラ市では衛生型処分場を開発した

ことがなく、これまで暫定処分場周辺において

環境の悪化原因となってきた。既存のゴンドラ

ンワラ処分場も暫定的なものであり、技術的な

衛生型埋立施設として開発されておらず、また

オープン・ダンピングと言う不適切な埋立作業

により周辺区域は環境悪化に直面している。 

埋立地が二次汚染源の原因とならないようにす

るための早急な衛生型埋立施設の開発が必要で

ある。 
この問題の解決のために UU により新規埋立施

設の用地選定が行われ、バクライワリの用地が

選定され建設地として提案された。環境影響評

価調査および承認を得ることが課題であり、環

境影響評価承認は最終段階にある。 

2. 提案されたバク

ライワリ埋立用

地の調達の遅れ 

バクライワリの用地は提案された埋立地として

公告されたが支払いの遅れによりまだ調達され

ていない。このことは建設工事が遅れる原因と

なる。建設工事の着手が遅れる場合は、ゴンド

ランワラ暫定埋立地の寿命内に新規の埋立施設

が完成されないこととなり、他の暫定的な埋立

用地が必要になる。 

提案された埋立用地の調達促進のための政府関

係部署間の調整が必要である。 
CDGG/GWMCにより早急にプロジェクトの緊急

性、更なる環境悪化の防止をアピールし、政府

補助金支払いの優先度を上げるべきである。 

3. 開発工事が行わ

れていないゴン

ドランワラの既

存埋立地 

既存のゴンドランワラ埋立地は施設建設を行わ

ずに廃止された土取場を利用している。多くの

埋立作業のトラブルは不適切な土地条件に起因

し、周辺区域の地下水汚染、ハエ等の害虫発生、

他の環境悪化を招く。 

改善工事で施設建設/設置工事を実施し、環境汚

染を緩和すべきである。 

4. 既存ゴンドラン

ワラ埋立地での

不適切な埋立作

業ならびに管理 

既存ゴンドランワラ処分場では適切な埋立管理

が行われていない。その結果、既存処分場は周

辺区域に対して負の環境影響を与える原因とな

る可能性がある。 

緊急対策の実施、埋立作業管理の導入、充分な

数の埋立機械、設備、材料、人員の配置の導入

による既存埋立地の環境影響を最小化する必要

がある。 

5. 不適切な廃止/閉
鎖のチアンワリ

元処分場 

チアンワリ元埋立地は適切な閉鎖が行われてお

らず周辺区域の二次汚染の原因となっている。

用地は G.T 道路沿いにある。したがって、地下

水汚染のリスクに加え、景観や風に飛ばされた

ごみ等が負の環境影響の原因となる。 

安全な閉鎖工事の実施による環境影響の緩和の

実施が必要となる。パンジャブ都市廃棄物管理

ガイドライン 2011, “Closure Plan”, Chapter 8 によ

ると閉鎖後の管理ならびに監視は最低でも 25 年

間と規定している。 

中間処理と 3R 促進 

1. 正式な中間処理

施設と 3Rの欠如 
今日まで、グジュランワラ市では、ごみの中間

処理施設と 3R 計画が行われてこなかった。 
GWMC は、ごみ処理の予算確保および住民への

啓発活動の必要性を踏まえて、正式な中間処理

施設や 3R を導入すべきである。施設の必要性や

規模については、実施済み WACS 調査の結果を

考慮する必要がある。 

2. 中間処理と 3Rに

ついての住民の

認知の欠如 

リサイクル資源ごみから僅かのお金を得たいと

思わない、あるいはごみの分別には興味を示さ

ない人達がいる。また、買い物バックを持参し

ないとか、普段、事前の準備をしない人達もい

る。このような人達を対し、中間処理施設や 3R
についての啓発活動を、GWMC はまだ実施して

いない。 

GWMC は、中間処理施設や 3R についての啓発

活動を住民に行わなければならない。たとえこ

れらの立派な施設を造っても、住民が自覚、認

識していなければ、施設やシステムの効果は生

まれない。 

3. ウェイスト・ピ

ッカーの健康リ

スク 

ウェイスト・ピッカーは、自身を怪我や病気か

ら防御する術を何ももたない（靴、マスク、手

袋、ヘルメット等）。また、彼らはごみから有

価物を探すため、処分場では重機からのごみの

積み下ろし作業の際、支障が出ている。しかし、

ウェイスト・ピッカーは現にこの作業のみで生

処分場での作業の効率化のために、単にウェイ

スト・ピッカーの立入りを禁止するのではなく、

GWMC は彼らの他の生活の糧を供給すること

も必要だろう。この表の問題点 1 で述べた課題

も、考えられる対策の一つである。 
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問題点 内容 問題点解決のための課題 
活の糧を得ている。問題の解決のためには、

GWMC は、単に規制のみを行うだけではない方

法が求められている。 

4. リサイクル資源

ごみのあいまい

な流れ 

正式な廃棄物の中間処理施設や 3R システムは、

グジュランワラ市にはまだない。しかし、リサ

イクル資源ごみの動きの流れは、現段階で詳細

な流れはつかめていないものの、非常に多くの

人達が関わり、様々な活動を行っている。 

中間処理施設や 3R の計画の適切なゴールを設

定するために、リサイクル資源ごみの再生率や

定量的に現状を把握する必要がある。また、中

間処理施設や 3R の計画についても効果を見る

とともに、リサイクル資源ごみの再生率を、

GWMC は計測して行くことが必要である。 

5. ラホール・コン

ポスト/RDF プラ

ントから出るコ

ンポストの品質

や効果が良く知

られていない 

ラホール・コンポスト・プラントで生産される

コンポスト製品の半分以上が、売れ残っている。

消費者はこのコンポスト製品の安全性や効果を

信用していない。 

コンポストの生産過程において、定期的な品質

管理を実施する必要がある。そして、関連公的

機関による品質管理のチェックや証明書発行に

ついても検討の必要がある。コンポストに対す

る 3R や IEC 活動は、これからのグジュランワ

ラ市におけるコンポスト・プラント事業の運営

にも生かすことができる。 

6. 3R 活動に関する

法律または条令

の欠如 

3R 活動を推進するための法律あるいは条令が、

パンジャブ州では整備されていない。特に、リ

サイクル活動に関わる職業の人達の保護や規制

がなされていない。 

リサイクル法の制定は、中間処理・3R 促進活動

に関わる全ての関係者、すなわちごみの排出者

からリサイクル製品の製造者に至る全ての関係

者の参加を経て、行われるべきである。それに

よって、全ての関係者が法律に従うようになり、

システムが改善されていくことになる。 

環境教育および住民啓発 

1. 関係機関の調整

不足 

学校における環境教育について関係機関と

GWMC の調整が不足している。意識向上キャン

ペーンや環境教育が関係機関内の調整不足のま

ま実施されると、対象住民へメッセージが伝わ

りにくくなる。 

環境関連機関と教育機関の調整は意識向上キャ

ンペーンと環境教育の実施には不可欠である。

環境意識の改善のためには、関係機関の間で効

果的な実施について検討すべきである。関係機

関には、計画・実施、教育、水と衛生、環境が

挙げられる。 

2. 教育現場におけ

る適切でない環

境教育カリキュ

ラム 

教育カリキュラムは、公立と私立で異なる。公

立学校の特に小学校では、環境について学ぶ機

会が相対的に少ない。 

教育カリキュラムに、環境に関する理論と実践

に関する授業を増やす必要がある。子供向けの

環境教育パッケージを教員のトレーニング向け

に導入することも有効である。 

3. 住民の認知不足 公共部門は住民に対して環境保護の責任を負う

傾向がある。意識向上プログラムとキャンペー

ンは、地域の代表者、宗教者や学生で構成され

る住民組織を通じて作成することができる。 

特に廃棄物管理などの環境に対する意識の植え

付けには、忍耐強い努力が必要である。この意

味で、住民の意識改善のためには草の根レベル

の活動を行っているグループや宗教団体の包含

も検討すべきである。さらに、女性グループは

家庭での廃棄物の取り扱いについて大きな影響

を持っている。活動は、排出量の減量、再利用、

リサイクル、分別、適切な排出などを含む。 

4. 不定期で非公式

な環境教育 
年に 1 度のアース・デイ以外に、公式の環境教

育の機会が存在しない。非公式の環境教育に関

する計画などは公共情報部門には存在しない。 

政府は、その広報活動によって環境問題に対応

するために様々な市民グループの協力の重要性

を強調するべきである。 

経済・財務 

1. 廃棄物管理サー

ビスにおける財

政的独立性が不

十分 

GWMC は独自財源によりサービスの費用を賄

う体制になっていない。廃棄物管理サービスの

費用は、基本的に CDGG およびパンジャブ州政

府の予算と補助金によってカバーされている。 
この財政的依存は長期的には持続的ではなく、

GWMC は実質的にはパンジャブ州政府からの

補助金である CDGGの予算に依存している体制

GWMC による料金システムの導入などの適正

な収入の確保が慎重に検討されるべきである。 
料金水準設定のための透明性および廃棄物管理

サービスに対する顧客の支払い意思額を向上さ

せるための活動が必要である。 
GWMC 本部の組織強化の枠組みにおいて、継続
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問題点 内容 問題点解決のための課題 
から脱却し、独自財源を確保する必要がある。 的な財務指標のモニタリングのメカニズムが確

立されるべきである。 

2. 廃棄物管理サー

ビスのコストの

把握が不十分 

GWMC は、廃棄物管理サービスのコストの極小

化の戦略を確立するために、サービスのコンポ

ーネントごとにかかっているコストの詳細を正

確に把握する必要がある。 
しかしながら、現状では、GWMC はサービスを

提供するための変動費、固定費および損益分岐

点を十分に把握できていない。 

顧客に対する適正な料金水準を設定するため

に、GWMC は廃棄物管理サービスの提供に伴う

全ての費用を可能な限り正確に把握するととも

に、固定費および変動費別に整理するべきであ

る。 

3. 廃棄物管理サー

ビスの課金メカ

ニズムの欠如 

グジュランワラ市においては、現在のところ、

廃棄物管理サービスに対する実質的な課金メカ

ニズムは存在しない。GWMC は、廃棄物課税あ

るいは廃棄物サービス料金システムのいずれを

も課していない。 
GWMC の不十分なコスト・リカバリー機能によ

り、運営費用および新規投資費用の調達に制限

がある。 

財政的に持続可能な廃棄物管理サービスのため

の予算を確保するために、GWMC は適切な料金

システムを導入することにより、収入確保の能

力を向上する必要がある。廃棄物料金などの課

金メカニズムが検討され、採用されるべきであ

る。 

4. 民間セクターの

活用が不十分 
GWMC は、民間活用の可能性を模索しているも

のの、現時点では、民間セクターを活用してい

ない。動員可能な経営資源が限られているため

に、GWMC は民間セクターへのアウトソーシン

グを通して、廃棄物管理サービスの改善を図る

ことを目指している。 

GWMC は効率的で最小限のコストで費用対効

果のある廃棄物管理サービスの提供のために、

民間セクターの活用を実現化すべきである。 
民間セクター活用のための目的は、1)効率性の

向上、および 2)民間の投資資源の動員である。 

組織強化と組織再編 

1. 条例や規制の市

民への理解促進

が困難 

グジュランワラ市には市民にも理解しやすい固

形廃棄物の適正処理に関する包括的な法が存在

しない。 
さらに多くの法は英語で書かれているため多く

の市民は目を通すことができない上に、CDGG
や GWMC は廃棄物管理に関する市民向け広報

活動も実施していない。 

現在パンジャブ州は、インドの都市廃棄物処理

規則（草案）（2013）を参考に、条例制定の準

備を進めている。この条例は、パンジャブ州の

廃棄物管理に関する最新の規則を包括した条例

となる予定である。 
市民の理解を得るためには、これをウルドゥ語

へ翻訳することが望ましい。 

2. 管理職職員の不

足 
人材の確保が難しいために、管理職ポストの空

きが多い。そのため上役の負担が大きい。 
廃棄物管理の専門性を有した人材を確保するた

め、労働環境をより魅力的に整備する必要があ

る。そのため、以下のシステムの導入が望まれ

る。 
・ 能力給制度 
・ インセンティブ制度、月間表彰制度 
・ Eid（断食明けの祝日）やクリスマスでのギフ

ト 
・ 労働時間の合理化：残業なしの 3 交代制 
・ 定年退職後の最低生活保障 
・ 人間ドックや他の施設整備 
さらに、GWMC の職員の能力開発のためには、

人材育成研修を定期的に開催する必要がある。 

3. 経験のある技術

職職員の不足 
技術職職員が充分な経験を有しておらず、また

資格の保有も要求されていない。そのため、車

両や機材に関する記録や故障に関する報告がな

されていない。その結果、GWMC は充分なサー

ビスを提供できていない。さらに、組織内での

調整が充分でないため連絡・報告ラインが不明

瞭である。 

4. 予算の独立性の

欠如 
GWMC の予算は CDGG の出資に依存している

ため、必要時期にすぐに予算を確保することが

難しい。さらに、収集運搬員は現在も CDGG に

所属しているため、GWMC の裁量で解雇ができ

ない。よって GWMC は必要な人員配置をする

ことができない。 

CDGG から予算を独立させるため、料金徴収の

導入が必要である。そのためには、市民の理解

を向上させ、支払い意思を持たせる必要がある。

収集運搬業務を民間企業へ委託するため、現在

CDGG が雇用している収集運搬職員の雇用主を

GWMC とするのは、福利厚生などの理由により

難しい。そこで、定年により CDGG を退職する

職員が徐々にいることから、外部委託を導入す
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問題点 内容 問題点解決のための課題 
ることが望ましい。 

5. 業務の一部をア

ウトソースする

と、直接運営よ

りもコストがか

かる 

市場規模が発達していない地域での民間委託は

困難である。GWMC による直接サービスは外部

委託よりも安価である。グジュランワラ市にお

いては市場規模がまだ小さいため、廃棄物処理

分野において請け負うことが可能な民間企業は

未成熟であり、結果としてラホール市や海外の

企業に限定されてしまう。 

業務の効率化のため、収集運搬業務を外部委託

することを提案する。グジュランワラ市の人口

は 2025 年には業務を民間委託して充分な経済

規模まで増加すると見込まれている。またその

頃までにはより効率的な機械化や機材が期待で

き、利潤が上がると見込まれる。 

6. 廃棄物処理シス

テムの極めて低

い導入状況 

市民の廃棄物管理（SWM）に関する理解が著し

く欠如している。これは、将来料金徴収制度を

導入する際に住民の強い反対を誘引する危険性

がある。 

長期的な視点で、住民への周知は不可欠である。

廃棄物処理のコストについても理解を促し、排

出者がそのコストを負担すべきことも強調して

おくべきである。これらの理解を促すために、

GWMC は普段からその任務を全うし、適切なサ

ービスを提供する必要がある。 

医療系廃棄物 

1. 医療施設に関す

る情報不足 
地区保健庁は、グジュランワラ地区内にある現時

点での診療所や病院の数さえ把握出来ていない。 
更新されたデータベースにおいて、生成される廃

棄物量の定量化に向けて、民営あるいは政府所有

の医療施設の数を把握する必要がある。 

2.  民間請負業者の

管理メカニズム

の欠落 

主要な病院と診療所は、民間企業である A.T. 
Waste Management へ廃棄物処理の委託をしてい

る。しかし、民間の請負業者による有害危険廃棄

物の安全な処理に関する情報や管理メカニズム

が存在していない。 

民間部門は、委託先に品質と環境基準の適合に関

するいかなる審査証も提供していない。役所は公

共部門のパフォーマンスをモニタリングする必

要がある。 

3.  執行メカニズム

の欠如 
医療廃棄物管理規則は大規模な病院にのみ適用

されており、小規模な診療所は適用外である。特

に民間医療施設の廃棄物については、規則や規制

の推進に向けた執行メカニズムが規定されてい

ない。 

上記の問題点と関連して、現在の規則や規制の強

化と実施は重要な課題である。 

4.  危険性廃棄物と

非危険性廃棄物

の混合 

小規模医療施設の危険性廃棄物は都市廃棄物と

混合され、その結果、清掃作業員に大きな危険を

もたらしていることが確認された。 

小規模医療施設の分別回収システムが、都市部お

よび都市部周辺のいかなる政府機関においても

形成されていない。 

5.  危険性廃棄物の

再利用 
危険性廃棄物が、ウェイスト・ピッカーや医療施

設の衛生スタッフに回収、販売され、最終的にリ

サイクル業者に渡っていることが確認された。こ

れは危惧すべき状況であるとともに、ウェイス

ト・ピッカーや衛生スタッフ、リサイクル業者に

様々な感染病を引き起こす可能性が高い。 

ウェイスト・ピッカーやリサイクル業者は、いか

なる政府機関においても規制されていない。少な

くとも、危険性廃棄物の処理に関しては、厳格な

規制と法による監視が求められる。 

6. 予算上の制約 地区保健庁は、医療系廃棄物の管理にむけた BHU
を提供するための予算を確保していない。 

廃棄物に向けた予算の引当金は、上級部門から

BHUレベルにもたらされることは無い。しかし、

適切な廃棄物管理には一定の金額が必要である。 

7. 認識の不足 医療施設の衛生スタッフは、危険性廃棄物の有害

性について認識しておらず、清掃時に個人用保護

具の使用を意識していない。 

衛生員のためのトレーニングは、危険性廃棄物へ

の特別な配慮とともに実施されるべきである。 

産業系廃棄物 

1. 入手困難な産業

データ 
市全体の産業データは、いかなる政府や民間部門

おいても利用できるものは存在せず、GCCI の一

員である産業のリストのみ利用可能である。殆ど

の産業が、彼らの活動内容を明確にする調査の協

力に消極的である。これは、税金の支払いを避け

るために、業種や生産高、従業員数、産業系廃棄

物の処理等に関するいかなる情報の開示につい

企業の協力をもとに、産業リストの更新およびデ

ータの収集を行うことは産業部門の責務である。

廃棄物管理計画を策定し、産業系廃棄物の総量を

推定するため、データを入手することは必要不可

欠である。 
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問題点 内容 問題点解決のための課題 
て拒否するのが一般的だからである。 

2. 法律や規制に対

する適切な執行

方法の欠如 

パキスタンでは、産業から排出される廃棄物の管

理を行うための法律や条例、規制の適切な執行体

制が存在しない。 
PEPA2012 は産業廃棄物に関連するいくつかの条

例を含んでいるが、固形廃棄物管理に係る事業の

責任については言及していない。 

厳格な法の執行とともに、明確な責任の所在を記

載した規則と規制が必要である。 

3. 都市廃棄物と産

業系廃棄物の混

合 

大半の小規模産業は居住地区内にあり、廃棄物は

都市廃棄物と混合されている。産業地区内にある

会社への収集サービスが無いために、産業地区の

廃棄物もまた家庭から発生する廃棄物と混合さ

れている。 

産業と家庭から排出される廃棄物の分別回収シ

ステムは、市内の適切な固形廃棄物管理の体制を

確立するために重要である。 

建設系廃棄物（C&D 廃棄物） 

1. C&D 廃棄物の分

類と責任の不明

確さ 

C&D 廃棄物は、パンジャブ州都市廃棄物管理ガ

イドライン 2011 において都市廃棄物に分類され

ているが、家庭や工業団体から回収される都市廃

棄物に対応するには量が大きすぎる。その他の法

律や規制は C&D 廃棄物の分類と責任の所在につ

いて明確に定義していない。 

州政府はまず、C&D 廃棄物の管理に向けて、規

則と責任の所在を明確に定義したいくつかの条

例または規制を作るべきである。それと同時に、

GWMC は C&D 廃棄物の回収に向けた料金表の

導入を検討し、州政府または地方政府に提案すべ

きである。 

2. C&D 廃棄物の発

生量と組成に関

する信頼性のあ

るデータの欠如 

グジュランワラ市内の C&D 廃棄物の量と組成に

関する LWMC の推定は、信頼に値するデータが

存在しないことから間違っている。現場での特別

な調査は、データを取得するために不可欠であ

り、多くの時間と資源を必要とするものと思われ

る。 

廃棄物の量と組成データは、管理計画の策定にお

いて基本となるものである。このデータなしに

は、廃棄物の回収方法や必要な車両数、人数を含

むいかなる計画も正確には準備出来ない。 

3. C&D 廃棄物の多

量な不法投棄 
C&D 廃棄物は、住居、空き地、道路沿い等の前

に積まれており、日々蓄積されている。LWMC
の報告書によると、グジュランワラ市でそのよう

な地点が 46 か所あり、合計量は 3,555 トンと推定

されている。 

GWMC は、C&D 廃棄物を含む堆積した市内の廃

棄物を取り除くために、一時清掃活動を開始し

た。全ての不法投棄が車両と機械の適切な配置に

よって除去されるまでは、この活動は継続的に実

施されるべきである。 

 



パキスタン国 
グジュランワラ市廃棄物管理 
マスタープラン策定プロジェクト 

 
ファイナル・レポート 

要 約 

 

  
㈱建設技研インターナショナル 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

㈱エ ッ ク ス 都 市 研 究 所 

9 

 

第3章 マスタープラン策定の方針とフレームワーク 

3.1 統合的廃棄物管理マスタープラン策定のための基本原則の設定 

JICAプロジェクト・チームとパキスタン側の一連の議論や会議の結果から、GWMCのグジュラン

ワラ市における統合的廃棄物管理の基本原則ならびに方針を以下に述べる。これらの基本原則、方針

はGWMCおよびCDGG、そしてパンジャブ州政府の廃棄物管理における基本となるばかりでなく、

マスタープランのフレームワークになるものである。 

(1) 廃棄物の定義と管理責任 

非都市廃棄物は GWMC の責任ではなく、排出者が責任を有していると言える。パンジャブ州

都市廃棄物管理ガイドライン 2011 年には法的な強制力はないので、廃棄物の分類とその処理に関

する責任分担を以下のように要約し、提案する。 

表 3.1 廃棄物分類および管理責任一覧 

廃棄物の種類 管理責任 注釈 

1. 都市廃棄物 
1-1 家庭ごみ 
1-2 商業ごみ 
1-3 施設ごみ 
1-4 道路清掃ごみ（動物の死骸

を含む） 
1-5 公園ごみ 
1-6 排水路ごみ（水路幅が 2 フ

ィート未満） 

GWMC GWMC は特別な料金を徴収

することにより、市民からの

要望に基づき、大容量の廃棄

物を収集する。 

2. 非都市廃棄物 
2-1 非有害産業系廃棄物 
2-2 商業系の大量の廃棄物 
2-3 建設・解体ごみ 
2-4 農業ごみ 
2-5 廃棄車両・重機 
2-4 感染の危険のある医療系

廃棄物を含む有害廃棄物 

廃棄物排出者 
 
 
 
（GWMC と CDGG は非都市廃棄物の

適切な管理システムが構築されるま

での間、これらの廃棄物の排出者によ

る管理をモニターする） 

GWMC は 2-6 を除く廃棄物

を、排出者の完全な費用負担

を前提に、処分場に受け入れ

る。 
中央政府は、有害廃棄物の管

理（処理）施設の整備が求め

られている。 

 

(2) 中央政府、地方政府、事業系排出者、住民の責任 

GWMC は、統合的廃棄物管理のための権限を与えられるとともに、責任を負っている。廃棄物

管理に関連するその他の組織およびステークホルダーを下記に示す。 

 中央政府 

 パンジャブ州政府 

 CDGG 

 GWMC 

 事業系（産業系および商業系）廃棄物排出者 

 市民 

また、各ステークホルダーの主な責任範囲は下表のとおりである。 
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表 3.2 廃棄物管理に係るステークホルダーおよび各ステークホルダーの責任 

ステークホルダー 責    任 

1. 中央政府 1) 廃棄物の削減、リサイクルおよび廃棄物管理に関する国家政策を策定する。 
2) 国家廃棄物管理法を法制化する。 
3) 技術的な規準を設定する。 
4) 廃棄物管理に係る調査研究を実施する。 
5) 関連法および規制が適用されるようにする。 
6) 地方政府に対するガイダンスを実施する。 

2. パンジャブ州政府 1) 地方政府としての政策、戦略および計画（短期・長期計画）を策定する。 
2)  廃棄物管理に関連する法令、条例、ガイドラインなどを制定する。 
3) 廃棄物管理のための財政を確保する。 
4) 廃棄物管理のための税を課税する。 
5) 関連規制を策定する。 
6) 下記に関するガイドラインを策定する。 
 a) 廃棄物の廃棄方法（使用されるコンテナーの種類など） 
 b) 事業系廃棄物排出者の廃棄物に関する報告義務 
 c) リサイクル（リサイクルされるべき廃棄物の種類） 

3. CDGG 1) 地方政府としての政策、戦略および計画（短期・長期計画）を策定する。 
2)  廃棄物管理のための財政を確保する。 
3) GWMCの業務を監督する。 
4) 法律や条例を遵守させる。 

4. GWMC 1) 契約に基づいて廃棄物収集、廃棄および道路清掃サービスを提供する。 
5. 事業系（産業および商業） 

廃棄物排出者 
1) 地方政府により都市廃棄物として認められた廃棄物以外の廃棄物の管理

（収集、処理および廃棄）を行う。 
2) 市の規則により必要とされる廃棄物に関する報告書（廃棄物の種類、量、

前処理およびその他の情報）を提出する。 
6. 市民 1) 3R（発生抑制、再使用、再生利用）を実践する。 

2) リサイクルを実施する。 
3) 政府の廃棄物収集手順を遵守する。 
4) 廃棄物を捨てない。 
5) 業者を活用して廃棄車両を処理する。 

 

3.2 グジュランワラ市における統合的廃棄物管理のビジョン、使命、目標 

(1) グジュランワラ市における統合的廃棄物管理のビジョン 

グジュランワラ市の統合的廃棄物管理のビジョンは以下のとおりである。 

“パンジャブ州で最も綺麗な都市へ向けたグジュランワラの変革” 

(2) グジュランワラ市における統合的廃棄物管理の使命 

グジュランワラ市の統合的廃棄物管理の使命は以下のとおりである。 

(a) グジュランワラ市民および訪問者の公衆衛生環境の改善と保全 

(b) グジュランワラ市民に対する効率的・効果的な廃棄物収集・処分サービスの提供 

(c) 参加型アプローチによる再資源化とリサイクルの最大限の活用 

(d) 最終処分場における環境にやさしく安全な環境の確保 

(3) グジュランワラ市における統合的廃棄物管理の目標 

グジュランワラ市の統合的廃棄物管理の目標は以下のとおりである。 
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(a) 再資源化活動について、それを可能にする環境を創り出すとともにリサイクル市場と産業を

発展させることによって最大限の公認化と普及を図ること 

(b) 持続性をもった廃棄物管理を行う上で重要であるごみ処理方法と排出源における分別に関す

る意識と能力の向上させること 

(c) 分別されたごみの収集作業を公衆衛生環境に配慮した効率的で公正な仕組みのもとに拡大す

ること 

(d) 既存処分場の更新と中継基地のリハビリとともに環境に配慮した安全な最終処分場を建設す

ること 

(e) 処分場の負担を軽減し、供用年数を延ばすために中間処理と 3R を導入すること 

3.3 グジュランワラ市統合的廃棄物管理の基本戦略 

課題を克服し、目標を達成するために、グジュランワラ市統合的廃棄物管理マスタープランの策定

を行う上で以下の6つの基本戦略を提案する。これらは、技術的・組織的な改善を行っていくために

考えられる阻害要因を考慮したものである。 

 住民意識・参加の向上 

 GWMC の廃棄物管理に係る能力の向上 

 適切な処分場用地の確保 

 廃棄物管理に関する財務能力の強化 

 廃棄物管理の民間関与の最大化 

 3R の推進 

3.4 マスタープランの基本的方向性 

グジュランワラ市統合的廃棄物管理マスタープランは実施期間を3期に分けて策定される。すなわ

ち、第1期（短期計画：2016～2018年）、第2期（中期計画：2019～2024年）、第3期（長期計画：2025
～2030年）である。アクション・プランはこのうちの短期計画をカバーしており、(1) 技術的アプロ

ーチ、(2) 制度・財務的アプローチの両面から計画が立案されている。マスタープランは次の7つの

プログラムから構成されている。 

マスタープランの技術的アプローチ 

 プログラム１：廃棄物収集運搬計画 

 プログラム２：最終処分計画 

 プログラム３：中間処理と3R推進計画 

マスタープランの制度・財務的アプローチ 

 プログラム４：環境教育および住民啓発計画 

 プログラム５：経済・財務計画 

 プログラム６：環境モニタリング計画 

 プログラム７：組織強化・再編計画 
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第4章 ベースラインとなる将来の人口および廃棄物発生量の予測 

4.1 人口予測 

急激な近年の都市の発展を考慮し、人口増加率を年3.79%とし、プロジェクトにおける将来人口を

予測する。人口推計は、1998年に行われたセンサスをベースに行った。 

表 4.1 統合的廃棄物管理マスタープランのプロジェクト対象区域の推計人口 

（単位：1,000 人） 
UCs 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

Urban UCs 2,054 2,132 2,212 2,296 2,383 2,473 2,567 2,665 2,766 2,870 2,979 3,092 3,209 3,331 3,457 3,588 3,724 
Peri-Urban UCs 910 944 980 1,017 1,056 1,096 1,137 1,180 1,225 1,272 1,320 1,370 1,422 1,476 1,531 1,589 1,650 
Total Project Area 2,964 3,076 3,192 3,313 3,439 3,569 3,704 3,845 3,991 4,142 4,299 4,462 4,631 4,807 4,988 5,177 5,374 

 

4.2 廃棄物発生量予測 

将来の発生ごみ量を家庭系ごみ量、商業系・官公庁のごみ量、64の都市域のUCのごみ量および34
の都市域外のUCのごみ量を分けて推計に分けて推計した。 

表 4.2 プロジェクト区域の推計発生ごみ量 

（単位：ﾄﾝ/日） 
UCs 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

家庭系 64UCs 821 861 903 946 991 1,039 1,089 1,140 1,195 1,251 1,311 1,373 1,438 1,506 1,580 1,658 1,739 
家庭系 34UCs 318 334 351 368 386 406 425 446 468 491 515 540 566 593 622 652 683 
商業系他 61 90 126 169 223 250 286 327 372 422 478 536 598 668 746 831 924 
合計 1,200 1,285 1,380 1,483 1,600 1,694 1,800 1,913 2,035 2,165 2,304 2,449 2,602 2,766 2,948 3,140 3,346 

 

4.3 廃棄物の流れ 

廃棄物管理のオペレーションの各段階におけるごみ量を、ごみ発生、計画収集率、資源物回収を含

む中間処理と3R推進計画、有機性廃棄物のコンポスト化、最終処分、を基に推計した。 

表 4.3  2014 年から 2030 年におけるごみ処理フローの各段階におけるごみ量 

項目 2014 年 2018 年 2024 年 2030 年 

ごみ発生総量 (トン/日) 1,200 1,600 2,304 3,346 

未収集（不法投棄・自家処理）ごみ量 (トン/日) 724 391 206 0 

ごみ収集率- 64 都市域 UC (%) 54 100 100 100 

ごみ収集率- 34 都市域外 UC (%) 0 0 64 100 

ごみ排出量 (t/d) 476 1,209 2,098 3,346 

ごみ発生抑制量 (トン/日) 0 0 0 201 

資源物回収量-市内 (トン/日) 66 163 330 602 

中間処理量（コンポスト/RDF）(トン/日) 0 0 252 510 

ごみ収集量 (トン/日) 410 1,046 1,515 2,033 

資源物回収量-処分場 (トン/日) 4 10 15 20 

最終処分量 (トン/日) 406 1,036 1,500 2,013 

廃棄物総回避（ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾞｮﾝ）量 (トン/日) 70 174 598 1,334 

廃棄物回避（ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾞｮﾝ）率 (%) 15 14 28 40 
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図 4.1 2014 年における廃棄物管理フローおよび推計ごみ量 

 

図 4.2 2018 年における廃棄物管理フローおよび推計ごみ量 

 

図 4.3 2024 年における廃棄物管理フローおよび推計ごみ量 

 

図 4.4 2030 年における廃棄物管理フローおよび推計ごみ量 
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第5章 マスタープランの策定 

5.1 廃棄物収集運搬計画 

(1) 目的 

廃棄物収集運搬計画の全体目標は、市内の清潔性と公衆衛生を維持するための既存の収集事業

活動の強化および市内でのごみ収集範囲の拡大を行うことである。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 廃棄物収集・運搬に係る開発計画は 2016 年にて 64 の UC を網羅し、2019 年においては計

画対象区域を 34 の UC に拡大開始する。 

 計画での対象廃棄物は都市廃棄物とする。 

 建設系廃棄物（C&D 廃棄物）は通常のごみ収集・運搬作業とは異なる運営方法にて取り扱

う。  

(3) 計画策定のための戦略 

 廃棄物収集運搬計画での対象となる都市廃棄物の定義を行う。 

 ごみ発生源から最終処分場へのごみ運搬・収集に関する最も効率的な結果を評価すること

により、計画システムの技術的代替案を検討する。同時にシステムが社会・環境に対して

影響を与えない観点から評価を行う。 

 将来、全てのごみ排出者が参加するという条件において、分別収集システムが確立される

よう配慮する。 

 十分なごみ収集車両およびコンテナー数の段階的調達により廃棄物収集運搬計画を実現さ

せる。また、ごみ収集・運搬の最適案の基づき、廃棄物収集運搬計画に係るごみ収集車両

およびコンテナーの調達計画を策定する。 

 市内の不法投棄場の緊急清掃を促進する。 

 道路清掃を実施する。 

 粗大ごみを収集する。 

 駐車場を建設する。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 64 の UC にて指定されたゾーンでのパイロット・プロジェクトを通じた分別収集および隔

日収集の導入 

 64 の UC における現況のごみ収集率 43%から 2018 年時点にて 100%への増加 

 64 の UC 内のごみ不法投棄場の清掃活動による都市衛生環境の向上 

 64 の UC へのごみ収集車両の調達および新規コンテナーの導入によるごみ収集・運搬シス

テムの改善 
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 道路清掃車両調達による道路清掃の実施 

 粗大ごみ収集車調達による粗大ごみの収集 

 建設系廃棄物の収集 

 調達車両用の駐車場の建設 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 98 の UC における分別収集方法の計画／実施 

 34 の UC における現況のごみ収集率 0%から 2024 年時点での 60%への増加 

 2024 年での 64 の UC のごみ収集率の維持 

 98 の UC におけるごみ収集車両およびコンテナーの調達によるごみ収集・運搬システムの

改善 

 道路清掃車両調達による道路清掃の実施 

 粗大ごみ収集車調達による粗大ごみの収集 

 建設系廃棄物の収集 

 駐車場の建設 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 2028 年におけるパイロット・プロジェクト地区での分別収集の導入および 2029 年から他の

地域における分別収集の促進 

 2030 年時点での 98 の UC におけるごみ収集率 100%への増加 

 2030 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率 100%の維持 

 98 の UC へのごみ収集車両およびコンテナーの調達によるごみ収集・運搬システムの改善 

 道路清掃車両調達による道路清掃の実施 

 粗大ごみ収集車調達による粗大ごみの収集 

 建設系廃棄物の収集 

 駐車場の建設 

(5) 勧告 

 十分な数のごみ収集車およびコンテナーの調達に必要な予算を適宜確保する必要がある。 

 効果的・効率的なごみ収集・運搬システムは機材配置計画のみならずごみ収集車およびコ

ンテナーの詳細設計に基づいて確立しなければならない。 

 64 の UC 内におけるごみ不法投棄場清掃のための必要予算を確保する必要がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 パイロット・プロジェクトを通じた分別収集および隔日収集の導入 

 2018 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率 100%への増加 
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 64 の UC 内の道路清掃の実施 

 粗大ごみの収集 

 64 の UC 内のごみ不法投棄場の清掃活動 

 建設系廃棄物の収集 

 駐車場の建設 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 98 の UC における分別収集方法の計画／実施 

 34 の UC における現況のごみ収集率 0%から 2024 年時点での 60%への増加 

 2024 年での 64 の UC のごみ収集率の維持 

 98 の UC におけるごみ収集車両およびコンテナーの調達 

 道路清掃の実施 

 粗大ごみの収集 

 建設系廃棄物の収集 

 駐車場の建設 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 2028 年におけるパイロット・プロジェクト地区での分別収集の導入および 2029 年から他の

地域における分別収集の促進 

 2030 年時点での 98 の UC におけるごみ収集率 100%への増加 

 2030 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率 100%の維持 

 98 の UC へのごみ収集車両およびコンテナーの調達によるごみ収集・運搬システムの改善 

 道路清掃車両調達による道路清掃の実施 

 粗大ごみ収集車調達による粗大ごみの収集 

 ごみ収集・運搬事業の民間企業へのアウトソーシング 

 建設系廃棄物の収集 

 駐車場の建設 

5.2 最終処分計画 

(1) 目的 

廃棄物処分計画の目的は廃棄物管理の最終的な工程として、更なる利用のための資源物または

廃棄物の転換に対して価値のない廃棄物を保管、安定化させ周辺区域の二次汚染の防止を行うこ

とである。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 最終処分施設の開発計画はマスタープランの最終目標年次の 2030 年まで行う。 
都市廃棄物または残渣のみをグジュランワラの最終処分施設での受け入れ対象廃棄物とす
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る。 

 最終処分施設のいくつかのタイプの中で衛生型処分施設が他のいかなる形式の都市廃棄物

の最終処分施設の中で技術的、経済的ならびに環境の面で優れている。このことから、最

終処分計画はバクライワリにおいて新規の衛生型埋立施設の建設、運営維持管理として開

発計画を策定する。 

 ゴンドランワラの既存施設の改善計画ならびにチアンワリ元処分場の安全閉鎖は最終処分

計画の一環として含むものとする。 

(3) 計画策定のための戦略 

 新規衛生型埋立地の開発は事業者の財務能力を考慮して段階的な建設的工事を行うものと

する。 

 既設処分場のおよび改善と元処分場の安全閉鎖は、現在の負の影響の緩和を経済的効率で

成功と言えるレベルを達成することを考慮して行う。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 バクライワリでの衛生型埋立施設の建設（第 1 期） 

 バクライワリ衛生型埋立施設の運営維持管理 

 ゴンドランワラの既設埋立地の改善 

 ゴンドランワラ埋立地の安全閉鎖 

 チアンワリ埋立地の安全閉鎖 

 バクライワリ最終処分場のモニタリングおよびゴンドランワラとチアンワリの閉鎖後モニ

タリング衛生型埋立地の用地取得 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 バクライワリ衛生型埋立施設の運営維持管理 

 バクライワリ最終処分場のモニタリングおよびゴンドランワラとチアンワリの閉鎖後モニ

タリング 

 将来の最終処分場用地の選定、環境影響評価の実施および取得(第 2 期および第 3 期) 

 バクライワリ衛生型埋立施設の設計（第 2 期） 

 バクライワリ衛生型埋立施設の建設（第 2 期） 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 バクライワリ衛生型埋立施設の運営維持管理 

 バクライワリ最終処分場のモニタリングおよびゴンドランワラとチアンワリの閉鎖後モニ

タリング 

 バクライワリ衛生型埋立施設の設計（第 3 期） 

 バクライワリ衛生型埋立施設の建設（第 3 期） 
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(5) 勧告 

 最終処分場計画の実施は最初に新規バクライワリ衛生型埋立施設の開発を行い、二番目に

既設ゴンドランワラ処分場の改善、最後にチアンワリ処分場の安全閉鎖を行うべきである。 

 第一期のバクライワリにおける最終処分場施設の他に第二期ならびに第三期の最終処分場

の建設が必要である。 

 最終処分場を衛生型埋立地として適切な運営を持続させるためには十分な要員および予算

の投入が不可欠である。  

 ゴンドランワラおよびチアンワリ処分場の周辺における環境・社会への影響を改善しなけ

ればならない。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 衛生型埋立地の用地取得 

 衛生型最終処分場施設（第 1 期）のエンジニアリング・サービス 

 バクライワリ衛生型最終処分場施設（第 1 期）の建設 

 埋立機械の調達 

 埋立施設の運用・維持管理 

 既存ゴンドランワラ埋立場の改善工事 

 ゴンドランワラ埋立用地の安全閉鎖 

 チアンワリ元処分場の安全閉鎖 

 バクライワリ最終処分の監視 

 ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 埋立施設の運用・維持管理 

 バクライワリ最終処分の監視 

 ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 

 衛生型最終処分場施設（第 2 期）のエンジニアリング・サービス 

 衛生型最終処分場施設（第 2 期）の建設  

 埋立機械の追加調達(ブルドーザー2 台（キャタピラ型）; タイヤ式ローダー1 台; 掘削機 1
台およびバケット付トラクター3 台【更新】)  

 衛生型最終処分場用地の選定（第 2 期および第 3 期） 

 衛生型最終処分場用地の取得（第 2 期および第 3 期） 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 埋立施設の運用・維持管理 
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 バクライワリ最終処分の監視 

 ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 

 衛生型最終処分場施設（第 3 期）のエンジニアリング・サービス 

 衛生型最終処分場施設（第 3 期）の建設 

 埋立機械の調達および更新(ブルドーザー5 台（キャタピラ型）、内 2 台は更新; タイヤ式ロ

ーダー3 台、うち 1 台は更新; 掘削機 2 台、うち 1 台は更新) 

5.3 中間処理と 3R 推進計画 

(1) 目的 

中間処理と 3R 推進計画の目的は、家庭ごみ発生量の減量化、資源の再生化、再使用化、再利用

化、中間処理施設の設置および資源の循環化を図ることである。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 中間処理と 3R 推進活動の計画は、マスタープランの最終年である 2030 年まで立案されな

ければならない。 

 中間処理と 3R の計画に関しては、計画の基本方針に基づいて予算的な制約だけではなくイ

ンフォーマルな活動についても考慮し、実施されるべきである。 

 都市廃棄物の収集、運搬、処分は GWMC によって実施・運営されるが、中間処理計画は民

営化によって実施されるものとする。 

(3) 計画策定のための戦略 

 コンポストの適切な品質管理は、新しいコンポスト会社（SPV：Special Purpose Vehicle）に

よって運営されるグジュランワラ市に計画されたセントラル・コンポスト/RDF プラントを

維持していくために、欠くことができない重要な管理事項である。 

 中間処理と 3R 推進活動に関する啓発活動および IEC キャンペーンは、GWMC が中心にな

り、グジュランワラの市民、学校、ステークホルダーと共に継続的に実施していかなけれ

ばならない。 

 グジュランワラ市で3R活動や急速に成長しているインフォーマルなごみ再生化の資源活動

の推進のために、リサイクル法の制定化が必要である。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 中間処理とごみ発生源での 3R 推進に関する IEC（情報、教育とコミュニケーション）キャ

ンペーンによる啓蒙活動の実施 

 簡易な排出ごみ量・ごみ質調査（WACS）のモニタリング調査の実施 

 コンポスト・プラントのための PPP の設立と GWMC の BOD 委員会の形成 

 コンポスト・プラントの設計 
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中期計画（2019 年～2024 年） 

 発生源における資源再生化に関する IEC キャンペーンの継続的実施およびウェイスト・ピ

ッカーとリサイクル産業の登録 

 グジュランワラ中央コンポストプラント（GCCP）会社の設立および当プラントの 2020 年

からのコンポスト運営開始 

 GCCP（コンポスト・プラント）の運営および維持管理 

 GCCP のモニタリング 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 発生源における資源再生化に関する IEC キャンペーンの継続的実施およびウェイスト・ピ

ッカーとリサイクル産業の登録 

 グジュランワラ中央コンポストプラント（GCCP）に、新たに RDF 生産施設のための拡張

建設工事を 2029 年に実施し、2030 年からはコンポストに加えて RDF の生産を開始 

 GCCP の運営および維持管理 

 GCCP のモニタリング 

 パンジャブ州におけるリサイクル法の制定化 

(5) 勧告 

 GWMC は設立された委員会の下で特別目的事業体/グジュランワラ中央コンポストプラン

ト（GCCP）会社のための官民連携の契約を策定すべきである。 

 GWMC は IEC キャンペーンにより社会における 3R 活動の促進に努めなければならない。 

 ごみの分別収集の導入と促進により、有機性廃棄物の利用をコンポストの質的向上をめざ

し、CN 比、水分量、温度、酸素など、主な 

 64 の UC 内におけるごみ不法投棄場清掃のための必要予算を確保する必要がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 資源回収に関する啓発活動と IEC キャンペーン 

 簡易なごみ量・ごみ質調査の実施 

 GWMC における BOD 委員会の編成と PPP の準備 

 GWMC によるプラント建設用地の買収準備 

 SPV によるコンポスト・プラント詳細設計のためのエンジニアリング・サービス 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 廃棄物発生源での資源回収に対する IEC キャンペーン/ウェイスト・ピッカーとリサイクル

産業の登録 

 コンポスト・プラントの用地購入 

 SPV のグジュランワラ・コンポスト・プラントの建設計画および機材調達 
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 コンポスト・プラントの運営維持管理 

 コンポスト・プラントの実施モニタリング 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 発生源での資源回収の IEC キャンペーン/ウェイスト・ピッカーとリサイクル産業の登録化 

 SPV の RDF プラントの詳細設計のためのエンジニアリング・サービス 

 SPV による RDF プラントの建設工事と機材調達 

 コンポストと RDF プラントの運営維持管理 

 コンポストと RDF プラントの実施モニタリング 

 パンジャブ州におけるリサイクル法制定化 

5.4 環境教育および住民啓発計画 

(1) 目的 

環境教育は、一般市民および UC や地区等の対象者（選挙で選ばれた役職者/代表者や宗教・研

究者等）の廃棄物管理に対する意識の啓発を目的とする。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 計画は、GWMC 内に調整する機能を設立し、市民や学校教育を通じて、住民の理解を促進

するように策定される必要がある。 

 計画は、継続的でかつ住民や特定のグループが参加できる機会を増やすように策定される

必要がある。 

(3) 計画策定のための戦略 

 GWMC のコミュニケーション・ユニットの能力を強化し、教材の準備や関係機関との調整

など、様々な教育の方法を取る事ができるようにする。 

 GWMC は、廃棄物の適正管理へ向けて自らが行っている各種活動を、市民へ周知していく

必要があり、そのためのコミュニケーション戦略を立案する必要がある。 

 市民を対象とした廃棄物の適正管理に関する環境教育および意識啓発活動が実施される必

要がある。 

 ごみ問題について児童に興味を持ってもらうため、小学校の教育課程に廃棄物管理に関す

るトピックを取り入れることを検討する必要がある。先生や児童に対する教材を、環境教

育の推進およびコミュニティにおける意識啓発推進のツールの一つとして開発していく必

要がある。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 
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中期計画（2019 年～2024 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 モニタリング計画策定と実施 

 環境教育施設の利用計画策定と設置 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 モニタリング計画策定と実施 

 環境教育施設の利用と管理 

(5) 勧告 

 環境教育を適切に実施するためにコミュニケーション・ユニット設立の予算は十分に確保

されなければならない。 

 環境教育の教材・プログラムは各セッションのフィードバック結果や 5 年毎に行われるこ

とが計画されている意識調査の結果に基づいて、更新していく必要がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 モニタリング計画策定と実施 

 環境教育施設の利用計画策定と設置 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 

 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 
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 モニタリング計画策定と実施 

 環境教育施設の利用と管理 

5.5 経済・財務計画 

(1) 目的 

経済・財務計画の目的は、GWMC の廃棄物管理サービスにおける最適なコスト・リカバリーを

確立することにより、マスタープランにおいて計画された廃棄物管理サービスの実施について、

長期的に財政的持続性が達成可能な体制を構築することである。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 廃棄物管理サービスの実施は、顧客への課金および税からの十分な安定財源の確保を通じ

て達成されるべきである。 

 廃棄物管理サービスの最新の運営コストは、正確にかつ継続的に見直され、推定されるべ

きである。 

 コスト・リカバリーに必要な収入は、廃棄物管理サービスのコストを反映した料金システ

ムの導入により確保されるべきである。 

 財政的に効率的な民間セクターの活用のために、廃棄物管理サービスの一部を外部委託す

るべきである。 

(3) 計画策定のための戦略 

(a) 廃棄物管理サービスの維持管理費を賄う適切なコスト・リカバリーは、以下の戦略に基づ

いた長期の財政的持続性により達成されるべきである。 

 顧客からの料金および州政府からの補助金により維持管理費を完全にカバーするために

必要な長期的ロード・マップの確立 

 コスト・リカバリーをモニターするための標準手続きおよび広範囲のモニタリング指標の

確立 

 コスト・リカバリーの管理のためのマニュアル整備および GWMC のスタッフ研修の実施 

(b) 廃棄物管理サービスの維持管理費用は、以下の戦略に基づいて正確に推定されるべきであ

る。 

 GWMC の財政的独立性のため、独立した会計システムを確立する。 

 廃棄物管理サービスの維持管理費用を正確に管理し推定するために GWMC 内にフォーカ

ル・ポイントを設置するなどの組織対応を実施する。 

 廃棄物管理サービスの運営効率を改善するために維持管理費用の極小化とともに適正な

モニタリング・システムを確立する。 

(c) 適切な料金システムによる収入の確保は、以下の戦略に基づいて導入されるべきである。 

 廃棄物管理サービスの維持管理費をカバーする適切な課金システムを導入する。 

 料金システムの導入後の財政的不足をカバーするために、安定財源の手段を選択し導入す
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る。 

 選択された料金システムのために公式な料金表を準備する。 

 料金水準を決定し改訂するための標準手続きおよび広範囲の財政モニタリング指標を確

立する。 

 料金支払いに対する公共の認識を向上することにより、顧客の支払い意思のレベルを改善

する。 

(d) 民間セクターに対する廃棄物管理サービスの一部の効率的なアウトソーシングは、以下の

戦略に基づいて実施されるべきである。 

 収集・運搬サービスにおける効率的なサービス契約方法を選択し導入する。 

 民間サービス業者の財政的パフォーマンスのモニタリングのための標準手続きおよび広

範囲なモニタリング指標を確立する。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 州政府の安定財源による補助金あるいは財政的支援のもと、維持管理費用を部分的にカバ

ーすることによる持続的廃棄物管理サービスのためのコスト・リカバリー戦略構築の準備 

 短期期間におけるコスト、収入およびコスト・リカバリー率のモニターのための広範囲な

財政的主要経営指標を通した短期的財政指標モニタリングの確立 

 計画されたコスト・リカバリー戦略のための廃棄物管理の維持管理費用の正確な把握 

 支払い意思額の調査結果に基づいた廃棄物管理サービスの維持管理費用をカバーする安定

財源確保のために必要な将来の適正な料金システムの導入準備 

 全サービス地域における収集運搬業務に対するサービス契約を通した民間セクターの活用

の準備 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 州政府の安定財源による補助金あるいは財政的支援のもと、維持管理費用を部分的にカバ

ーすることによる持続的廃棄物管理サービスのためのコスト・リカバリー戦略構築の更新 

 収集された料金および必要な維持管理費用の間の差を埋めるための補助金あるいは固定資

産税からの収入の確保を目的とした州政府との交渉の開始 

 中期期間におけるコスト、収入およびコスト・リカバリー率のモニターのための広範囲の

財政的主要経営指標を通した中期的な財政指標モニタリングの確立 

 計画されたコスト・リカバリー戦略のための独立した会計システムの構築および廃棄物管

理の維持管理費用の正確な更新 

 州政府の固定資産税による安定財源に加えて、2022 年からの高所得および中所得サービス

地域における新しい料金システムの導入 

 全サービス地域における収集運搬業務に対するサービス契約を通した民間セクターの活用

の準備 



パキスタン国 
グジュランワラ市廃棄物管理 
マスタープラン策定プロジェクト 

 
ファイナル・レポート 

要 約 

 

  
㈱建設技研インターナショナル 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

㈱エ ッ ク ス 都 市 研 究 所 

25 

 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 全サービス地域において実際に徴収される料金の範囲内の廃棄物管理サービスの維持管理

費用のコスト・リカバリーの達成 

 長期期間におけるコスト、収入およびコスト・リカバリー率のモニターのための広範囲の

財政的主要経営指標を通した長期的財政指標モニタリングの確立 

 計画されたコスト・リカバリー戦略のための独立した会計システムの構築および廃棄物管

理の維持管理費用の正確な更新 

 州政府の固定資産税による安定財源に加えて、全サービス地域における 2025 年からの完全

な新しい料金システムの導入 

 2025 年からの全サービス地域における収集運搬業務に対するサービス契約を通した民間セ

クターの活用の開始 

(5) 勧告 

 新しい料金システムに加え、安定財源を確保するため、できる限り早く固定資産税などの

州の財源による収入の確保を目的として州政府との交渉を開始すべきである。 

 廃棄物管理サービスの維持管理費用は、GWMC の情報システム管理部門により、財政的主

要経営指標を通して定期的にモニタリングし、更新しなければならない。 

 支払意志額および支払可能額の継続的な調査結果に基づいて、ごみ料金の導入を図るべき

である。 

 ラホール廃棄物管理公社における民間セクター関与の経験を引き続きレビューし、民間の

収集業者の活用可能性・能力を検証すべきである。 

 財務データを継続的に更新することでプロジェクトの実行可能性をモニタリングする必要

がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 持続的コスト・リカバリーの確保（準備フェーズ） 

 正確なコスト算定の実施（準備フェーズ） 

 最適な料金システムの導入（準備フェーズ） 

 財政的に効率的な民間セクターの活用（準備フェーズ） 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 持続的コスト・リカバリーの確保（フェーズ 1） 

 正確なコスト算定の実施（フェーズ 1） 

 最適な料金システムの導入（フェーズ 1） 

 財政的に効率的な民間セクターの活用（フェーズ 1） 
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長期計画（2025 年～2030 年） 

 持続的コスト・リカバリーの確保（フェーズ 2） 

 正確なコスト算定の実施（フェーズ 2） 

 最適な料金システムの導入（フェーズ 2） 

 財政的に効率的な民間セクターの活用（フェーズ 2） 

5.6 環境モニタリング計画 

(1) 目的 

環境モニタリング計画の目的は、廃棄物処分場によって引き起こされるであろう環境への新た

な負のインパクトを避けるとともに、処分場が現在環境社会に与えている負の影響を緩和するた

めに、環境のモニタリングを実施することである。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 環境モニタリングは提案されているバクライワリ新規処分場のみならず、現在使用されて

いるゴンドランワラ現処分場と閉鎖されたチアンワリ旧処分場にも適用される。 

 環境モニタリングは長期的視点に立って実施される。 

(3) 計画策定のための戦略 

 環境モニタリングのためのシステムを確立し、実施する。 

 廃棄物再利用に関する活動は、ウェイスト・ピッカーを巻き込んで実施する。 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 廃棄物収集運搬業務の環境モニタリングの開始 

 バクライワリ新規処分場の環境モニタリングの開始 

 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関する環境モニタリングの開始 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 廃棄物収集運搬業務の環境モニタリングの継続実施 

 バクライワリ新規処分場、ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関する

環境モニタリングの継続実施 

 コンポスト施設に関する環境モニタリングの開始 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 廃棄物収集運搬業務の環境モニタリングの継続実施 

 バクライワリ新規処分場、ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関する

環境モニタリングの継続実施 

 コンポスト施設に関する環境モニタリングの継続実施 
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(5) 勧告 

 モニタリング実施のための予算を確保すべきである。 

 環境モニタリングは 1 年の中で同じ時期に実施しなければならない。 

 GWMC による全てのモニタリング結果をレビューする効果的・効率的なフィードバックの

システムを確立する必要がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 廃棄物収集運搬に関するモニタリング 

 バクライワリ新規処分場に関するモニタリング 

 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリング 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 廃棄物収集運搬に関するモニタリング 

 バクライワリ新規処分場に関するモニタリング 

 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリング 

 中間処理（コンポスト施設）に関するモニタリング 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 廃棄物収集運搬に関するモニタリング 

 バクライワリ新規処分場に関するモニタリング 

 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリング 

 中間処理（コンポスト施設）に関するモニタリング 

5.7 組織強化・再編計画 

(1) 目的 

組織強化と組織再編計画の目的は、GWMC の機能を包括的に理解し、廃棄物管理の責任とサー

ビスを効果的・効率的に実行すること、GWMC の管理職・技術職の人材能力を総合的に強化し、

その機能を支援すること、グジュランワラ市における廃棄物管理に関する条例を制定することで

ある。 

(2) 計画策定上の基本方針 

 新しい組織の責任と義務は、断片化されるべきでなく、また職員間で重複すべきでない。 

 部署間の連絡・調整は、効果的・効率的でなければならない。 

 新しい組織は、官民連携スキーム導入のために最適化された組織構造でなくてはならない。 

 廃棄物管理サービス提供のための人材育成は、能力評価に基づいて総合的に設計されるべ

きである。 

 固形廃棄物管理に関係する全ての規則や法律は包括されていなくてはならない。 
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 今後制定される条例はウルドゥ語へ翻訳されるべきである。 

(3) 計画策定のための戦略 

 報告系統が明確で、効率的で合理化された組織構造、管理職・技術職共に統制可能な最適

な人数、廃棄物管理を効果的に実施するための縦構造 

 明確な責任の所在、管理職による適切な監督、個人のパフォーマンス向上のための監督と

迅速な決定のためのシンプルなワークフロー 

 組織内で業務の重複を回避した効率的なワークフロー 

 戦略計画レベルから中間管理職と監督職員への明確な方針指示 

 適切で効果的な情報システムの管理 

 管理機能内における定期的な評価とその結果のフィードバック、業績目標と基準に基づい

た手順 

 官民連携スキームを担当する部、若しくはユニットの設置 

 能力評価に基づく OJT を含むより実践的な人材育成と、職員間で技術を共有するシステム 

 規則、法、リサイクル、分別、再利用、再資源化、廃棄物の排出を削減させる知恵などの

廃棄物管理に関する好事例についての市民の認識向上 

(4) 最終目標 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 2018 年末までの苦情処理、住民啓発、中間処理と 3R に関する能力向上のための GWMC の

再編 

 総合人材開発プログラムの実施を通じた GWMC 職員の技術・管理能力の強化 

 グジュランワラ市固形廃棄物処理の条例制定のための CDGG の支援 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 モニタリングと評価のフィードバック結果に基づいた GWMC 組織再編による改善 

 人材開発プログラムのモニタリングと評価のフィードバック結果に基づいたGWMC職員の

能力向上 

 グジュランワラ市固形廃棄物処理の条例制定 

 特に住民が従わなくてはならないルールと廃棄物処理に必要な費用について、グジュラン

ワラ市固形廃棄物処理の条例に沿った住民啓発活動による改善 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 モニタリングと評価のフィードバック結果に基づいた GWMC 組織再編による改善 

 人材開発プログラムのモニタリングと評価のフィードバック結果に基づいたGWMC職員の

能力向上 

(5) 勧告 

 GWMC の新規職員の雇用に必要な予算を確保すべきである。 
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 日常業務に影響が生じないように訓練プログラムのスケジュールは調整しなければならな

い。 

 適切な廃棄物処理に関する条例制定のため、全ての関係者により条例の内容を検証し、議

論する必要がある。 

(6) 提案されるプロジェクト・コンポーネント 

短期計画（2016 年～2018 年） 

 GWMC の組織再編 

 GWMC 職員の能力強化 

 グジュランワラ市固形廃棄物処理に関する条例の制定 

中期計画（2019 年～2024 年） 

 GWMC の組織再編 

 GWMC 職員の能力強化 

 グジュランワラ市固形廃棄物処理に関する条例の制定 

長期計画（2025 年～2030 年） 

 GWMC の組織再編 

 GWMC 職員の能力強化 

5.8 医療系、産業系および建設系廃棄物管理に関する提言 

(1) 医療系廃棄物の管理 

医療系廃棄物に関する提言を以下に示す。 

 家庭ごみと分別して感染性廃棄物を処理する必要がある。感染性廃棄物の不適切な廃棄は

病院で廃棄物を回収する職員や処分場のウェイスト・ピッカー等の健康に直接ダメージを

与えるだけでなく、注射針などのような医療品の再利用は普通の患者にも悪影響を及ぼす。 

 発生する段階で都市廃棄物から感染の可能性がある物質を分離することにより、医療系廃

棄物の減容化と処理コストの削減を同時に実現できる。 

 GWMC は医療系廃棄物管理に関わる基本計画およびガイドラインを策定するとともに、適

切な料金を課金することによって、医療系廃棄物収集サービスの提供をするべきである。

このようにして、GWMC は関連収入を得ることができる。 

 医療系廃棄物は毒性があり、また有害物質であるため、清掃作業者にその取扱いについて

のトレーニングを行うべきである。清掃作業者は、医療系廃棄物と直接接触することで感

染する病気についてよく知らないが、もしそのことを知ることができたら、個人用の保護

器具を着用するようになるのは明らかである。 

 料金徴収については、GWMC により医療系廃棄物処理のユニット・コスト算定をしたうえ

で、維持管理費あるいは資本費までをカバーするかを、医療系廃棄物排出者の支払い意思

額も考慮しつつ、2016 年より可及的速やかに料金水準を決定するべきである。料金徴収方
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法は、上記ユニット・コストに排出量を掛けた額を、排出者から個別に直接徴収すること

とする。 

(2) 産業系廃棄物の管理 

産業系廃棄物に関する提言は以下のとおりである。 

 GWMC は、産業系廃棄物管理に関わる計画やガイドラインを策定するとともに、産業界に

対して適切な料金を課金することによって、産業系廃棄物収集サービスを提供すべきであ

る。 

 料金徴収については、GWMC により産業系廃棄物処理のユニット・コスト算定をしたうえ

で、維持管理費あるいは資本費までをカバーするかを、産業系廃棄物排出者の支払い意思

額も考慮しつつ、2016 年より可及的速やかに料金水準を決定するべきである。料金徴収方

法は、上記ユニット・コストに排出量を掛けた額を、排出者から個別に直接徴収すること

とする。 

(3) 建設系廃棄物の管理 

建設系廃棄物に関する提言は以下のとおりである。 

 現状分析の結果に基づいて、州政府はルールと責任が明確に定義された建設系廃棄物管理

の諸規則を策定すべきである。 

 建設系廃棄物の管理責任は事業者にあるので、LWMC は建設系廃棄物の回収サービスの料

金を事業者に課すことを提案している。したがって、州政府や市政府は、法令もしくは条

例を作って GWMC を法的に保護するとともに、罰則もそれらの条例の中に組み込むべきで

ある。 

 LWMC は、建設系廃棄物で埋め立てられた 46 サイトについて、LWMC または民間の委託

先による一度きりのクリーニングを提案した。また建設系廃棄物の回収作業の外部委託を

提案した。GWMC は市の 4 つのタウンから排出される建設系廃棄物に対して、LWMC と同

様のトン/km あたりの単位コストを用いるべきである。また、以下に述べる LWMC の計画

からの提言も活用すべきである。 

 グジュランワラ市政府ならびに GWMC は、専門性が高く、最新の技術やツール、適切な廃

棄システム、安全衛生・労働環境管理システムを有する解体業者と契約すべきである。そ

のためには、入札者は全ての地域における技術的な資格要件を満足すべきであり、担当部

局からの技術面要求事項を確認した後に設定された予定価格をもとに入札が行われるべき

である。 

 解体業者は適切にバリケードをして、ごみを GWMC が指定した粉砕サイトに運搬しなけれ

ばならない。それに際しては、建設系廃棄物の実際の見積もり量を以下のデータを検討す

ることによって算出しなければならない。 

1. 解体される面積 
2. 解体される材料の正確な割合の範囲 
3. リサイクルされる材料の正確な割合の範囲 
4. 再利用可能な材料の正確な割合の範囲 
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5. これらにより得られる収入の詳細と解体活動に係る将来の税金 

少なくとも 2 年半から 3 年後には、建築系廃棄物に関する正確なデータを入力する様式の開発

が開始されるべきである。 

 料金徴収については、GWMC により建設廃材処理のユニット・コスト算定をしたうえで、

維持管理費あるいは資本費までをカバーするかを、建設廃材排出者の支払い意思額も考慮

しつつ、2016 年より可及的速やかに料金水準を決定するべきである。料金徴収方法は、上

記ユニット・コストに排出量を掛けた額を、排出者から個別に直接徴収することとする。 
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第6章 マスタープランの評価 

6.1 マスタープラン代替案の策定 

(1) マスタープランの各コンポーネントにおける最適オプション 

前節までにおいて記述された諸条件に基づいて、統合的廃棄物管理マスタープランが策定され

る。3.4 節において記述されたように、マスタープランは技術的、組織的および財政的分野の 7 つ

のプログラムから構成される。マスタープランの代替案を開発するために、以下の 4 つのコンポ

ーネントに焦点を当てることにより、各コンポーネントの最適オプションを選択する。具体的に

は、下記に示す (1) 廃棄物収集運搬計画、(2) 最終処分計画、(3) 中間処理と 3R 推進計画、およ

び (4) 環境教育および住民啓発計画である。 

廃棄物収集運搬計画 

廃棄物収集運搬計画は、主に発生源からの廃棄物処理方法に従って策定される。マスタープラ

ンの初期段階において、発生源分別は選好されるオプションの一つであることは間違いない。4.4
節において検討されたマスタープランの最適代替案の詳細な比較検討がなされたものの、以下の

3 つのオプションが考慮される。 

 ミニコンパクターを利用した各戸収集（狭い道路）、および発生源分別に基づいたコンパ

クターを利用した小さいコンテナーによる収集（広い道路） 

 ミニコンパクターを利用した各戸収集（狭い道路）、および発生源分別に基づかないコン

パクターを利用した小さいコンテナーによる収集（広い道路） 

 収集運搬車両の追加投入なし（現状どおり） 

最終処分計画 

2.4 節に示すとおり、パキスタン側がグジュランワラ市内のいくつかの新規最終処分場の候補地

を比較検討した結果、バクライワリが最適候補地としてすでに選定されている。バクライワリの

予備的設計は、4.5 節において示されるとおりであり、最終処分場計画のオプションは以下の 2 案

である。 

 バクライワリにおける新規最終処分場の建設 

 新規最終処分場を建設せず（現状のとおり） 

中間処理と 3R 推進計画 

中間処理と 3R 推進の最適代替案は、グジュランワラ市および周辺都市における過去の経験、技

術の実行可能性、および経済的妥当性の見地から限定されるため、マスタープランの代替案比較

のためには、以下の 2 つのオプションが挙げられる。詳細な検討は、4.6 節において実施される。 

 コンポストおよび RDF 事業 

 中間処理と 3R 推進活動を実施せず（現状のとおり） 

環境教育および住民啓発計画 

環境教育および住民啓発計画は、統合的廃棄物管理マスタープランの実施のために不可欠なも
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のである。なぜなら、住民意識調査（2.6 節を参照）の結果に示すとおり、グジュランワラ市の大

部分の市民は廃棄物管理について無関心だからである。住民を教育すること、および市における

公衆衛生と廃棄物管理の改善に対する彼らの意識向上は、グジュランワラ市の統合的廃棄物管理

のビジョン、使命および目標にとって重要である。このように、検討されたオプションは、それ

ぞれのケースのアクションを“実施する”および“実施しない”とする一方、環境教育および住

民意識向上活動は 4.7 節で検討された以下のとおりとする。 

 環境教育および住民意識向上活動の実施 

 環境教育および住民意識向上活動の未実施（現状のとおり） 

(2) 各コンポーネントにおける最適オプションの組合せによるマスタープラン代替案 

それぞれのコンポーネントの最適オプションが組み合わされ、マスタープラン代替案がそれに

従って設定された。表 6.1 に示すような次の 5 つの代替案が、次節において評価される。 

表 6.1 各コンポーネントの最適オプションの組み合わせによるマスタープランの代替案 

マスタープラン 
代替案 

収集・運搬 
最終処分 中間処理と 

3R 推進 
環境教育および 

住民啓発 発生源分別 収集運搬方式 

オプション A 実施する 

各戸収集＋ミニコン
パクター 
(狭い道路) 

小ｺﾝﾃﾅｰ+ｺﾝﾊﾟｸﾀｰ 
(幅広い道路) 

バクライワリに 
新規処分場を建設 

なし 
（現状） 

環境教育および 
住民意識向上 
活動実施 

オプション B 実施する 同上 同上 
コンポスト 
および 

RDF 事業導入 
同上 

オプション C 実施せず 同上 同上 なし 
（現状） 同上 

オプション D 実施せず 同上 同上 
コンポスト 
および 

RDF 事業導入 
同上 

オプション Z 
(ゼロ・オプション) 実施せず なし 

（現状） 
なし 

（現状） 
なし 

（現状） 
なし 

（現状） 
 

6.2 マスタープラン代替案の比較検討 

前節において設定されたマスタープラン代替案を以下の側面から評価する。 

 技術的側面：技術的側面は、適用技術の運用可能性、安定性、維持管理の容易さ、およびその他

の観点から評価される。グジュランワラ市および周辺の市の過去の経験も考慮されるべきである。 

 環境および社会インパクト的側面：環境および社会インパクト的側面は、環境社会配慮調査（E&S
調査）の結果に基づき評価される。環境社会配慮調査は、収集運搬のための中継基地、コンポス

ト施設、および RDF 工場の計画された場所が想定されることを条件に実施された。環境社会配

慮調査の詳細は、第 5 章に示すとおりである。 

 経済・財務的側面：各オプションの実施に必要な初期投資および維持管理費のおおよその規模が

比較される。詳細な経済・財務評価は、最適なマスタープランのオプションについてのみ実施さ

れ、その結果は 4.14 節に示すとおりである。 

 制度・組織的側面：例えば、収集運搬のために追加的に調達が必要な車両に対しては、追加人材

および新しい部局の設置が必要となる場合がある。また、新しいあるいは修正された法律および
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規制が、新しいシステム導入の施行のためには必要となる場合もある。 

各代替案の評価結果、マスタープラン・オプションBが最適マスタープランであるとの結論を得た。

同オプションが選択された理由は下記に要約するとおりである。 

 技術的に言えば、発生源分別を適用することによって、廃棄物の収集運搬および中間処理・3R
がより容易になる。加えて、廃棄物処理量が削減されるとともに、最終処分場の寿命の長期化を

図ることができる。 

 環境および社会配慮の観点から、廃棄物分別、中間処理と 3R は、住民意識の向上およびコミュ

ニティ・レベルでの適切な廃棄物管理への住民の協力に対して正の影響をもたらす。廃棄物の削

減量に従って、処分場からの温室効果ガスの削減も期待できる。 

 新規収集車両の購入および新規処分場の建設に必要な初期投資は多額であるが、ゼロ・オプショ

ン（マスタープラン代替案：オプション Z）と比較して、より経済的に効率的な廃棄物管理サー

ビスが提供可能である。 

 最終処分場建設のライフ・サイクル・コストは最も安価であると思われる。すなわち、最終処分

場建設費用は総プロジェクト費用の中で支配的な位置を占めるため、このオプションは最も経済

的に妥当であると考えられる。 

 発生源分別、コンポストおよび RDF 事業は追加的に組織強化および制度改善を必要とするが、

これらの投入は他のオプションにも重要であり、したがって重大な欠点とはならない。 

6.3 最適マスタープラン代替案の評価 

(1) 技術評価 

4.4 節における詳細な比較検討によると、オプション B における収集運搬は、最終処分分野と異

なり、大規模な土木工事を含まない。提案された収集運搬システムは、道路幅により、狭い道路

のためのミニダンパーの活用および広い道路のためのコンパクターの活用の組み合わせである。

グジュランワラ市においては、民間収集業者が活動していないために、これらの車両は州政府の

補助金を通して GWMC により調達されるべきであり、最初は GWMC の管理下で使用されるべき

である。したがって、新規に導入されるシステムは、同市特有の条件のもとで運営可能および持

続可能でなければならない。この点から、提案される収集運搬システムは、これらの条件に合致

したものでなければならない。 

廃棄物の新しい収集運搬システムの観点からの唯一の懸念事項は、発生源分別の開始である。

この新しいアイデアを最初から草の根レベルで広く啓蒙することは困難であるが、GWMC は環境

教育計画および住民意識向上キャンペーンの企画と管理のために市および州政府を支援すること

により強いリーダーシップを発揮する必要がある。これは、統合的廃棄物管理マスタープランの

核心的部分であり、マスタープラン実施の成功の鍵である。 

3R の推進もまた、統合的廃棄物管理マスタープランの重要課題と言える。グジュランワラ市特

有の条件を考慮した場合、コンポスト化の促進は、特別な機械化および大規模投資を必要としな

いため、最善のオプションである。さらに、ラホール市の民間企業は、最終処分場に持ち込まれ

た廃棄物を活用してコンポストを生産している。この経験および政府の支援を含む適切な制度的

措置を受けて、コンポスト工場は、所得水準、家屋のタイプや位置、および廃棄物量のような社
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会経済的諸環境によって導入が可能となる。ラホール市の民間セクター活用により運営されてい

る RDF 事業についても、マスタープランの終盤において廃棄物分別により RDF 工場に適切な廃

棄物が提供されることになった後、計画される。 

環境への負の影響を最小化するために、ゴンドランワラにおける現在の正式な最終処分場はそ

の寿命の最後まで適切に運営されるべきであるし、チアンワリの前の最終処分場は正しい方法で

閉鎖されるべきである。同時に、バクライワリの新規最終処分場については、長期的にはもうひ

とつの新規処分場が追加で必要になることから、併行してその建設を開始すべきである。環境影

響評価のように、意思決定および予算配分のプロセスは、常時遅延しがちであり、このため、早

期の準備およびアクションが必要不可欠である。 

(2) 環境評価 

環境社会配慮調査は、マスタープラン・オプション B に対してのみ実施された。詳細な評価は

第 5 章に示すとおりであり、評価結果については、オプション B が、廃棄物管理に関わるとても

適切なプロセスの組み合わせであり、分別収集、コンポスト事業および RDF 事業を通して、自然

および社会環境によい影響をもたらす特徴を持っていると要約される。 

(3) 経済・財務評価 

財務評価    1) 

    a) 財務価格ベースの費用の算定 
マスタープランの財務価格ベースの総プロジェクト費用は、2016年から2030年までの15年間

の合計で20,497百万ルピーと見積もられた。総プロジェクト費用は、最終処分場の改善・建設、

収集運搬システムの構築、中間処理施設の建設および3Rの改善、環境教育、環境モニタリング、

およびGWMC本部の組織強化のための広範囲の施設・設備の投資費用、維持管理費用および更

新費用から構成される。  

    b) 財務価格ベースの便益の算定 
マスタープラン実施によって生み出される財務価格ベースのプロジェクト便益（財務便益）

は、2015年8月時点の市場価格によって計算される。メタンガス削減による環境便益は、貨幣

価値に転換できるもののキャッシュとはならないため、財務便益より除外される。その他の非

計量便益についても除外される。 

財務価格便益は、2016年から2030年までの15年の合計で、24,225百万ルピーと算定された。 

    c) 評価対象ケース 
料金システムの導入および民間セクターへのアウトソーシングの時期によって、マスタープ

ランの財務評価の評価対象ケースが設定された。具体的には、基本ケース（ケースA）に以下

の2ケースのバリエーションを加えた3ケースが設定された。 

 ケース A：基本ケース（料金システム導入時期：2022 年、民間セクターへのアウトソーシ

ング：なし） 

 ケース B：顧客の現状の支払い意思額に基づいて、料金システムがマスタープランの初期

である 2019 年より導入される。 

 ケース C：マスタープランの組織改革に基づいて、民間セクターの活用（収集・運搬サー
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ビスの民間セクターとのサービス契約の導入）が 2025 年より導入される。 

    d) 財務評価の結果 
 マスタープランの基本ケースであるケース A（2022 年から高所得エリアおよび中所得エリ

ア、2025 年から全エリアにおいて料金システムが導入され、民間セクターへのアウトソー

シングが実施されないケース）においては、財務内部収益率は 7.42%および純現在価値は

429 百万ルピーと、それぞれ算出された。 

 ケース B（マスタープランの初期段階である 2019 年から全エリアにおいて料金システム

が導入され、民間セクターへのアウトソーシングが実施されないケース）においては、財

務内部収益率は 8.19%および純現在価値は 663 百万ルピーと、それぞれ算出された。 

 ケース C（2022 年から高所得エリアおよび中所得エリア、2025 年から全エリアにおいて

料金システムが導入され、民間セクターへのアウトソーシングが 2025 年より実施される

ケース）においては、財務内部収益率は 8.45%および純現在価値は 794 百万ルピーと、そ

れぞれ算出された。 

料金水準の検討    2) 

    a) 評価対象ケース 
料金水準検討の対象となるケースは、料金徴収率および料金システムの導入時期の2つの条

件の組み合わせにより、4つの評価対象ケースが想定される。 

表 6.2 料金水準検討の評価対象ケース 

ケース 

支払い意思額 
(ルピー/世帯あたり月額) 

料金徴収率 
(%) 

全エリアでの料金シス
テム導入時期 

低所得
エリア 

中所得
エリア 

高所得
エリア 

低所得
エリア 

中所得
エリア 

高所得
エリア 2022 2025 

ケース 1 25 50 100 50.0 60.0 70.0  × 
ケース 2 25 50 100 60.0 70.0 80.0  × 
ケース 3 25 50 100 50.0 60.0 70.0 ×  
ケース 4 25 50 100 60.0 70.0 80.0 ×  

 

    b) 料金水準検討の結果 
コスト・リカバリー率 

 ケース 1：全てのエリアで料金システムが導入される 2025 年の維持管理費用合計に対する

コスト・リカバリー率は 32.4%と推定された。 

 ケース 2：全てのエリアで料金システムが導入される 2025 年の維持管理費用合計に対する

コスト・リカバリー率は 37.9%と推定された。 

 ケース 3：全てのエリアで料金システムが導入される 2022 年の維持管理費用合計に対する

コスト・リカバリー率は 35.8%と推定された。 

 ケース 4：全てのエリアで料金システムが導入される 2022 年の維持管理費用合計に対する

コスト・リカバリー率は 42.0%と推定された。 
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維持管理費のコスト・リカバリーに必要な料金水準 

住民の支払い意思額に沿った料金システムを全エリアで導入した2025年においても、維持管

理費用合計に対するコスト・リカバリー率は32.4%にすぎないため、残りの支出は州政府から

の補助金などの安定財源により補填されることになる。ケース1を例に取ると、維持管理費用

を完全にリカバリーするために必要な料金水準は、低所得エリアで世帯当たり月額77.2ルピー、

中所得エリアで154.4ルピーおよび高所得エリアで308.8ルピーと、それぞれ推定された。低所

得エリアにおける必要な料金水準は、本マスタープランの社会調査によって判明した世帯当た

り月額25.0ルピーの支払い意思額に基づく料金水準の3.09倍と推定された。 

経済評価    3) 

    a) 経済価格ベースの費用の算定 
マスタープランの経済価格ベースの総プロジェクト費用は、2016年から2030年までの15年間

の合計で15,913百万ルピーと見積もられた。総プロジェクト費用は、最終処分場の改善・建設、

収集運搬システムの構築、中間処理施設の建設および3Rの改善、環境教育、環境モニタリング、

およびGWMC本部の組織強化のための広範囲の施設・設備の投資費用、維持管理費用および更

新費用から構成される。 

    b) 経済価格ベースの便益の算定 
経済価格ベースのマスタープラン実施による総便益は2016年から2030年までの15年の間に、

広範囲な経済的便益、社会的便益および環境的便益を含み、19,712百万ルピーと推定された。  

    c) 評価対象ケース 
料金システムの導入および民間セクターへのアウトソーシングの時期によって、マスタープ

ランの経済評価の評価対象ケースが設定された。具体的には、基本ケース（ケースA）に以下

の2ケースのバリエーションを加えた3ケースが設定された。 

 ケース A：基本ケース（料金システム導入時期：2022 年、民間セクターへのアウトソーシ

ング：なし） 

 ケース B：顧客の現状の支払い意思額に基づいて、料金システムがマスタープランの初期

である 2019 年より導入される。 

 ケース C：マスタープランの組織改革に基づいて、民間セクターの活用（収集・運搬サー

ビスの民間セクターとのサービス契約の導入）が 2025 年より導入される。 

    d) 経済評価の結果 
 マスタープランの基本ケースであるケース A（2025 年から全エリアにおいて料金システム

が導入され、民間セクターへのアウトソーシングが実施されないケース）においては、経

済内部収益率は 9.62%および純現在価値は 916 百万ルピーと、それぞれ算出された。 

 ケース B（マスタープランの早い時期である 2019 年から全エリアにおいて料金システム

が導入され、民間セクターへのアウトソーシングが実施されないケース）においては、経

済内部収益率は 10.01%および純現在価値は 970 百万ルピーと、それぞれ算出された。 

 ケース C（2025 年から全エリアにおいて料金システムが導入され、民間セクターへのアウ
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トソーシングが 2025 年より実施されるケース）においては、経済内部収益率は 10.60%お

よび純現在価値は 1,221 百万ルピーと、それぞれ算出された。 

財務評価および経済評価の総合的結論    4) 

    a) プロジェクトの財務・経済妥当性 
経済・財務評価の結果、マスタープランの選択された最適オプションの実施は、下記の勧告

が同時に実施されることを条件に、経済的に妥当であり、財務的に持続可能であると検証され

た。感応度分析の結果によると、マスタープランの実施は、コストの上昇および便益の減少に

脆弱であることが判明した。維持管理費用を全てカバーするために必要なコストに対するリカ

バリー水準は、維持管理費用合計の約3分の1にすぎない。これにより、他の安定的な安定財源

の必要性が明らかになった。しかしながら、貨幣価値換算が困難な計量化されない非計量化便

益が広範囲に存在することなどを考慮すると、マスタープランは経済的および財務的に妥当で

あり、実施する価値があると結論づけられる。 

    b) 勧告 
マスタープランのために選択された最適オプションを実施するために、経済・財務的な観点

から、以下の点を十分考慮に入れることが勧告される。 

 マスタープランの財務的持続性は維持管理費用に限定されるため、投資費用はパンジャブ

州政府のからの補助金あるいは商業銀行金利より比較的低い譲許性の高いローンにより

手当てされるべきである。 

 プロジェクトは費用の上昇および便益の減少に脆弱であるため、GWMC によってキャッ

シュフロー表などの財務諸表は継続的にモニターされるべきである。特に、GWMC によ

る収入、支出およびコスト・リカバリー率に対する継続的な財務指標のモニタリングは、

計画されたキャッシュフローと実際のキャッシュフローの乖離が拡大するリスクを回避

するために必ず必要である。GWMC の本部は、財務内部収益率の計算表と比較するため

の財務諸表を準備できるような体制を整えるべきである。 

 プロジェクトはマスタープランの初期の費用上昇に極めて脆弱なため、プロジェクト便益

を短期の最終年である 2018 年から享受するために、最終処分場の建設の遅延は回避され

るべきである。 

 料金システムの導入が早ければ早いほど、財務内部収益率および経済内部収益率は高くな

ることが判明しているが、これはマスタープランの財務的安定性にとって、提案されてい

る料金システムの早期の導入が鍵であることを示している。 

 所得グループによる段階的料金システムの導入によるコスト・リカバリーはマスタープラ

ンを実施するために必要な維持管理費用の合計を完全にカバーするのには十分ではない。 

 顧客の現在の支払い意思額レベルの料金システムの全エリアにおける導入後の 2025 年に

おいても、維持管理費用合計に対するコスト・リカバリー率は 32.4%にすぎず、残りの

67.6%はパンジャブ州政府の補助金などの安定財源によってカバーされるべきである。 

 料金システムを全エリアで導入する開始年である 2025 年において、維持管理費用合計を

料金により完全にカバーするためには、顧客の現在のレベルの支払い意思額レベルの約 3
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倍の世帯あたり月額料金が必要である。 

 収入の料金収入で足りない部分をカバーするために、安定財源としてのパンジャブ州政府

の固定資産税サーチャージによる収入確保を導入することを早急に検討すべきである。そ

のため、州政府との協議を出来るだけ早く開始すべきである。 

 顧客の支払い意思額は公式な料金表のもと、実際の料金支払いに転換されなければならな

い。これにより、廃棄物管理サービスのための安定的財源が確保される。しかしながら、

支払い意思額の極めて低い低所得エリアの料金システムは、他の地域に比べて遅いタイミ

ングで慎重に導入されるべきである。 

 料金収入を補填するパンジャブ州政府からの投資費用および CDGG からの運営費用への

補助申請は、GWMC のそれぞれの財政年度に間に合うように手続きがなされるべきであ

る。また、これらの申請はマスタープランに基づくキャッシュフローにより計算されるべ

きである。 

 GWMC の経営陣により財政指標が十分にコントロールされるように、財政的主要経営指

標（KPI）は、経営情報システムユニットにより継続的にモニターされるべきである。 

 運営費用、人件費および維持管理費用などの経費は、GWMC によるコスト極小化プラン

により、随時削減されるべきである。 

 メタンガス削減による便益はクリーン・ディベロップメント・メカニズムの現状およびカ

ーボン・クレジットの国際価格などにより、財務評価の便益に組み込むことができないた

め、財務内部収益率は比較的低い。しかしながら、環境モニタリング活動に加えて、マス

タープラン実施の環境インパクトの貨幣的価値を把握するために、国際市場におけるカー

ボン・クレジットの取引価格は継続的にモニターされるべきである。 

組織・制度面からの評価    5) 

制度・組織の観点から、オプション B が望ましいと言える。GWMC と CDGG にとっては、グ

ジュランワラ市とサダー地区における廃棄物の収集・運搬サービスの提供についての法令の遵守

が重要であるからである。この目的達成のためには初期投資を要するが、収集運搬や最終処分の

問題を解決するためには必要不可欠である。また、収集運搬と最終処分にかけるランニングコス

トを低下させることから排出源での分別や中間処理の導入が推奨される。  

総合評価    6) 

2030 年に 98 の UCにおける廃棄物の回収率 100%の実現は、グジュランワラ市民にとって理想的な
目標である。この目標の達成のために、最善の努力がなされるべきである。グジュランワラ市の統合

的廃棄物管理ビジョンを実現するため、マスタープランで提案されたプロジェクトを実施すべき

であり、これらのプロジェクトは住民に大きな利益をもたらすものである。 

グジュランワラ市民は、廃棄物管理問題に無関心と言える。したがって、GWMC は技術面の

改善だけでなく、環境教育や意識改善プログラムの実施も同時に実施すべきである。3R 推進活

動は、新しい収集・運搬計画の基礎となっている排出源での分別から始めるべきであり、それは

新しい統合的廃棄物管理マスタープランにとって重要な要素である。意識の向上や環境教育の実

施は、効果の発現に時間がかかるが、3R 推進のためには不可欠である。 
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さらに、効果的で持続的な廃棄物処理サービス提供のためには、GWMC の資金的安定が重要

である。しかしながら、GWMC は非協力的な住民や政治的な問題から、廃棄物管理にかかる料

金の徴収が実現できていない。さらに、廃棄物管理分野における民間企業との連携体制が成熟し

ていないため、GWMC は地方政府の補助金などを活用しながらマスタープランの初期段階の実

現のために先導的立場を努めなければならない。 

また、新しい最終処分場建設は、統合的廃棄物管理システムの導入が保証されるべきであり、

膨大な予算を要するものである。そのため、パンジャブ州政府を含むパキスタン政府は、アクシ

ョン・プランの実現のための資金調達の一部について配慮する必要がある。さらに、適正廃棄物

管理の実現のためには、政府による財政負担が不可欠であることが認識されるべきであり、公共

部門、民間部門、住民において責任が分担されるべきである 

6.4 事業評価のための運用・効果指標 

統合的廃棄物管理マスタープランに基づき策定したプロジェクトおよび活動について、モニタリン

グ可能な運用・効果指標はパキスタン側との協議により設定した。以下に、各活動分野で分析を行う

運用・効果指標項目の現在（2014/2015年）と2020年、2030年における指標値について示す。 

表 6.3 運用効果指標の現在および計画における値 

計画事業/運用・効果指標 
現在（2014/2015）

の値 
2020 年の計画値 2030 年の計画値 評価方法 

プログラム１：廃棄物収集運搬計画   
廃棄物収集・運搬量（ﾄﾝ/日） 410 1,459 3,346 トラックスケールの記録を整理

し、日平均値を算定 
廃棄物収集率(%) 都市域 UC:  43 

都市域外:  0 
98UC 平均: 34 

都市域 UC:  100 
都市域外:  20 
98UC 平均: 81 

都市域 UC:  100 
都市域外:  100 
98UC 平均: 100 

同上 

不法投棄の状況：不法投棄ごみ

収集量（ﾄﾝ/日） 
60 0 0 トラックスケールにより不法投

棄場の廃止プログラム（一時清掃

活動：OTC）の記録を整理し、平

均値を算定 
不法投棄の状況：不法投棄場の

残存率(%)（代案） 
100 0 0 現地踏査を実施し残存している

不法投棄場数等を記録 
プログラム２：最終処分計画（3R 実施の場合） 

最終処分量（ﾄﾝ/日） 406 991 2,013 トラックスケールの記録を分析

し、日平均搬入ごみ量を算定 
処分回避率(%) 15 32 40 インタビュー調査をリサイクラ

ー/ウェイスト・ピッカー/ジャン

クショップ等で実施し、資源物回

収量を算定 
 

プログラム３：中間処理と 3R 推進計画   
一人一日発生ごみ量（g/c/d） 都市域 UC:  400 

都市域外:  350 
都市域:  424 
都市域外:  374 

都市域:  467 
都市域外:  414 

ごみ量・ごみ質調査（WACS）を

実施し、家庭ごみの一人一日発生

ごみ量を算定 
有価物回収量（ﾄﾝ/日） 70 218 622 インタビュー調査をリサイクラ

ー/ウェイスト・ピッカー/ジャン

クショップ等で実施し、資源物回

収量を算定 
コンポスト・プラント投入廃棄

物量（ﾄﾝ/日） 
0 250 250 トラックスケールの記録からプ

ラントへの原料の搬入量を算定 
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計画事業/運用・効果指標 
現在（2014/2015）

の値 
2020 年の計画値 2030 年の計画値 評価方法 

コンポスト生産状況：生産量 
（ﾄﾝ/日） 

0 125 125 トラックスケールの記録からコ

ンポストの最終生産物量を算定 
 

プログラム４：環境教育および住民啓発計画 
学校教育で実施されたクラス数

（クラス/年） 
0 200 710 

学校での環境教育を行ったクラ

ス数の記録を作成 
開催された社会教育セミナー等

の数（回/年） 
1 3 4 

実施した社会での環境教育を行

った記録を作成 
住民の意識向上（%） 

38 60 80 
社会意識調査を実施し、住民の廃

棄物サービスに関する意識を分

析 
プログラム５：経済・財務計画     
FIRR（財務内部収益率）(%) 9.18 9.18 9.18 前年までの年間コストおよび収

入の実績を収集 
EIRR（経済内部収益率）(%) 10.88 10.88 10.88 前年までの年間コストおよび便

益の実績を収集 
運営維持管理コスト補助金必要

額（1,000 ﾙﾋﾟｰ） 
212,290 475,063 629,544 前年までのコストおよび収入の

実績を収集 
維持管理コスト 100%カバーに

必要な料金レベル 
（低所得者居住区域） 
（ﾙﾋﾟｰ/月/世帯） 

77.2 77.2 77.2 2020 年時点での必要額を 2019 年

までのコスト実績値をベースに

再計算 

維持管理コスト 100%カバーに

必要な料金レベル 
（中所得者居住区域） 
（ﾙﾋﾟｰ/月/世帯） 

154.4 154.4 154.4 同上 

維持管理コスト 100%カバーに

必要な料金レベル 
（高所得者居住区域） 
（ﾙﾋﾟｰ/月/世帯） 

308.8 308.8 308.8 同上 

プログラム６：環境モニタリング計画   
バクライワリ新規処分場での環

境モニタリング（回/年） 
0 4 4 実施された環境モニタリング調

査の回数を記録 
チアンワリ旧処分場、ゴンドラ

ンワラ旧処分場における安全閉

鎖に関する環境モニタリング

（回/年） 

0 4 4 同上 

プログラム７：組織強化・再編計画  
人材養成トレーニングの実施回

数の累計（回） 
0 11 27 実施された個々のトレーニング

コースの回数を記録し、累積する 
GWMC の管理職の数 
（人） 

46 70 76 マネージャークラス職員の数を

数える 
 

6.5 事業の直接的・間接的裨益者数 

(1) プロジェクト区域の人口ならびに廃棄物収集対象人口（直接裨益者） 

現在（2014 年）、2020 年および 2030 年におけるプロジェクト区域の人口は、1998 年統計調査

人口を基に各々2,964 千人、3,704 千人および 5,374 千人と推計される。 
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(2) グジュランワラ地区（District）の人口（間接裨益者） 

プロジェクトは 2018 年までの都市域 UC での収集率 100%の実現に加え 2030 年までの都市域外

UC での 100%の廃棄物収集率の実現の影響により、間接的にグジュランワラ地区の残りの地域に

貢献すると考えられる。現在（2014 年）のグジュランワラ地区の 1998 年統計調査人口からの推

計人口は 4,667 千人である*（2020 年および 2030 年の推定人口は不明）。 
（出典：*Punjab Development Statistics 2014, 287 ページ、http://www.bos.gop.pk/system/files/Dev-2014.pdf） 
 

6.6 事業実施工程および費用 

マスタープランの各プログラムの事業実施工程と費用を図6.1および図6.2に整理する。 
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図 6.1 マスタープランの実施工程および費用（１） 

  

プログラム１：廃棄物収集運搬計画

1-1 パイロットプロジェクトを通じた分別収集および隔日収集の導入 143,525
1-2 2018年時点にて64のUCにおけるごみ収集率100％への増加 1,649,399
1-3 98のUCにおける分別収集方法の計画／実施 GWMC
1-4 2024年時点での34のUCにおけるごみ収集率0％から60％への増加 GWMC
1-5 2024年での64のUCのごみ収集率の維持 GWMC
1-6 2030年時点での34のUCにおけるごみ収集率100％への増加 GWMC
1-7 98のUCへのごみ収集車両およびコンテナーの調達 10,555,881
1-8 98のUCにおけるごみ収集率改善のモニタリング GWMC
1-8 ごみ収集・運搬事業の民間企業へのアウトソーシング（2025年） GWMC
1-9 64のUCにおける道路清掃 316,400
1-10 粗大ごみの収集 97,350
1-11 64のUCにおける不法投棄場の清掃 23,773
1-12 建設系廃棄物の収集 115,350
1-13 駐車場の建設 1,119,112
プログラム１の小計 14,020,790

2-1 衛生埋立用地取得 450,000
2-2 衛生埋立施設エンジニアリングサービス 294,495
2-3 バクライワリ衛生埋立施設建設 2,990,400
2-4 埋立機械の調達 332,100
2-5 埋立施設の運用維持管理 698,915
2-6 ゴンドランワラ既存埋立場の改善 55,902
2-7 ゴンドランワラ埋立場の安全閉鎖 26,196
2-8 チアンワリ元埋立場の安全閉鎖 34,554
2-9 バクライワリ最終処分場の監視 GWMC
2-10 ゴンドランワラ及びチアンワリ処分場の閉鎖後の監視 GWMC
2-11 衛生埋立用地の選定と取得（第2期―第3期） GWMC
プログラム２の小計 4,882,562

プログラム３：中間処理と３Ｒ推進計画

3-1 資源回収に関する啓発活動とIECキャンペーン ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ4に含む

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ4に含む

GWMC
GWMC
GWMC

44,000
42,000

3-8 SPVのグジュランワラ・コンポスト・プラントの建設計画および機材調達 430,000
3-9 コンポスト・プラントの運営維持管理 508,911
3-10 コンポスト・プラントの実施モニタリング SPV
3-11 パキスタン国パンジャブ州におけるリサイクル法制定化の準備 州政府

プログラム３の小計 1,024,911

プログラム１～３までの合計 19,928,263

2016 2017
費用 (1,000 ﾙﾋﾟｰ)

3-3 簡易なごみ量・ごみ質調査の実施

3-2 廃棄物発生源での資源回収に対するIECキャンペーン/ウェイスト・ピッカーとリサイクル産業の登録

3-5 GWMCによるプラント建設用地の買収準備

3-7 コンポスト・プラントの用地購入

3-6 SPVによるコンポストプラント詳細設計のためのエンジニアリング・サービス

短期計画

2025 2026

中期計画 長期計画

20192018 2020 2021

3-4 GWMCにおけるBOD委員会の編成とPPPの準備

2028 2029 2030202720242022

プログラム２：最終処分計画

2023
実施プログラム (プログラム 1 ～ 3)

Compost
RDF
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図 6.2 マスタープランの実施工程および費用（２） 

62,135
42,136
12,514
4,125

400
1,100

プログラム４の小計 122,410

GWMC
GWMC

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ7に含む

GWMC ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ7に含む

プログラム５の小計

GWMC
20,170
1,820

GWMC
プログラム６の小計 21,990

7-1 GWMC組織再編 346,709
7-2 GWMC職員の能力強化 76,894
7-3 グジュランワラ市固形廃棄物処理に関する条例の制定 844
プログラム７の小計 0 424,447

プログラム４～７までの合計 0 568,847

総　計 0 20,497,110

         地方政府による実施

                              特別目的事業体（ＳＰＶ）による実施

                              ＧＷＭＣによる実施

プログラム７：組織強化・再編計画

6-3 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリング

5-3 適切な料金システムの導入

5-4 財政的に効率的な民間セクターの活用

6-1 廃棄物収集運搬に関するモニタリング

プログラム６：環境モニタリング計画

6-2 バクライワリ新規処分場に関するモニタリング

5-1 持続的コストリカバリーの確保

4-1 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発

4-2 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施

費用 (1,000 ﾙﾋﾟｰ)

5-2 正確なコスト算定の実施

4-5 環境教育施設の利用計画策定と設置

4-6 環境教育施設の利用と管理

実施プログラム (プログラム ４ ～ ７)

プログラム４：環境教育および住民啓発計画

プログラム５：経済・財務計画

4-3 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施

短期計画 中期計画 長期計画

2016 2017 2024 202520232018 2019 2020 2030

6-4 中間処理（コンポスト施設）に関するモニタリング

2028 20292026 20272021 2022

4-4 モニタリング計画の策定と実施
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6.7 優先プロジェクトの選定 

マスタープランの短期計画において実施するプロジェクトを優先プロジェクトと定義する。優先プ

ロジェクトを以下のとおり、選定する。 

1. 廃棄物収集運搬計画 

1-1 パイロット・プロジェクトを通じた分別収集および隔日収集の導入 
1-2 2018 年時点にて 64 の UC におけるごみ収集率 100%への増加 
1-3 64 の UC における道路清掃 
1-4 粗大ごみの収集 
1-5 64 の UC における不法投棄場の清掃 
1-6 建設ごみ収集 
1-7 駐車場の建設 
 

2. 最終処分計画 

2-1 衛生型埋立地の用地取得 
2-2 衛生型最終処分場施設（第 1 期）のエンジニアリング・サービス 
2-3 バクライワリ衛生型最終処分場施設（第 1 期）の建設 
2-4 埋立機械の調達 
2-5 埋立施設の運用・維持管理 
2-6 既存ゴンドランワラ埋立場の改善工事 
2-7 ゴンドランワラ埋立用地の安全閉鎖 
2-8 チアンワリ元処分場の安全閉鎖 
2-9 バクライワリ最終処分の監視 
2-10 ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 

 
3. 中間処理と３Ｒ推進計画 

3-1 資源回収に関する啓発活動と IEC（情報、教育とコミュニケーション）キャンペーン 
3-2 簡易なごみ量・ごみ質調査の実施 
3-3 GWMC における BOD 委員会の編成と PPP の準備 
3-4 GWMC によるプラント建設用地の買収準備 
3-5 SPV によるコンポスト・プラント詳細設計のためのエンジニアリング・サービス 

 
4. 環境教育および住民啓発計画 

4-1 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション・ユニットの能力開発 
4-2 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 
4-3 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施 

 
5. 経済・財務計画 

5-1 持続的コストリカバリーの確保 
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5-2 正確なコスト算定の実施 
5-3 適切な料金システムの導入 
5-4 財政的に効率的な民間セクターの活用 

 
6. 環境モニタリング計画 

6-1 廃棄物収集運搬に関するモニタリング 
6-2 バクライワリ新規処分場に関するモニタリング 
6-3 ゴンドランワラ処分場、チアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリング 

 
7. 組織強化・再編計画 

7-1 GWMC 組織再編 
7-2 GWMC 職員の能力強化 
7-3 グジュランワラ市固形廃棄物処理に関する条例の制定 
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第7章 環境社会配慮 

7.1 マスタープラン策定プロセスと最適マスタープランの選定 

(1) マスタープラン策定プロセス 

戦略的環境アセスメントは IEE レベル（JICA 環境ガイドラインのカテゴリ B）で実施され、マ

スタープラン策定における意思決定に適用される。EIA も SEA も事業が環境社会に与える影響を

評価するものであるが、EIA は単一事業からの影響に特化して評価する一方、SEA はマスタープ

ランのような広域を対象とし、複数の事業が関連しあって環境・社会に与える影響について評価

を行う。このため、住民公聴会のようなステークホルダーからの意見聴取が重要なプロセスの一

つとなっている。 

SEA における特徴的なプロセスは「ゼロ・オプション」である。SEA ではプロジェクトにおけ

る代替案を提案するが、そのなかに必ず「ゼロ・オプション」すなわち、プロジェクトを実施し

ない場合にどのようになるか、という検討を含む。 

図 7.1 は本プロジェクトにおけるマスタープランの策定プロセスを示したものである。全プロ

セスにおいて廃棄物管理に関する「JICA 環境チェックリスト：13. 廃棄物」を参照した選択、意

思決定、環境社会配慮が実施されている。 
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図 7.1 環境社会配慮を盛り込んだマスタープランの策定プロセス 

 

(2) マスタープランにおけるオプション案の選択 

マスタープランで提示されたオプションについては第 6 章に記述のとおりであるが、そのなか

でも、選択されたオプション B は技術的、環境社会配慮的、財務的、そして組織制度的見地から

見て最適のオプションである。オプション B は下記に示す技術的オプションを含んでいる。 

Z: No New Landfill Site

A: Candidate Site 1

C: Candidate Site 3

B: Candidate Site 2

Z: No Collection & 
Transport

B: Transfer Station 
(T/S)

A: Separation 

Z: No Separation
A: Composting

C: MRF

D: Incineration

E: RDF

F: Bio-Gas

Z: No Treatment

A: Direct Transport

Waste Discharge 
Option (Example)

Collection & Transport 
Option (Example)

Intermediate 
Treatment & 3 R 
Option (Example)

M/P Option (Example)

M/P Option A (Example):
Waste Discharge Option A

Collection & Transportation Option B
Intermediate & 3R Option C

New Final Disposal Site: Bhakhraywali

M/P Option B (Example):
Waste Discharge Option B

Collection & Transportation Option C
Intermediate & 3R Option B

New Final Disposal Site: Bhakhraywali

M/P Option C (Example):
Waste Discharge Option B

Collection & Transportation Option C
Intermediate & 3R Option E

New Final Disposal Site: Bhakhraywali

M/P Option Z (Zero Option):
Waste Discharge Option Z

Collection & Transportation Option Z
Intermediate & 3R Option Z
Final Disposal Site Option Z

Proposed Projects (Example)
1. Waste Discharge Plan

Project 1A,1B, 1C, …..
2. Collection & Transportation Plan

Project 2A,2B, 2C,  ….
3. Intermediate & 3R Plan

Project 3A,3B, 3C,  ….
4. New Final Disposal Plan
5. Institutional Strengthening Plan
6. Organizational Structure Plan
7. Private Involvement Promotion Plan
8. Environmental Education and Public   

Awareness Heightening Plan   ……..

Selected Master Plan

Selection of Priority Projects (Example)

Action Plan

Final Disposal Site 
Option (Example)

X: Candidate Site X

・
・
・
・

Selected Option of
Final Disposal Site:

Bhakhraywali

Selected Option(s) Selected Option(s) Selected Option(s)

Evaluation by SEA based on Environment & Social (E&S) Consideration

Evaluation by SEA based on E&S Consideration

Remarks
SEA: Strategic Environmental Assessment
EIA: Environmental Impact Assessment  
E&S Consideration: Environmental and Social Consideration based on JICA guidelines 

Stage1
Identification 

of 
Alternatives 

for 
Each 

Technical 
Component

Stage 2
Evaluation of 
Alternatives

Stage 3
Establishment 

of
M/P 

Alternatives

Stage 4
Formulation 

of the 
Optimum 

M/P 
and Selection 

of Priority 
Projects

Stage 5
Development 
of Action Plan

Implemented by the Urban Unit with 
supported by JICA Project Team

Evaluation by EIA in 
consideration of E&S 

Consideration

1. Project 4B
2. Project 1A,
3. Project 3C
4. Project 2A
5. Project 6C
6. ……..
7. ……..
8. ……..
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 分別回収 

 バクライワリにおける新規最終処分場の建設 

 ゴンドランワラ現処分場の改良工事と安全閉鎖 

 チアンワリ旧処分場の安全閉鎖 

 中央コンポスト施設の建設と稼働 

 RDF 施設の建設と稼働 

7.2 基本となる環境社会の状況 

技術的オプションが環境社会に与えるインパクトのうち、回避可能なものについては、最大限、回

避する方法を考慮することが必要であることから、プロジェクトサイトとその周辺の自然環境、社会

環境に関する情報を集め、基本となる情報をとりまとめる。 

基本となる環境社会の状況は、バクライワリにおけるEIA報告書と、チアンワリ、ゴンドランワラ、

そして中継基地とコンポスト施設の候補地を対象にして実施した環境社会調査（E&S調査）に取りま

とめられた。 

EIA報告書は2015年2月に都市局（Urban Unit）によって作成されたのち、翌3月に連邦政府に提出

された。住民へのヒアリングは2015年8月17日に行われ、連邦政府による承認を待っているところで

ある。 

(1) 自然環境 

気候 

グジュランワラはステップ気候（乾燥帯）に属し、夏季は暑く、最高気温は 6 月から 7 月にか

けて摂氏 48 度になることもある。一方、最低気温は摂氏 4 度で 12 月から 1 月に該当する。夏は

4 月から開始し 9 月まで続く。冬は 11 月から 2 月である。モンスーン期は 6 月下旬から開始し 2
か月半ほど継続する。 

水系 

表流水：チャナブ川が唯一の川である。チャナブ川はグジュランワラの北側の境界を描いてお

り、その流れは広域でゆるやかである。グジュランワラにはヌラーと呼ばれる運河があり、これ

は雨季に溢れ出す水を逃がす役割を持っている。 

地下水：グジュランワラでは地下水は主に飲料と灌漑に利用されている。飲料目的で利用され

る地下水の大半は、農村においてハンド・ポンプでくみ上げられている。 

動植物 

動物：グジュランワラでは人口が多く農耕が活発であるため、プロジェクトサイト近辺には野

生動物はほとんどおらず、野生動物局（Wildlife Department）によっていくつかの動物相が報告さ

れているにとどまる。 

植物：プロジェクトサイト近辺は農地であるため、いくつかの植物種が報告されている。一般

的な植物種は主に水系の近辺に成育している。 
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土地利用 

プロジェクトサイト近辺は主に農地として利用されている。 

大気・騒音 

プロジェクトに関する各種調査を行っていた期間には、大気汚染や騒音は記録されていない。 

(2) 社会経済環境 

人口 

グジュランワラの人口は 1998 年の国勢調査によると 3,400,940 人であり、その 95%がイスラム

教徒、4%がキリスト教徒、ヒンズー教徒その他が 1%以下となっている。 

経済活動 

グジュランワラはパンジャブ州のなかでも活発な経済活動が行われている場所で、特に農業、

工業での貢献が明白である。小麦の生産地としてはパンジャブ州のなかでも有名である。工業セ

クターにおいては良質なセラミックの生産が有名で、グジュランワラにおける主要な産業セクタ

ーとなっている。 

衛生 

総世帯のうちの 35.5%には衛生的な設備がない。自宅に水洗式トイレのある世帯は全体の 42.8%
であり、21.9%の世帯では共同の水洗トイレがあるとされている。乳児死亡率は 1,000 人あたり 67
である。 

健康 

当該地区で最も頻繁に発生する疾病は、急性呼吸器感染症である。 

(3) ステークホルダー協議 

プロジェクト地区において合計 74 名のステークホルダーから意見を聞き取った。このうち 11
名は農業局や環境保護局等の関連ある公的機関の所属者であり、63 名は事業対象地とその周辺の

住民および土地所有者である。 

肯定的な見解：ステークホルダーは概ねバクライワリにおける衛生処分場の建設に賛成であり、

この施設がグジュランワラの環境と公衆衛生に貢献するものであるとの見解を示している。 

否定的な見解：必要な手続きに対して GWMC が怠慢であるという点はステークホルダーに共

通する見解であり、新たな環境問題が起こっているのではないかと指摘する意見が聞かれた。住

民参加の視点が欠けていることも指摘された。 

7.3 EIA および IEE に関するスコーピング 

環境社会配慮に関する要素は、本節で明らかにする。結果については、EIAまたはIEAを必要とす

る事業の実施を考慮するためのスコーピングとして整理が行われた。 

スコーピングのための対象プロジェクトは、マスタープランのオプションBに含まれる複合的な要

素である中間処理施設（コンポスト施設とRDF施設）と最終処分場（チアンワリ旧処分場、ゴンドラ

ンワラ現処分場、そしてバクライワリ新規処分場）であり、これらに関するスコーピングを実施した。 

スコーピング表の結果はオプションBに含まれるプロジェクトについて環境社会面から評価する
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ために作成された。 

(1) コンポスト施設と RDF 施設に関する EIA および IEE でのスコーピング 

表 7.1 はコンポスト施設と RDF 施設のプロジェクトについて、環境社会面での影響を示したも

のである。これらの情報は EIA または IEE を実施する場合に、基本的なスコーピングとして利用

される。 

表 7.1 コンポスト施設と RDF 施設に関するスコーピング 

カ
テ
ゴ
リ

 

項目 
コンポスト施設 RDF 施設 

チェック項目 
建設時 稼働時 建設時 稼働時 

1.
 汚

染
対
策

 

(1) 大気汚染 B C B C 建設時: 建設場所にほこりが発生する 
稼働時: 作業場所でのほこり 

(2) 水質  B B B B 建設時: 建設作業員の居室等から排水が発生する 
稼働時: 作業場所から排水が発生する 

(3) 廃棄物 C C C C 建設時: 建設ごみとその他ごみの発生 
稼働時: 施設事務所から出るごみ 

(4) 土壌汚染 C C C C 該当なし 

(5) 騒音・振動 C B C B 建設時: 重機による建設作業の騒音、振動 
稼働時: 施設の機械作動音と出入車両の騒音 

(6) 臭気 C A C B 建設時: 該当なし 
稼働時: 運び込まれる原材料からの臭気 

2.
 自

然
環
境

 (1) 保護区域 C C C C 事業地とその周辺に保護区域はない 

(2) 生態系 C C C C 
建設時: 農業用地から事業地への変換による生態
系への影響 
稼働時: 該当なし 

(3) 放棄された土地の管理 C C C C 該当なし 

3.
社
会
環
境

 

(1) 住民移転 C C C C 事業地に住民はいない 
(2) 生活・生計 C C C C 事業地に住民はいない 
(3) 文化遺産 C C C C 事業地とその近隣に文化遺産はない 
(4) 景色 C C C C 施設の建物外観が周囲に与える影響 
(5) 少数民族・原住民 C C C C 該当しない 

(6)  労働環境 B B B B 建設時: 建設作業時の事故 
稼働時: 稼働時における事故や不衛生な状況 

注: 
1) 活動フェーズは、「建設時」と「稼働時」とする 
2) 影響レベル：A: 深刻な影響 B: いくらかの影響, C: 無視しうる影響およびプラスの影響。 
 

7.3.2 最終処分場に関する EIA および IEE のスコーピング 

表7.2はバクライワリ新規処分場、ゴンドランワラ現処分場、そしてチアンワリ旧処分場における

環境社会への影響を評価したものである。 
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表 7.2 最終処分場に関するスコーピング 

カ
テ
ゴ
リ

 

項目 

バクライワリ ゴンドランワラ チアンワリ 

チェック項目 
建設時 稼働時 建設時 稼働時 建設時 稼働時 

１
．
汚
染
対
策

 

(1) 大気汚染 B B B B B B 
稼働時: 工事から発生するほこり 
稼働時: 埋立作業により発生するほこり、
埋立ガスの発生 

(2) 水質  B A B A B B 

稼働時: 建設作業員居室から発生する生
活排水 
稼働時: 施設から発生する排水、埋立エリ
アから発生する浸出水 

(3) 廃棄物 C C C C C C 稼働時: 建設排水と建設ごみ 
稼働時: 施設事務所から出るごみ 

(4) 土壌汚染 C C C B C B 稼働時: 廃棄物中の重金属による汚染  

(5) 騒音・振動 B B B B B C 
稼働時: 重機による建設工事の騒音、振動 
稼働時: 埋立機械の作動音と出入り車両
による騒音 

(6) 臭気 C A B A B B 稼働時: 現処分場から発生している悪臭 
稼働時: 運び込まれる廃棄物からの悪臭 

2.
 自

然
環
境

 (1) 保護区域 C C C C C C 事業地とその周辺に保護区域はない 

(2) 生態系 C C C C C C 
建設時: 農業用地から事業地への変換に
よる生態系への影響 
稼働時: 該当なし 

(3) 放棄された土地の
管理 - B - B - B 稼働時: 安全閉鎖と閉鎖後の維持管理、モ

ニタリング 

3.
社
会
環
境

 

(1) 住民移転 C C C C C C 事業地に住民はいない 

(2) 生活・生計 C C A A C C ゴンドランワラ現処分場の 2 世帯につい
て何等かの対応が必要 

(3) 文化遺産 C C C C C C 事業地とその近隣に文化遺産はない 

(4) 景色 C B B B B P 廃棄物処分場の見た目が通行人に与える
影響 

(5) 少数民族・原住民 C C C C C C 該当しない 

(6)  労働環境 B A B A B C 稼働時: 建設時の事故 
稼働時: 事故、不衛生な環境 

(7) 大気汚染 - A B A - - 稼働時: 建設時の事故 
稼働時: 事故、不衛生な環境 

注: 
1) 活動フェーズは、「建設時」と「稼働時」とする 
2) 影響レベル：A: 深刻な影響 B: いくらかの影響, C: 無視しうる影響およびプラスの影響。 
 

7.4 各プロジェクトの影響評価 

建設期と稼働期におけるインパクトについて評価を行った。現況と同様に、適応可能な対策を投じ

た場合についても考慮した。肯定的な影響と否定的な影響は、以下に示すとおりである。 

(1) 中央コンポスト施設の建設と稼働 

建設期：コンポスト施設の建設と同様に最もネガティブな影響は、埃の問題である。表流水は作

業員居住地からの排水によって汚染されるであろうし、建設作業員の労働環境もまた事業からの

影響の発生源となりうるだろう。一方、雇用機会の増加は、地域社会によい影響をもたらす。 

稼働期：廃棄物を運び込む車両による悪臭、騒音、振動は施設稼働時に環境に影響を与える。一
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方で、雇用機会の増加は、地域社会によい影響をもたらす。 

(2) 中央コンポスト施設／RDF 施設の建設と稼働 

建設期：コンポスト施設の建設と同様に最もネガティブな影響は、埃の問題である。表流水は作

業員居住地からの排水によって汚染されるであろうし、建設作業員の労働環境もまた事業からの

影響の発生源となりうるだろう。一方、雇用機会の増加は、地域社会によい影響をもたらす。 

稼働期：廃棄物を運び込む車両による悪臭、騒音、振動は施設稼働時に環境に影響を与える。一

方で、雇用機会の増加は地域社会によい影響をもたらす。 

(3) バクライワリにおける新規最終処分場の建設と稼働 

建設期：コンポスト施設の建設と同様に最もネガティブな影響は、埃の問題である。表流水は作

業員居住地からの排水によって汚染されるであろうし、建設機械による騒音・振動、そして労働

者の環境も環境社会問題の発生源となりうる。一方、雇用機会の増加は、地域社会によい影響を

もたらす。 

稼働期：浸出水と悪臭は、環境への最も重要な影響をもたらす要素となる。従業員やウェイスト・

ピッカーの廃棄物処分場での労働は、事故や健康被害のリスクを増大させる。一方、雇用機会の

増加は、地域社会によい影響をもたらす。 

(4) ゴンドランワラ現処分場の改良工事 

建設期：バクライワリ新規処分場の状態と類似し、ネガティブな影響とは埃、表流水の汚染、騒

音振動、そして処分場における労働環境の問題である。一方、雇用機会の増大とコミュニティ開

発は、ポジティブな影響となる。 

稼働期：バクライワリ新規処分場の状態と類似し、環境社会への主要な影響とは、浸出水、悪臭、

そして処分場で働く従業員やウェイスト・ピッカーの健康問題である。一方、雇用機会の増大と

コミュニティ開発は、ポジティブな影響となる。 

(5) チアンワリ旧処分場の安全閉鎖 

建設期：最もネガティブな影響は、埃の問題である。表流水は作業員居住地からの排水によって

汚染されるであろうし、建設作業員の労働環境もまた事業からの影響の発生源となりうるだろう。

一方、雇用機会の増加は、地域社会によい影響をもたらす。 

安全閉鎖期：浸出水による地下水の汚染が最もネガティブな影響となりうる。加えて、危険廃棄

物による埋立ガスの発生や土壌汚染は、環境社会への影響として考慮される。一方、処分場を覆

土し、周囲にフェンスを設置する安全閉鎖のプロセスは、地域にプラスの影響を与える。 

7.5 マスタープラン・オプション Bについての総合評価 

オプションBは分別収集、コンポスト・RDF施設といった各プログラムの相互的な関係により、優

れた効果を発揮する仕組みとなっている。オプションBの選択により期待されるプラスの影響と、今

後考慮する必要のある事項は以下のとおりである。 

(1) 期待されるプラスの影響 

 分別収集と合わせてコンポスト施設や RDF 施設を稼働することで、ごみの総量を減らすこ

とができる 
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 ごみの総量が減ることで、悪臭や害虫、メタンガスの発生といった環境への負の影響を減

らすことができる 

 最終処分場の稼働年数がより長くなる 

 分別収集やコンポスト施設は、それ自体環境に悪影響を与えない行動である 

 コンポスト施設や RDF 施設により、地域の資源をより有効に活用することができる 

 コンポストを農業に活用することは、化学肥料を使用する場合に比べて、環境に与える影

響を軽減することができる 

 分別して回収された廃棄物は、混合しているものより扱いが簡単である 

 有機ごみが分別して回収されることで悪臭や病原菌媒介者（ネズミ等）の発生を減らすこ

とができる 

(2) 考慮すべき事項 

 分別収集の徹底には住民の協力が不可欠であり、啓発や環境教育が重要となる 

 コンポスト施設や RDF 施設での生産物の販売先の開発が必要である 

 RDF 施設の稼働が行われる前に、施設により発生するダイオキシンといった有害物質が適

切にコントロールされる必要がある 
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第8章 アクション・プランの提案 

8.1 廃棄物収集運搬のアクション・プラン 

(1) パイロット・プロジェクト実行を通じた分別収集・隔日収集導入プロジェクト 

パイロット・プロジェクト地域の詳細計画の策定    1) 
分別収集および隔日収集をパイロット・プロジェクト地区にて行う。64 の UC 内の 8 地区

のうちの 1 地区でパイロット・プロジェクト地区として選定し、実行のための詳細計画を策

定する。発生源での分別および隔日収集はグジュランワラ市において初めて導入されるので、

これら新規の活動を行うのに住民に対して周知することに時間が掛かるものと思われる。

GWMC は、パイロット・プロジェクト地区での運営を通して、最適な促進方法を確立する必

要がある。詳細計画は、a) 必要車両およびコンテナー数、 b) 車両およびコンテナーの設置、

c) 車両およびコンテナーの仕様、 d) 運営管理組織、および e) モニタリングおよび運営か

らのフィードバック方法、を含む必要がある。 
2020 年より開始するコンポスト施設の運営準備のため、2019 年から 98 の全 UC での分別

収集と隔日収集の実行を計画する必要がある。パイロット・プロジェクトの結果から学んだ

教訓をもとに、全市において排出源での分別と隔日収集を浸透させるために、パイロット・

プロジェクト地区での新規活動の促進方法を他地区へ普及していかなければならない。 

パイロット・プロジェクト地区の選定 

グジュランワラ市内は様々な種類の土地利用が行われているため、パイロット・プロジェ

クトの候補地区は、様々な土地利用を含む必要がある。第 6 地区（Zone 6）は、住居地域と

して利用されている密集地域がある一方、農地のような空地がある、言い換えれば、いくつ

かの土地利用形態が第 6 地区に見られるため、パイロット・プロジェクト地区として選択す

ることとする。 
分別収集および隔日収集の方法 

分別収集を行うため、複数のごみコンテナーを各コンテナー位置に設置する。全 4 個のコ

ンテナーを 1 か所に置く必要がある場合、2 個のコンテナーは有機性ごみ、その他 2 個のコ

ンテナーは紙もしくはプラスチック等その他のごみに利用される。これら 2 種類のコンテナ

ーは、それぞれのコンテナーに排出されるごみの種類を見分けられるように異なった色の塗

装を行う。例えば、有機性ごみ用のコンテナーは緑、その他ごみは黄色に塗装するなどであ

る。 
同時に、隔日収集についてもこの廃棄物収集運搬計画のアクション・プランにおいて提案

する。隔日収集はグッド・プラクティス・モデルを確立するため、2016 年からパイロット的

に第 6 地区（Zone 6）にて開始する。例として、隔日収集は収集地区を 2 つに分割して開始

する。この場合、収集サービスの一つは月曜・水曜・金曜に行い、もう一方では火曜・木曜

に収集を行うということになる。第 6 地区での運営を行うことによってグッド・プラクティ

ス・モデルが確立されたのちに、このモデルを 2019 年より他の収集ゾーンに適用する。 
新システムの公告および住民啓発キャンペーンは、住民および商業施設を含む全てのごみ

排出源への周知にとって極めて重要なものである。住民に対する公聴は必須であり、隔日の

分別収集を達成するためには、特に各戸収集を行う狭い道路沿いに居住する住民に対して行

う必要がある。第 6 地区での分別収集モデルが確立した際には、最適な分別収集モデルを他

の地区にて普及していくことが容易となる。 

パイロット・プロジェクト地区でのコンテナーの配置 

2 種類のコンテナー（5m3 および 0.8m3 コンテナー）をパイロット・プロジェクト地区にて

使用する。それぞれのコンテナーは、発生源での最適なごみ収集を行うために設置される。

5m3 コンテナーの配置の目的は、発生源からの大量ごみの収集である。したがって、5m3 コン

テナーはショッピングモール・学校・役所・マーケット等の大量ごみ排出場所に設置する。
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一方、0.8m3 コンテナーの目的としては、家庭からのごみ収集である。(1) にて策定した詳細

計画を元に、GWMC は第 6 地区にて必要なコンテナー数を設置する必要がある。 
第 6 地区は住居地域と農地から構成されているため、空き地やコンテナーを設置する場所

を見つけ出すのが困難である。したがって、各コンテナー設置場所に多くの数のコンテナー

を設置することが推奨される。コンテナー設置の必要面積とアクセス性を考慮した場合、本

計画では各場所にコンテナー4 基を設置することとする。表 8.1 に必要車両およびコンテナ

ー数を示す（2018 年時点で第 6 地区において 240 基のコンテナーが必要となる）。 

表 8.1 第 6 地区（Zone 6）における必要車両およびコンテナー数 

項目 2016 年 2017 年 2018 年 
5m3 コンテナー 24 24 24 
0.8m3 コンテナー 110 170 240 

 
パイロット・プロジェクト地区でのごみ収集車両の配置 

二次収集に関して、13m3 コンパクター、7m3 コンパクターおよび 4m3 コンパクターを 1m3

ミニダンパーの補助とともに組み合わせて利用する。各車両の担当地区は以下のように定義

する。 
 13m3 コンパクター：バイパス道路や他の主要道路等の広い道路に配車する。 
 7m3 コンパクター：上記以外の主要道路に配車する。 
 4m3 コンパクター：狭い道路に配車する。 
 1m3 ミニダンパー：二次収集の補助のため狭い道路に配車する。 
 5m3 アームロールトラック：マーケットおよびショッピングセンターからのごみを収集

するために配車する。 
 トラクター・トローリー：狭い道路に配車する。 

第 6 地区はバイパス道路のような主要道路、広い道路、狭い道路から構成されており、こ

れら道路状況を考慮し、適切な種類の車両を配置する必要がある。表 8.2 に第 6 地区におけ

る必要ごみ収集車両数を示す。2018 年では 37 台のごみ収集車両が必要となる。 

表 8.2 第 6 地区（Zone 6）における必要ごみ収集車両数 

項目 2016 年 2017 年 2018 年 
10m3 アームロールトラック 3 3 3 
5m3 アームロールトラック 4 4 4 
トラクター・トローリー 2 2 10 
13m3 コンパクター 5 8 10 
7m3 コンパクター - - 5 
4m3 コンパクター 5 5 5 
合計 19 22 37 

 

パイロット・プロジェクト地区でのごみ収集車両・コンテナーの調達    2) 
1) にて策定した廃棄物収集運搬の詳細計画に基づき、GWMC は必要な数のごみ収集車両

とコンテナーを調達する必要がある。13m3 コンパクター、7m3 コンパクター、4m3 コンパク

ターがごみ収集に利用され、ミニダンパーは一次収集の補助のため利用される。加えて、5m3

コンパクターおよび 8m3 コンパクターがごみ収集に利用される。 
GWMC は計画に基づいて 2016 年から 2018 年まで機材を調達する必要がある。GWMC は

これら機材を調達するための年間予算確保の必要書類を準備し、州政府に対して提出しなけ

ればならない。予算の入手後、GWMC は必要車両・コンテナーを調達することとなる。 
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パイロット・プロジェクトでのごみ収集・運搬事業の運営    3) 
パイロット・プロジェクトにてごみ収集・運搬事業を行うにあたり、事業運営部長、シニ

ア・マネージャー、アシスタント・マネージャー、検査員各々の職務内容を明確に規定する

必要がある。 
ごみ収集・運搬マニュアルは GWMC の代表スタッフによって組織された専門チームによ

って作成する。2016 年の初めにはマニュアル作成を完成する必要がある。マニュアルは作業

における効率・効果を考慮し、実情に適合するように修正しなければならない。全ごみ収集

作業員は、マニュアルに記載される事業をより良く行うための作業方法を熟知しておく必要

がある。さらに、提案されている総合能力開発プログラムに基づくごみ収集作業の知識向上

のためのトレーニング等の講習を作業員に対して行う。 

パイロット・プロジェクト運営のモニタリングとフィードバック    4) 
ごみ収集量および収集率のモニタリングは、パイロット・プロジェクト地区でのごみ収集・

運搬事業の活動評価のため、GWMC にて行う必要がある。ごみ収集車およびコンテナーのモ

ニタリングは、日々の収集事業の運営状況を確認するだけでなく、日々の作業情報からのフ

ィードバックによりごみ収集効率・効果を向上させる。特に、ごみ収集車両とコンテナーの

配置はごみ収集効率・効果とリンクするため、それらを注意して監視する必要がある。 
また、 3) の活動にて作成された運営マニュアルの中で 2016 年初頭にモニタリング項目と

方法を設定する必要がある。ごみ収集・運搬に関する必要最低限の監視項目として以下を提

案する。 
 ごみ収集量、収集率の分析のためのトラックスケールでの記録収集 
 ごみコンテナー周りの衛生状況 
 分別収集の運営状況の状態 
 通常収集と隔日収取の運営状況の状態 
 ごみ収集車両、コンテナーの稼働状況 
 ごみ収集車両、コンテナーの設置 

(2) 2018 年時点での 64の UC におけるごみ収集率 100％への増加プロジェクト 

2018 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率 100%への増加に係る詳細ごみ収集運搬計   1) 
画の策定 

2018 年時点で 64 の UC でのごみ収集率を 100%まで増加させることは、マスタープランの

短期計画での最終目標である。この目標を達成するため、2016 年の早期段階にて詳細なごみ

収集・運搬計画を作成する必要がある。詳細計画の内容は、64 の UC 内の各地区での適切な

収集車両・コンテナー・作業員数が含まれる。計画に基づき、収集車両・コンテナー・作業

員が稼働した際に、もし作業状況を改善できるならば、GWMC は現場からのフィードバック

を得て、それらの配置計画を見直す必要がある。最適ごみ収集計画は運営段階にて確立され

る。 

64 の UC でのごみ収集車両・コンテナー必要数    2) 
ごみ収集車両とコンテナーを配置するため、これらの必要数を各地区でのごみ発生量と第

6 地区の必要車両・コンテナーを除いた数量に基づいて、ごみ収集車両とコンテナー必要数

を配分する。表 8.3 に 2016 年から 2018 年までのその他地区でのごみ収集車両とコンテナー

必要数を示す。第 6地区以外の他地区でのごみ収集車両とコンテナーの実数量/種類を配分し、

道路幅・土地利用等の現場状況を考慮して調整する。 
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表 8.3 2016 年から 2018 年までのその他地区でのごみ収集車両とコンテナー必要数 

項目 2016 年 2017 年 2018 年 

車両 10m3 アームロールトラック 4 4 4 
 5m3 アームロールトラック 19 19 19 
 トラクター・トローリー 33 33 33 
 13m3 コンパクター 12 27 67 
 7m3 コンパクター 33 49 89 
 4m3 コンパクター 0 0 35 
 1m3 ミニダンパー 30 30 30 

コンテナー 10m3 コンテナーr 10 10 10 
 5m3 コンテナー 171 171 171 
 0.8m3コンテナー 850 1,490 2,010 

 

64 の UC でのごみ収集車両・コンテナーの調達    3) 
上記(2)にて示したごみ収集車両およびコンテナーの配分に基づいて、GWMC は 2016 年か

ら 2018 年まで必要車両・コンテナーを調達する必要がある。車両およびコンテナーの仕様は

第 6 地区で使用するものと同様のものである。 

64 の UC でのごみ収集・運搬事業のオペレーション    4) 
GWMC は 2016 年から第 6 地区だけでなく他地区においてもごみ収集・運搬を開始する必

要がある。ごみ収集・運搬事業の運営と管理は第 6 地区と同様である。しかしながら、他地

区での発生源分別は 2019 年より開始するため、2018 年までは分別収集を行う必要はない。 

64 の UC でのごみ収集・運搬事業のモニタリンクおよびフィードバック    5) 
ごみ収集・運搬作業のモニタリングとフィードバックについても他地区において行う。

GWMC は、収集効率の活動評価のため、ごみ収集量・収集率の定期的なモニタリングを行う

必要がある。モニタリング項目の内容は第 6 地区で設定したものと同様のものとする。しか

しながら、発生源分別を行う必要はない。 

(3) 64 の UC での道路清掃プロジェクト 

道路清掃計画    1) 
必要とされる道路の清掃の延長は衛星図での測定をもとに 2,600km と設定した。また、同

項に示したとおり、道路清掃車は第 9 地区（Zone 9）および第 10 地区（Zone 10）内の GT 道

路やバイパス道路等の主要道路に適用する。一方、ロードウオッシャーは他地区やその他道

路に適用する。 
道路清掃車の速度は、平均時速 6km で 1 日 8 時間稼働すると仮定する。よって総移動距離

は 1 台当たり 48km となる。もし、GWMC が第 9 地区および第 10 地区内の 665km の清掃延

長をカバーする場合、1 地区あたり 1 台配車するとすると、全体で 2 台の車両が必要となる。

また、他地区においても同様に 2 週に 1 度清掃を行うとすると、4 台のロードウオッシャー

が道路清掃に配置される。 

必要道路清掃車両数    2) 
GWMC は短期計画において 64 の UC 内の道路清掃を行う必要がある。この期間において

必要な車両数は、2 台の道路清掃車と 4 台のロードウオッシャーである。 

道路清掃車両の仕様    3) 
道路清掃車は 1,000 リッターのタンク、4m3 の貯水タンク付きの重量 8.8 トンのトラックで

ある。道路表面清掃および縁石清掃のために車体の両側に設置されたブラシが設置されてい

る。ロードウオッシャーは道路清掃車よりも車体は大きい。 
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(4) 粗大ごみ収集プロジェクト 

粗大ごみ収集計画    1) 
粗大ごみ収集の目的は、都市の公園からの草木ごみの収集と家庭からの古い家具の収集で

ある。市内には 36 か所の公園があり、総面積は約 580,000m2 である。市内最大の公園は、GT
道路に近接するグルシャン・イクバル公園（106,000m2）である。また、通り沿いに木の植栽

がなされている。粗大ごみ収集は 2016 年から開始し、2030 年まで行われる。 
粗大ごみは発生源から定期的に発生しないため、必要車両および作業員は GWMC による

通常のごみ収集とは別に配置する。GWMC は 2016 年より定期的に都市内の公園からの草木

ごみを収集する必要がある。しかしながら GWMC は住民から収集依頼があった際に古い家

具を収集する。GWMC は粗大ごみ収集のための料金表を設定しなければならない。 
GWMC は週に 6 日間作業を行う。36 か所/ 6 日 = 6 か所/日となる。GWM は一日 6 か所の

公園にてごみを収集することが出来る。住民が粗大ごみを排出する必要がある場合、ごみ収

集作業中にごみを収集する。 

粗大ごみ収集車両必要数    2) 
粗大ごみ収集に 5 トントラック 2 台とホイールローダー1 台を配車する。ごみ収集作業者

は 5 トントラックに運転手 1 人と作業員 1 人を 1 チームとして配置する。作業チームは月曜

から土曜まで週 6 日作業を行う。 

粗大ごみ収集車両の仕様    3) 
5 トントラックにおいては、8～10 トンの最大積載容量、ホイールローダーにおいては 2,800

～3,000kg の最大積載容量が粗大ごみ収集・運搬に必要である。 

(5) 64 の UC の不法投棄場清掃プロジェクト 

不法投棄場清掃計画    1) 
GWMC は 2016 年から 2018 年の間で全不法投棄場の清掃を行う計画とする。これを達成す

るため、GWMC はまず市内の全不法投棄場の地区を調査する必要がある。 

清掃計画の策定と清掃チームの結成 

GWMC 職員の調査によると、2014 年 8 月現在、不法投棄場数は 799 か所ある。清掃を行

う必要のある不法投棄場の数を以下に設定する。 
799 か所/ 6 日/4 週/12 月/3 年 = 0.9 か所/日。つまり、GWMC は 3 年間で全ての不法投棄場

を清掃する場合、1 日 1 か所の不法投棄場を清掃する必要がある。しかし、GWMC は日々、

家庭・商店からのごみ収集事業を行う必要がある。そのため、このアクション・プランにお

いては、不法投棄場清掃のための清掃チームを特別に編成する。2 台の 5 トントラックを不

法投棄場清掃に配置する。そして、5 トントラックにごみを積載するために、ホイールロー

ダー1台を配車する。月当たりごみ収集量は 600 ﾄﾝ/月 (5 ﾄﾝ × 5 ﾄﾘｯﾌﾟ/日 × 1 台) = 25 ﾄﾝ/日 = 
600 ﾄﾝ/月（6 作業日、4 週）となり、この場合、清掃期間は 21,739 (ﾄﾝ) /1,200 (ﾄﾝ/月) =18 か
月となり、清掃活動は約 1.5 年で終了する。 

清掃活動後の投棄場のモニタリング 

現場にて清掃活動が行われた後、GWMC は検査員・監視員によるモニタリングを通して連

続した監視を行う。もし不法投棄を発見した場合、その活動を中止させる必要がある。 

住民啓発活動および看板の設置    2) 
現場を監視するだけでなく、住民啓発キャンペーンは清掃現場を清廉に保つために不可欠

である。例として、看板を現場に設置し、現場にごみを投棄しないように宣伝を行う。 

不法投棄場の清掃のための必要車両数    3) 
2 台の 5 トントラックおよび 1 台のホイールローダーが必要となる。これら車両は通常の

収集作業とは別に活動を行う。 
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不法投棄場の清掃のための必要車両の仕様    4) 
5 トントラックとホイールローダーの仕様については、上記(4), 3) と同様である。 

(6) 建設系廃棄物収集プロジェクト 

建設系廃棄物収集計画    1) 
建設系廃棄物の収集・廃棄については JICA プロジェクト・チームによる調査によると、建

設系廃棄物発生者に排出の責任があるにも関わらず、GWMC の責任において行っている。建

設系廃棄物収集車両の必要数は、アクション・プランが開始される 2016 年から 2030 年まで

考慮する。建設系廃棄物は岩、砂、コンクリート、鉄筋、煉瓦のような建設資材で構成され

ているため、収集作業に通常のコンパクターは適しておらず、また通常の収集事業と別に行

うこととする。 
加えて、建設系廃棄物は商業活動により発生することから、収集作業は民間企業によって

おもに収集され、GWMC は必要に応じて監理に集中すべきである。しかしながら、実際は

GWMC が作業を行う状況であるので、GWMC による収集料金体系は作業に要する費用に基

づき、決定すべきである。 

建設系廃棄物収集の必要車両数    2) 
対象ごみは重いため、ごみ収集作業員がごみを積載するのは困難である。よって、ホイー

ルローダー1 台を建設ごみ積載のために配置する。5 トントラックをごみを移送するために配

置する。 

建設系廃棄物収集車両の仕様    3) 
5 トントラックとホイールローダーの仕様については、上記(4), 3) と同様である。 

(7) 駐車場の建設プロジェクト 

駐車場建設計画    1) 
駐車場の機能は、ごみ収集・運搬作業後、夜間に車両を停車するための施設である。ごみ

収集車両数は年々増加し、ごみ収集率も改善される計画となっている。そのため、将来、調

達される車両のための追加の駐車場が必要となる。駐車場建設は 2016 年に開始し、2030 年

まで継続する。 
駐車場は車両修理の機能を有しないものとする。市内の車庫は修理を行う能力があり、中

央集約することが効率的であるからである。 

必要駐車場数    2) 
2030 年時点で全車両数は 612 台となる。しかし、既存の車庫は約 100 台のみの収容能力で

ある。ここで、1 か所当たりの収納車両数を 100 台とし、既存の車庫と同様の能力とした。

平均駐車場面積は 6,000m2 であるが、取得場所によって個々の必要面積は変わる。必要駐車

場数は全車両数 612 台 / 100 台（1 か所当たり） =  6 か所となる。表 8.4 に年間車両数（2016
年から 2018 年）を示す。 

表 8.4 年間車両数（2016 年－2018 年） 

年度 2016 2017 2018 
ごみ収集車両数 161 196 316 

駐車場数 2 2 4 
 

駐車場の仕様    3) 
GWMC は、以下の仕様により、ごみ収集車両の新規駐車場建設を行う。 
 面積規模： 6,000m2 
 駐車面積： 収納能力 102 台 
 屋根構造： 鉄骨構造 
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 舗 装 ： アスファルト、厚さ 30mm 
 保安システム：ガードハウス 1 基、金網フェンス 

保安上の理由から、ガードハウスを設置し、施設の周囲に金網フェンスを設置する。駐車

場は雨から車両を保護するため鉄骨構造とする。既存の車庫は舗装および屋根が無いことか

ら、車庫の改善費用を計画に含めるものとする。 

 既存車庫における必要舗装面積：厚さ 30mm 、3,735m2 
 既存車庫における必要屋根面積：鉄骨造, 1,344m2 

(8) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 2,476 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用

は表 8.5 のとおりである。 

表 8.5 廃棄物収集運搬計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

パイロット・プロジェクト実行を通じた分別収

集・隔日収集導入 
52,343 40,523 50,659 143,525 

2018 年時点での 64 の UC におけるごみ収集率

100％への増加 
288,028 394,639 966,732 1,649,399 

64 の UC での道路清掃 67,328 6,528 6,528 80,384 
粗大ごみ収集 23,730 4,130 4,130 31,990 
64 の UC の不法投棄場清掃 22,382 1,391 0 23,773 
建設系廃棄物収集 7,690 7,690 7,690 23,070 
駐車場の建設 126,424 3,546 393,510 523,480 
合計 587,925 458,447 1,429,249 2,475,621 

 

8.2 最終処分のアクション・プラン 

(1) 衛生型埋立地の用地取得プロジェクト 

建設用地取得の交渉は現段階においてほとんど完了しており、両者はほぼ商談の合意に達し

ている。しかしながら、一部の境界線が既存の農地区画に沿っており、その信頼性に乏しいと

ころがある。2015/2016 年度予算の承認後の契約・支払いに先立ち、直ちに行う準備として、

再度の用地境界の確認を土地所有者の立会いの下に行う必要がある。 
アリプール・チャタ（Ali-Pur Chatha）道路から灌漑用水路に沿った両側の道路は、アクセス

道路として利用され、灌漑水路の北側の道路は退出路となる。灌漑水路に架かる既存の橋は狭

く、大型車両の通行に適していない。灌漑水路を渡るための新しい橋は、最小限 40 トンの交

通荷重として建設されることとなる。加えて、灌漑水路の北側の道路は、何箇所かの区間の道

幅が狭くなっていることから、地形測量を注意深く行い、道路修復の境界を設定する。道路の

修復・架橋および廃棄物管理サービスを使用することにおいて灌漑局の許可が必要である。

2015 年 7 月末までに許可申請書類が提出されている。全ての許可および同意を予算の執行が可

能となる時期までに完了しなければならない。 

(2) 衛生型最終処分場施設（第 1期）のエンジニアリング・サービスプロジェクト 

GWMC は、主任技師 1 名、アシスタント技師 2 名および事務所要員 2 名のプロジェクト管

理ユニット（PMU）を組織化する。PMU は最初の業務として、コンサルタント契約を行い、

プロジェクト・コンサルタントとしての役割を果たすエンジニアリング会社を雇用する。プロ

ジェクト・コンサルタントは事業者の代理として、バクライワリ衛生型埋立（SLF）施設の建

設実施、管理に係る一連の段階的な業務を行う。プロジェクト・コンサルタントはプロジェク

トの実施過程において、必要となる事業者の時期を得た承認のためのアドバイス、援助、支援

を行う。バクライワリの建設プロジェクトは主として GWMC、プロジェクト・コンサルタン
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トおよび建設業者の 3者で実施される。このプロジェクトの主要な活動は以下のとおりである。 

予備設計および詳細設計    1) 
コンサルタントはアクション・プランで示された概念設計に基づき予備設計を行う。予備

設計は、事業者である GWMC の承認を受ける。承認された予備設計に基づき詳細設計図を

作成し、入札関係書類、入札のための正確な積算を行う。詳細設計業務は、入札図面に加え、

数量調書、積算単価、金額入り数量調書、設計基準、設計計算および報告書の作成を含む。

バクライワリ衛生型埋立施設の概念設計を図 8.1 に示す。 

入札関係書類の作成    2) 
コンサルタントは、設計業務の最後の段階において、バクライワリ衛生型埋立施設建設の

競争入札のための入札関係書類を作成する。契約書類作成において、契約の一般条項は

GWMC の契約標準の条件をできる限り取り入れることを考慮して作成するのが好ましい。 

数量調書の作成    3) 
数量調書を基にした積算は、設計に従って行う建設、設置、調達に必要な施設、設備、装

置、仮設工事の工事数量を作成することから開始する。数量調書を構成する各項目は、工事

完了部分についての定期的な出来高払いの項目になるようにする。コンサルタントは、数量

調書の各項目について、政府が公表する最新の市場価格ならびに製造業者からの見積もりを

もとに、工事単価の分析/積算を行う。 

入札評価の支援    4) 
コンサルタントは、業者の事前審査から建設工事の契約までの各々の工程において事業者

に対して支援を行う。 

建設工事監理    5) 
工事段階において、コンサルタントは工事監理において、工事が工期内に図面・仕様書に

従って遂行できるように、GWMC/契約業者に援助/助言を行う。 
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図 8.1 バクライワリ衛生型埋立施設計画平面図 
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(3) バクライワリ衛生型最終処分場施設（第 1期）の建設プロジェクト 

マスタープランの期間である 2016 年から 2030 年において、衛生型埋立施設の開発は 3 期に

分かれる。第 1 期の開発、すなわちアクション・プランにおいて 20ha の埋立場が、関連施設

とともに建設される。加えて、灌漑水路の両岸に沿ったアクセス道路の修復および新しい橋の

築造も第 1 期工事の開発工事に含まれる。建設工事は、15 か月から 18 か月を要し、建設業者

は 2017 年末、遅くとも 2018 年初期に工事を完成させなければならない。 

(4) 埋立機械の調達プロジェクト 

入札関係書類の作成    1) 
2018 年には合計で 7 台の埋立機械が必要となる。2015 年 5 月時点で 3 台の既存のバケット

付トラクターがあるので、2018 年までに 4 台の埋立機械の調達を行うこととなる。入札関係

書類の作成は、埋立機械の調達のために雇用されたコンサルタントが行う。入札関係書類と

して要求されるものはバクライワリ衛生型埋立施設建設工事のものと同様である。 

調達および点検    2) 
短期計画の期間である 2016 年から 2018 年において、埋立機械の調達は表 8.6 に示すよう

に、2016 年および 2017 年の 2 度行われる。埋立機械は現場到着後、点検を行い、調達業者/
製造業者による運転指導を受けるものとする。 

表 8.6 短期計画の期間に調達される埋立機械 

埋立機械 
調達年 

仕様 
2016 2017 

タイヤローダー 1 
 

バケット・サイズ 3.3m3, 出力 149kW 又は 202hp 
掘削機 1 

 
バケット・サイズ 1.5m3,出力 200kW 又は 272hp 

ブルドーザー  2 キャタピラ型、ブレード幅 3.9m 又はそれ以上、出力 165kW 又は 220hp  
 

(5) 埋立施設の運用・維持管理プロジェクト 

運営・維持管理マニュアルの作成    1) 
埋立作業は 2018 年の初頭から開始される計画である。したがって、埋立て計画ならびに埋

立運営・維持管理マニュアルは開始に先立ち作成する必要がある。マニュアルはバクライワ

リ埋立地の状況に合わせて、規則、基準、ガイドライン等を基本として作成する。 

埋立施設の運営・維持管理    2) 
埋立施設の適切な運営・維持管理を行うための重要課題は、有能な人的資源の投入、充分

な要員および埋立機械/設備の数、埋立運営・維持管理の十分な資金である。 

(6) 既存ゴンドランワラ埋立場の改善工事プロジェクト 

改善工事の設計    1) 
改善工事は、既存の処分場の埋立作業の向上に向けて必要最低限の機能を具備するものと

して行う。この改善工事の主目的は、現在の上からのごみの投棄方法を埋立地の底面でごみ

の積み下ろしを行い、ごみ層を積み上げる方法に変更することにある。改善工事は、主とし

て GWMC の直営とし、一部の特殊な工事についてのみ雇用した業者が行うものとする。こ

れを基本に、コンサルタントはアクション・プランの図 8.2 の概念設計に基づき、作業実施

図面を作成する。 

改善工事の実施    2) 
改善工事は、主として GWMC の埋立作業の責任者により実施される。作業は、職員の自

由時間、待ち時間および追加作業として実施する。特別な工事、例えば浸出水集水渠の設置、

浸出水ポンプ井、管工事、電源供給、ガス抜き管等は必要に応じて GWMC が雇用する建設

業者によって行われる。建設業者により実施される工事については、前述(3)項の記述に従っ

て行う。この工事の資金はパンジャブ州政府からの年間予算で賄う。 
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(7) ゴンドランワラ埋立用地の安全閉鎖プロジェクト 

ゴンドランワラ処分場の安全閉鎖工事の設計    1) 
ゴンドランワラの安全閉鎖工事は、バクライワリ衛生型埋立施設が運用開始されたのちの

2018 年に予定される。提案された改善工事が適切に実施された場合には、覆土およびガス抜き

管の延長を除き、特別な安全閉鎖工事の実施を必要としない。したがって、ゴンドランワラの

安全閉鎖の設計は、GWMC が実施する。 

ゴンドランワラ処分場の安全閉鎖の実施    2) 
改善工事は主として GWMC の埋立作業の責任者により実施される。作業は、職員の自由時

間、待ち時間および追加作業として実施する。いくつかの特別な工事、例えばガス抜き管等は

必要に応じて GWMC が雇用する建設業者によって実施してもよい。建設業者により実施され

る閉鎖工事については、前述(3)項の記述に従って行う。この工事の資金はパンジャブ州政府か

らの年間予算で賄う。 
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図 8.2 ゴンドランワラ処分場改善工事の計画平面図 
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(8) チアンワリ元処分場の安全閉鎖プロジェクト 

チアンワリ元処分場の安全閉鎖工事の設計    1) 
チアンワリ元処分場の安全閉鎖工事は、必要最小限の施設建設および工事を行うものとし

て実施される。この安全閉鎖工事の主目的は、周辺区域の環境に負の影響を及ぼす可能性を

緩和することにある。閉鎖工事は主として GWMC により実施し、一部分の特別な工事につ

いては雇用された業者が行う。コンサルタントはアクション・プランに示された概念設計に

おける必要施設、仕様、寸法等を基本として作業実施図面を作成する。チアンワリ元処分場

の概念設計は図 8.3 に示されるとおりである。 

チアンワリ元処分場の安全閉鎖工事の実施    2) 
改善工事は、主として GWMC の埋立作業の責任者により実施される。作業は、職員の自

由時間、待ち時間および追加作業として実施する。特別な工事、例えば浸出水集水渠の設置、

浸出水ポンプ井、管工事、電源供給、ガス抜き管等は必要に応じて GWMC が雇用する建設

業者によって行われる。建設業者により実施される工事については前述(3)項の記述に従って

行う。この工事の資金はパンジャブ州政府からの年間予算で賄う。 

(9) バクライワリ最終処分の監視プロジェクト 

埋立作業ならびに処分場施設の監視は、最終処分場の統合的な運営・維持管理を構成する活

動の一つである。一連の監視、点検、補修は、衛生型埋立作業の実施において重要な役割を果

たす。監視計画は、以下に提案される廃棄物処分および埋立層の安定評価に密接に関わる埋立

施設および環境要素のモニタリングを行うものである。 

埋立施設の監視計画の作成    1) 
GWMC は、監視計画をアクセス道路、埋立場、雨水排水施設、不透水ライナーシステム、

浸出水集水・循環システム、埋立ガス抜き施設、計量施設、電源供給等の主要施設・設備な

らびに関連施設等について作成する。上述の各々の施設の実際的な定期的な監視/点検計画に

ついても作成する。加えて、埋立状況についての主要項目、例えば搬入ごみ量、沈下率、浸

出水水質、埋立層の温度等についても監視を行う。 

埋立施設および環境の監視    2) 
埋立施設の監視/点検、埋立の状況および環境監視は、アシスタント埋立マネージャーおよ

び埋立監視員の責任の下に実施する。施設の監視・点検を行うことは、衛生型埋立施設の機

能を維持する上で重要な要素である。埋立施設を施設に応じて毎日、週に一度、月に一度の

点検、対策評価、補修を行い、施設としての機能の維持または防止対策を行う。埋立施設お

よび埋立作業に起因する環境および社会要素への影響に関しては別途、監視および評価を行

う。 
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図 8.3 チアンワリ元処分場の安全閉鎖工事の計画平面図 
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(10) ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視プロジェクト 

安全閉鎖工事の完了後、アシスタント埋立マネージャーとそのチーム要員は、閉鎖後監視を

埋立運営・維持管理マニュアルに示す必要事項の規定に従って実施する。また、閉鎖後の環境

および社会への影響に関するモニタリングを環境モニタリング計画に提案される事項に沿っ

て実施する。 

閉鎖後の埋立地管理の概要    1) 
閉鎖後の監視を実行することは、閉鎖された埋立地に起因する負の環境影響を避けること

を目的としている。したがって、埋立地管理者は、廃止された埋立地の監視、問題分析、回

復工事等の適切な対策の制度化により、公衆衛生ならびに環境の保護を確実ものとしなけれ

ばならない。 

浸出水および埋立ガスの制御    2) 
浸出水ならびに埋立ガスの発生は、埋立地の閉鎖後かなり長期に及ぶ。閉鎖した処分場か

らの負の影響を制限するためには、運営、維持、監視および回復作業が必要となる。 

地盤沈下の制御    3) 
ごみ層の分解による沈下に対して、施設ならびに最終覆土の状態の監視ならびに対策を行

う。 

埋立地安定化の状態の監視    4) 
埋立地の安定化の評価のためには幾つかのパラメーターを設定しなければならない。埋立

地の廃止手続きは、安定化の確認後に取られる。 

閉鎖後埋立地の管理および利用    5) 
汚染源としての可能性に対する安全な閉鎖と利用目的に応じた安全閉鎖および管理の計画

が策定される。跡地の安定化を確実にするまでの維持管理も同様であるが、跡地利用計画で

は、その期間の管理業務を基本として行うものとする。 

(11) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 1,506 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用

は表 8.7 のとおりである。 

表 8.7 最終処分計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

衛生型埋立地の用地取得 1,500,000 0 0 1,500,000 
衛生型最終処分場施設（第 1 期）のエンジニアリ

ング・サービス 
49,840 49,840 0 99,680 

バクライワリ衛生型最終処分場施設（第 1 期）の

建設 
492,751 504,051 0 996,802 

埋立機械の調達 31,500 38,850 0 70,350 
埋立施設の運用・維持管理 18,669 21,859 31,623 72,151 
既存ゴンドランワラ埋立場の改善工事 55,902 0 0 55,902 
ゴンドランワラ埋立用地の安全閉鎖 0 0 26,196 26,196 
チアンワリ元処分場の安全閉鎖 0 0 34,544 34,544 
バクライワリ最終処分の監視 - - - GWMC 
ゴンドランワラおよびチアンワリの閉鎖後監視 - - - GWMC 
合計 2,148,662 614,600 92,363 2,855,625 
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8.3 中間処理と 3R 推進のアクション・プラン 

(1) 資源ごみ回収に関する啓発活動と IEC キャンペーンプロジェクト 

短期計画（2016 年～2018 年）の 3 年間、3R の啓発活動と IEC（情報、教育とコミュニケー

ション）キャンペーンは、廃棄物管理と 3R 推進に関する知識と認識を強化するための教育計

画のアクション・プランと共に実施される。これらのプログラムは、次の 6.5 節で述べる環境

教育と啓発活動の下で、グジュランワラ市の小学校の教師と児童、そして一般の市民を対象に

している。 
GWMC は、短期計画（2016 年～2018 年）だけではなく、中間計画（2019 年～2024 年）や

長期計画（2025 年～2030）においても、3R 資源回収の重要な役目を担っている。GWMC の広

報課は、市民との関わりを持つ GWMC の窓口でなければならない。つまり、当広報課は情報

伝達の役目を持ち、一般市民の廃棄物管理についての疑問に答える役目も担っている。 
提案する活動は、1）学校での環境教育プログラムのためのマニュアルの開発、2）学校プロ

グラムの教育教材の開発、3）対象とする学校の選択、そして、4）学校における環境教育プロ

グラムの実施、である。 

(2) 簡易なごみ量・ごみ質調査の実施プロジェクト 

排出ごみ量・ごみ質調査（WACS）は、グジュランワラ市に発生した異なる種類の廃棄物の

量と組成を明確にするためにプロジェクトの一環として 2014 年および 2015 年に実施された。

WACS の調査結果は、廃棄物収集計画、3R 計画、中間処理計画、そして廃棄物処分計画の基

礎資料として、廃棄物管理マスタープランを最新化したり、計画を策定する際に有効に使われ

る。 
ここでの WACS 調査は、GWMC により短期計画（2016 年～2018 年）の間に年 1 回ずつ調査

を行うものとする。GWMC には、JICA プロジェクト・チームと共に 2014 年と 2015 年に実施

した WACS に参加した経験と知識を持つ 5 人の廃棄物マネージャーおよび 3 人のリサーチ・ア

シスタントが揃っている。彼らは現地での WACS 調査だけでなく、データの整理や分析まで行

い、さらに報告書に纏め上げることも経験している。彼らは短期計画に予定される 3回のWACS
のメンバーとして、GWMC を引っ張っていくものと期待される。WACS の調査項目や調査内

容については 2014 年および 2015 年に実施した JICA の WACS 調査項目と同じである。 

(3) GWMC における BOD 委員会の編成と PPP の準備プロジェクト 

新しいコンポスト会社（仮称：グジュランワラ・セントラル・コンポスト/ RDF プラント）

は、中期計画（2019 年～2024 年）の 2020 年に操業を開始する予定である。マスタープランで

は PPP による新会社は BOT ベースで実施されることを推奨されている。 
グジュランワラで新しい会社を設立するためには、SPV（特別目的事業体）により短期計画

（2016 年～2018 年）時に BOT ベースの個人サービス契約を確実に進めることが重要である。

承認された SPV の全ての要求事項は、GWMC と SPV 間で署名された TOR に記述されること

になる。 

(4) GWMC によるプラント建設用地の買収準備プロジェクト 

GWMC の BOD により組織された委員会が、TOR に基づき、SPV によって所有されるコン

ポスト・プラント・プロジェクトに必要な土地の調達計画を作成する。TOR には、必要とされ

る土地は BOD によって調達され、SPV に提供されるということを定義すべきである。そして、

2018 年にプラントプロジェクトの詳細設計を完了し、2019 年にプロジェクトの建設工事を開

始しなければならない。約 7ha の平地の空き地にプラントを設置予定で、この設置位置は、バ

クライワリ地区に計画している最終衛生処分場に隣接する土地を GWMC によってあてがわれ

る予定である。 
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(5) SPV によるコンポスト・プラント詳細設計のためのエンジニアリング・サービスプロジェク

ト 

SPV プロジェクトの開始前の準備作業と詳細設計    1) 
SPV によるコンポスト・プラントの詳細設計は、2018 年に始まり 2018 年内に完了する予

定である。効果的にこれらが実施されているかどうかのモニタリングは、SPV がコンポスト・

プラント・プロジェクトの運営維持管理に責任を有していることから、GWMC の BOD も必

要ならば、契約サービスが実際に適切にしっかりとした財政的な条件の下で行われているか

どうか、SPV と GWMC の BOD とで共同でモニタリングを実施することも考えられる。この

点は、TOR に記述されることが望まれる。 
現時点では、TOR の内容は確定しておらず、そしてまた SPV もまだ承認されていないが、

入札書類、数量明細書、入札評価と施工監理の準備のための一般的な必要条件は、SPV のプ

ロジェクトに必要とされる。 

SPV のコンポストの品質管理    2) 
前 2.5 節で述べたように、ラホール・コンポスト・プラントの堆肥生産の品質管理は、農

民の要求を満たしていない。この点に関しては、SPV の堆肥生産については、農民のニーズ

を満たすと同時に、SPV と GWMC における BOD の委員会との間の契約内容と技術仕様で以

下に関して、明確に記述される必要がある。 

 SPV で生産されるコンポストの有機物質量は 35～45%以上必要で、仮密度は 0.5-0.8 ﾄﾝ
/m3 でなければならない。 

 SPV の成熟したコンポストの製作のためには、有機物と牛糞の混合物を使われなけれ

ばならない。SPV は、適切な混合割合を設定しなければならない。牛糞は、ラホール

よりもグジュランワラ市地域の方が入手し易く、コンポストへの利用が可能である。

したがって、グジュランワラではより牛糞と有機物による成熟した堆肥が生産される

ことができると予想される。 
 SPV のプラント構内ではパイロット農場が運営管理されるため、より良いコンポスト

製品を生産して農場にて堆肥の効果を確かめるとともに、農民や市民に公開されるこ

とが推奨される。 
 SPV は、堆肥生産の許可をラホールにあるパンジャブ州政府農業部土壌肥沃部から得

る予定である。しかし、SPV のコンポストの品質管理は、常に維持され、効果的に改

善されなければならない。 
 SPV はコンポスト製品の販売された量または売れ残った量を正確に記録し、その結果

をコンポストの生産に適切に反映させるとともに、マーケティング市場を広げる営業

努力が重要である。 
 SPV は、SPV のコンポストの品質管理を行うとともに、ここで生産されたコンポスト

の効果と安全性に関する IEC プログラムを農民や市民に対して実施して行くことも必

要である。 

(6) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 40 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用は

表 8.8 のとおりである。 
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表 8.8 中間処理と 3R 推進計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

資源ごみ回収に関する啓発活動と IEC キャンペ

ーン 
- - - GWMC 

簡易なごみ量・ごみ質調査の実施 - - - GWMC 
GWMC における BOD 委員会の編成と PPP の準

備 
- - - BOD/GWMC 

GWMC によるプラント建設用地の買収準備 - - - BOD/GWMC 
SPV によるコンポスト・プラント詳細設計のため

のエンジニアリング・サービス 
0 0 40,000 40,000 

合計 0 0 40,000 40,000 
 

8.4 環境教育および住民啓発に関するアクション・プラン 

(1) 関係機関との連携強化を進めるためのコミュニケーション･ユニットの能力開発プロジェ

クト 

コミュニケーション・ユニットの設立    1) 
コミュニケーション･ユニット（広報課）は、GWMC における広報活動の中心である。こ

のユニットは、情報を発信するという機能と共に GWMC に関する市民からの問い合わせを

受けるという両方の機能を持つこととなる。したがって、GWMC 廃棄物管理者と密接に業務

を行うこととなる。 
コミュニケーション･ユニットは、GWMC の 8 名のスタッフで構成される。1 名のシニア/

マネージャー コミュニケーション、1 名のアシスタント/副 PR マネージャー、1 名のアシス

タント/副 環境教育マネージャー、5 名のフィールドスタッフである。それぞれ環境、社会も

しくは公衆衛生のバックグラウンドを有しているべきである。ただし、環境や公衆衛生に関

する知識のみならず、人との接し方が上手に出来る能力、いわゆる対人能力が高い事が求め

られる。フィールドスタッフは、活動範囲の拡大に合わせて増員していく必要がある。 
上述のように、コミュニケーション･ユニットは GWMC の事務所から外に出て、様々な情

報発信を行っていくことになる。短期期間においては、小学校の児童と先生を対象にした環

境教育プログラムおよび提起的なイベント等における一般市民を対象とした環境教育プログ

ラムを実施する。これを実現するためには、本ユニットには、車両と運転手も必要になる。

表 8.9 に本期間におけるコミュニケーション・ユニットの給与コストを示す。 

表 8.9 短期計画における広報課の新職員の暫定給与 

（単位：ﾙﾋﾟｰ/年） 
職種 スタッフ数 2016年 2017年 2018年 

フィールドマネージャ* 4 960,000 1,036,800 1,113,600 
運転手 2 792,000 792,000 792,000 

計  1,752,000 1,828,800 1,905,600 
注：*当初、現在の廃棄物マネージャーの一人が、これまでの経験により、チームをリードすることな

るので、、新規雇用は 4 名となる。 
 

関係機関との連携強化    2) 
コミュニケーション･ユニットの重要な役割の一つに、関係機関との調整がある。例えば、

学校プログラムにおいては、対象となる学校だけではなく、教育当局との調整も当然必要に

なってくる。同様に、一般市民を対象とした環境プログラムでは、コミュニティの各グルー

プ、労働者組合、NGO 等との協力やテレビ局やラジオ局、道路脇の広告や各種広告メディア

との PR に関する調整、教材の印刷等多くの活動が必要になってくる。これらを、スムーズ

に実施するため、必要なコンタクトリストを作成し、それを定期的に更新していくシステム

を構築することが重要である。 
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(2) 小学校教諭および児童を対象とした環境教育プログラムの開発と実施プロジェクト 

学校における環境教育プログラムのマニュアル作成    1) 
学校における環境教育プログラムのマニュアルを作成する必要がある。このマニュアルは、

小学校の現場へ赴き、児童や生徒を対象にプログラムを実施するフィールドスタッフが使用

するものである。内容としては、1) プログラムの目的とマニュアルの使い方、2) プログラム

の計画方法、3) プログラムの実施方法、4) 関連データ、である。 
本マニュアルは、コミュニケーション･ユニットのスタッフが、小学校でプログラムを実施

するうえで、児童・教師が興味を持つようなプログラムの作成または変更していく方法や、

児童･教師が興味を持つような授業の運び方等を学べるような内容とする。また、授業中に必

要な情報を直ぐに見つけられるように適正な廃棄物管理や 3R に関する情報も記載しておく。

本マニュアルは、コミュニケーション･ユニットの主導の下、廃棄物マネージャーが作成する。 

学校プログラムで使用する環境教育教材の開発    2) 
グジュランワラ市における廃棄物管理の全体像や 3R 活動について説明する数分間の映像

教材の作成が望まれる。この映像教材は、コミュニケーション･ユニットの監督の下、PR 素

材作成の専門会社に委託して作成されるべきである。また、映像教材では、グジュランワラ

市における廃棄物管理の現状と課題についても触れるべきである。 
映像教材の他、印刷物も開発し、プログラム中に使用、配布されることが望まれる。印刷

物の内容としては、適切な廃棄物管理方法や 3R 推進などになる。ただし、対象となる児童や

教師の日々の生活における視点に合わせることに注意が必要である。短期計画期間において

は、75,000 部が必要になる。 

対象となる学校の選定    3) 
コミュニケーション･ユニットは、環境教育プログラムを実施する対象地域もしくは UC を

選定する必要がある。その地域は、第 6 地区（Zone 6）における分別収集パイロット・プロ

ジェクトの地域と同じにするなど、効果的な実施に配慮すべきである。 
まず、当該地域の公立、私立の全ての小学校をリスト化し、生徒数や連絡先を明らかにし

ておく。次に、生徒数や協力意思の度合いによって対象を絞っていく。最後に、学校の担当

者と調整を密に行い、訪問スケジュール等を決定していく。短期計画期間における小学校の

数と児童数を表 8.10 に示す。 

表 8.10 短期計画における環境教育プログラムの対象となる学校数と児童数 

年 2016 2017 2018 
学校数 70 80 100 
児童数 2,100 2,400 3,000 

 

学校における環境教育プログラムの実施    4) 
上記 3) で準備した小学校のリストとプログラムスケジュールを基に、当該小学校の校長

や担当教諭と十分に協議し、教室の大きさや電源・電灯の利用の可否、教材のディプレイが

可能か、等について確認を行う。例えば、学校の状況によっては、多数の児童を一つの教室

に集めてレクチャーを開始するが、レクチャーの途中で、小さなグループに分かれ、その教

室の端でそれぞれ細かなレクチャーに繋げる等との方法が考えられる。一般的に、環境教育

は小さなグループで実施した方が、此処の生徒へ目が届き、より充実したプログラムを実施

する事が出来る。 

(3) 一般市民を対象とした環境教育プログラムの開発と実施プロジェクト 

一般市民を対象とした環境教育に関するガイドラインの作成    1) 
一般市民を対象とした環境教育プログラムに関するガイドラインが作成される必要がある。

このガイドラインは、フィールドスタッフがアース・デイやイード・アル＝フィトル
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（Eid-ul-Fitr Day）といった定期的なイベントにおける一般市民を対象とした意識啓発活動の

際に利用されるものである。内容としては、1) プログラムの目的とガイドラインの使い方、

2) プログラムの計画方法、3) プログラムの実施方法、4) 協力機関の情報等、を含む参考情

報である。 
コミュニケーション･ユニットが、一般市民が興味を持つようなプログラムの開発･修正等

が出来るように記載されるべきである。また、適切な廃棄物管理方法や 3R に関する情報が容

易に見つけられるように工夫することも大事である。市民は、学校プログラムにおける対象

とは異なるため、より広範囲な視点が必要となる。例えば、GWMC の運営コストや予算がど

の様に使われているか等は、廃棄物管理サービスに料金を支払っている大人に開示するには

とても良い情報である。本ガイドラインは、コミュニケーション･ユニットの主導の下、廃棄

物マネージャーが作成する。 

一般市民を対象とした環境教育教材の開発    2) 
プログラムの実施中に使用、配布される印刷物を準備する必要がある。印刷内容は、適切

な廃棄物管理方法、3R 推進、GWMC の運営について市民から信頼を得ることが出来るよう

な情報によって構成されるべきである。GWMC の予算措置や運営コスト等は、これらの情報

の一つである。短期計画期間では、5,000 部が予定されている。 
配布される印刷物の他、グジュランワラ市におけるごみフローや一般的に見られる資源ご

みの見本等を示したディスプレイパネル等も準備する必要がある。これらは、市民が実際に

見たり触ったり出来るようにするなど工夫されるとより効果的になる。 

一般市民を対象とした環境教育プログラムの実施    3) 
本プログラムの実施には、上記 1) で作成した協力機関リストに記載のある組織との密接

な調整が必要である。これによって、例えば、それら組織との合同開催等も視野に入れるこ

とが出来る。また、実施に際し、地域に影響力を持つリーダー、例えば、宗教上のリーダー、

労働組合や自治会の長などからのサポートを得ることも有用である。これは住民にとって廃

棄物管理においてなぜ彼らの協力が意味を持つのかを考えることにもつながる。 

(4) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 9 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用は表

8.11 のとおりである。 

表 8.11 環境教育および住民啓発計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

関係機関との連携強化を進めるためのコミュニ

ケーション･ユニットの能力開発 
3,002 1,829 1,906 6,736 

小学校教諭および児童を対象とした環境教育プ

ログラムの開発と実施 
965 349 416 1,730 

一般市民を対象とした環境教育プログラムの開

発と実施 
287 301 315 903 

合計 4,254 2,479 2,637 9,370 
 

8.5 経済・財務のアクション・プラン 

(1) 持続的なコスト・リカバリーの確立プロジェクト 

2016 年から 2018 年の短期においては、将来の持続的コスト・リカバリーの確立を準備する

ために、以下の広範囲なアクションが実施される。 

 廃棄物管理サービスを持続的に提供するための維持管理費用の長期的なコスト・リカバ

リー戦略を策定する。 
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 コスト・リカバリーに関連した広範囲な財政的主要経営指標（KPI）のモニタリング・シ

ステムを確立する。 
 コスト・リカバリーのモニタリングのための標準的手続きを確立する。 
 コスト・リカバリーの管理のためのマニュアルを準備する。 
 コスト・リカバリー管理を担当するための GWMC のスタッフのトレーニングを実施す

る。 
 CDGG による財政支援の要請のため、短期の 3 年にわたる運営費用のローリング・プラ

ンを策定する。 
 パンジャブ州政府による財政支援の要請のため、短期の 3 年にわたる投資費用のローリ

ング・プランを策定する。 

持続的コスト・リカバリーの確立のための上述した準備段階のアクションは、2016 年の第 1
四半期から開始される。 

(2) 正確な総コスト算定の実施プロジェクト 

2016 年から 2018 年までの短期においては、料金システムは導入されていないものの、2025
年からの全エリアにおける完全な料金システム導入後のコスト・リカバリーに対して、適切な

方法によって正確に総コストを把握する必要がある。 
廃棄物管理サービスを提供するための総コストおよびコスト構造の把握など、以下の広範囲

なアクションが実施される。 

 GWMC の財務ユニット内にコスト管理センターを設置する。 
 廃棄物管理サービスのための最新の維持管理費用のモニターおよび整理を実施する。 
 維持管理費用の固定費・変動費別のブレークダウンの把握および損益分岐点分析を実施

する。 
 単位廃棄物処理量あたりの平均コストおよび限界コストを推定する。 
 廃棄物管理サービスのコスト極小化計画を準備し、実行を開始する。 
 コスト管理センターの標準手続きおよび運営マニュアルを策定する。 
 廃棄物管理サービスの様々なコストを推定するスタッフのトレーニングを実施する。 

コスト管理センターが GWMC の財務ユニット内に設置されるが、同センターは GWMC の

経営陣に、廃棄物管理サービスの維持管理費用をリカバーする適正な料金水準を決定するため

の有用なメカニズムとして機能する。 
もう一つの重要なアクションは、GWMC のコスト極小化計画のもと、財政的に効率的な方

法で廃棄物管理コストを極小化することである。組織に関するアセスメントがマスタープラン

で実施され、最も効率的な組織構成が提案された。同アセスメントの目的は、GWMC が最も

望ましいパフォーマンスを達成し運営費用を極小化するように、組織の資源を再構成すること

にある。 
GWMC の財務ユニットおよび人材開発ユニットが共同で準備することとなるコスト極小化

計画は、衛生埋立最終処分場、収集・運搬のオペレーション、料金請求・徴収、収集車両の燃

料調達・修理、本部の間接経費などの廃棄物管理サービスの効率性の改善をもたらす。 
これに加えて、予防的な維持管理計画により、衛生埋立最終処分場および収集・運搬サービ

スの運営コストの考えられうる非効率性を把握するために役立ち、それが設備・機器の修理・

維持管理コストを節減することにつながる。それぞれの収集サービス・ゾーンにおいて効率的

な収集ルートの継続的な見直しが実施されるべきであり、これによりコスト極小化を可能にす

る廃棄物管理運営のさらなる効率性がもたらされる。 
上述した正確な総コスト算定実施の準備のためのアクションは、2016 年の第 1 四半期から開
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始される。 

(3) 適正な料金システムの導入プロジェクト 

2016 年から 2018 年までの短期においては、料金システムは導入されず、料金システムの導

入を通したコスト・リカバリーは現実に開始されない。しかしながら、以下に示すような料金

システムの導入に必要な準備作業が広範囲にわたって実施される。 
高所得エリアおよび中所得エリアにおいて 2022 年より導入される最適な料金システムを通

して、コスト・リカバリーの部分的確立が図られる。当面の間は、コスト・リカバリーの不足

分は、廃棄物管理サービスに必要な CDGG による運営費の財政的支援、およびパンジャブ州政

府による設備・機器への投資費用に対する補助金により補填される。 

 コスト・リカバリー率および最適な料金水準に加えて、固定資産税サーチャージにより

カバーされるべき不足分を予測する。 
 低所得エリア、中所得エリアおよび高所得エリアにおけるそれぞれの料金表を暫定的に

準備する。 
 料金設定のための標準手続きを確立する。 
 所得別の顧客の支払い意思額（WTP）の調査を実施する。 
 所得別の顧客の支払い余裕額（ATP）の調査を実施する。 
 財務モニタリング・システムの確立および運用を担当するスタッフの研修を実施する。 
 固定資産税のサーチャージの導入のための必要な法的アクションを検討し、州政府との

交渉を開始する。 

廃棄物料金は、顧客が実際に支払い可能な水準に設定する必要がある。このため、支払い余

裕額（ATP）のコンセプトが広く採用される。ATP は、サービス地域における世帯所得および

世帯支出の構成を参照して推定される受益者が、実際に支払い可能な公共サービスの料金レベ

ルと定義される。ATP を推定するには、様々な方法が採用されている。典型的な手法は、世帯

家計調査に基づいて世帯の可処分所得のある一定の割合として、公共サービスの支払い余裕額

として推定する方法である。ATP を推定するための世帯家計調査は、短期の初期段階において、

定期的に実施されるべきである。 
支払い意思額（WTP）は需要サイドのもう一つの考慮すべき要因である。WTP は顧客の廃

棄物管理サービスに対する支払い意思の程度を回答者の表明した貨幣価値によって表された

額である。WTP は仮想市場法（CVM：Contingent Valuation Method）などのアンケート調査に

より測定される。 
ATP および WTP の更新された結果に基づいて、適正な料金水準および固定資産サーチャー

ジによってカバーされるべき収入補填必要額が推定される。 
実際には、料金システムは中期の第 4 年目である 2022 年から導入されることとなっている

ものの、上述した適正な料金システムの導入のための準備のアクションは 2016 年の第 1 四半

期から開始される。 

(4) 財政的に効率的な民間セクターの活用の実施プロジェクト 

2016 年から 2018 年までの短期においては、民間セクターの活用は実施されない。しかしな

がら、下記に示すような収集・運搬サービスに対する効率的な民間セクターの活用開始に向け

た広範囲な準備作業が必要である。この期間において、エリア、業務の範囲、民間サービス業

者の選択基準などのサービス契約の概要が明確化される。 

 サービス契約のための入札手続きの検討 
 サービス契約のエリアおよびサービス範囲の検討 
 民間セクターに対してアウトソーシングした場合のサービス単価のレビュー 



パキスタン国 
グジュランワラ市廃棄物管理 
マスタープラン策定プロジェクト 

 
ファイナル・レポート 

要 約  

 

  
㈱建設技研インターナショナル 

㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

㈱エ ッ ク ス 都 市 研 究 所 

77 

 

サービス契約を通じた実際の民間セクターの活用は、長期の第 1 年次の 2025 年から導入さ

れるものの、財務的に効率的な民間セクターの活用のための上述した準備のアクションは、

2018 年第 1 四半期から開始される。 

(5) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 0.4 百万ルピーと見積もられるが、これらの費用は全て組織

強化・再編計画に含まれている。各プロジェクトの年間費用は表 8.12 のとおりである。 

表 8.12 経済・財務計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

持続的なコスト・リカバリーの確立（準備フェー

ズ） 
- - - GWMC 

正確な総コスト算定の実施（準備フェーズ） - - - GWMC 
適正な料金システムの導入（準備フェーズ）* 62 62 62 186 
財政的に効率的な民間セクターの活用の実施（準

備フェーズ）* 
- - 196 196 

合計 62 62 258 382 
注：* これらのプロジェクトの実施に必要な費用は組織強化・再編計画における GWMC 職員の教育訓練プログラムの費用に

含まれている。 
 

8.6 環境モニタリングのアクション・プラン 

(1) 廃棄物収集・運搬に関する環境モニタリングプロジェクト 

回収コンテナー周辺の清潔さに関するモニタリング    1) 
    a) モニタリングの目的 

 このモニタリングは、下記の目的でよく管理された廃棄物回収スペースと清潔な環境

をつくり上げるために実施する。 

 病原菌媒介害虫等と悪臭の発生を回避する 
 回収コンテナー周辺を清潔に保ち、周囲の美観を損ねないようにする 
 コンテナー周辺にごみが散乱して不潔な環境をつくることのないようにする 

    b) モニタリングの方法 
モニタリング地点 

 モニタリングはグジュランワラ市全体のコンテナーがある地点で行われる。例えば、

第6地区（Zone 6）には60余りのコンテナー設置地点があるが、これらがモニタリング対

象となる。 
モニタリング項目 

 コンテナーの清潔さ 
 コンテナー周辺にごみが散乱しているかどうか 
 ごみは分別回収されているか、それとも混合しているか 

モニタリングデータを集めるシステム 

 モニタリングは日々サニタリーワーカーの視察によって行われる。彼らは担当エリア

のコンテナー周辺の状況をモニタリングフォーマットに記入する。フォーマットは

GWMCにおいて作成される。このモニタリング活動は2016年に開始する。 
モニタリングのフィードバックシステム 

 衛生検査員は毎日、サニタリーワーカーの各担当エリアについてモニタリングを行う。

彼らは回収コンテナーと周辺の状態をチェックし、モニタリングフォーマットに記入す
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る。インスペクターがその記録を確認し、これらの記録は業務管理部門のアシスタント・

マネージャー（Assisitant Manager Operations）に送付され、ここでデータファイルが管理

される。もし、非常に汚く、周辺環境への影響が深刻なコンテナーが報告された場合に

は、事態は業務管理部門のマネージャー（Manager Operations）に送付され、対策が取ら

れる。 

家庭レベルでの分別に関するモニタリング    2) 
    a) モニタリングの目的 

 家庭レベルでの分別は3Rシステム構築のための、また収集運搬業務を効率的に行うた

めの最も重要なプロセスの一つである。しかしながら、現在グジュランワラ住民はごみ

を分別するという習慣を持っておらず、分別が徹底されるまでには困難と混乱が起こる

ものと推測される。この状況に鑑み、当モニタリングは以下の目的で実施する。 

 住民が日常生活においてどのようにごみを分別しているかを記録する 
 家庭レベルでのごみの分別がどの程度普及しているかを記録する 
 調査結果を啓発活動に活用し、家庭レベルでの分別の徹底をさらに加速する 

    b) モニタリングの方法 
モニタリング地点 

 モニタリング対象となる世帯はグジュランワラ市内において選定される。モニタリン

グの第1段階としては、64のUCから100世帯をサンプルとして選定する。この64のUCは4
つの地域（Qila Dedar Signh、Khiali Shah Pur、Aroop、そして Nandi Pur）から構成される

ため、各地域から25世帯を選出する。 

モニタリング項目 

 住民の家庭におけるごみの分別状態について質問を行う。アクション・プランの実施

段階においては、(1) 台所ごみ、(2) 紙とプラスチック、(3) 再生可能なごみ（有価金属

など）について質問を行う。 

モニタリングのデータ収集システム 

 当モニタリングは1年に一度実施される。環境教育部門のアシスタント・マネージャー

が回答世帯を選択し、質問票を作成する。実際の質問は現場のスタッフによって実施さ

れる。調査データはアシスタント・マネージャーによって処理、取り纏められ、広報部

門のシニア・マネージャー（Senior Manager Communication）に送付される。モニタリン

グ結果は、家庭レベルでの分別回収をより促進することを目的とした啓発活動において

活用される。 
 啓発活動の一つは毎年4月に計画されていることから、当モニタリングは1月から準備

を始め、結果は3月中旬までに取りまとめられる。結果の要約は3月中旬までに提出され

なければならない。 

モニタリングデータのフィードバックシステム 

 モニタリング結果は広報部門の下位に位置する環境教育部門においてファイルされ、

啓発活動に活用される。調査結果が環境教育部門のアシスタント・マネージャーによっ

て取りまとめられたあとは、広報部門のマネージャーおよびアシスタント・マネージャ

ーが結果を参照し、次回の啓発活動における内容に盛り込む。 

(2) バクライワリ処分場におけるモニタリングプロジェクト 

モニタリングの目的    1) 
当モニタリングの目的は以下のとおりである。 

 バクライワリ処分場の状態を観察、記録する 
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 もし環境への負の影響が記録された場合に、その被害を軽減するための措置を取る 

モニタリングの方法    2) 
GWMC にはモニタリングのための研究室等の施設がないため、実際のモニタリングは民間

経営の研究室に外注することになる。GWMC はモニタリング業務の全体を管理し、フィード

バックと文書管理を行う。 

    a) モニタリングの場所 
 浸出水は浸出水貯留池においてモニタリングを実施する。地下水については、深さ20
メートル程度の浅い帯水層と深さ60メートル程度の深い帯水層の2種類についてモニタ

リングを行う。バクライワリ処分場北部の運河の流れを考慮すると、地下水はおそらく

北側から南側に流れていると推測することができる。そこで、浅い帯水層と深い帯水層

の観測井を1セットとし、処分場の北側と南側にそれぞれ1セットずつ設置する。北側の

観測井の設置地点は管理棟から発生する排水などの影響を受けないように、管理棟から

50メートルほど離れた地点とすることが望ましい。植生についてのモニタリングはバク

ライワリ処分場とその周辺地域において実施し、安全・交通に関するモニタリングはバ

クライワリ処分場に至るまでのアクセス道路にて行う。 

    b) モニタリング項目 
モニタリング項目、頻度、地点を表 8.13に示す。 

表 8.13 バクライワリ処分場におけるモニタリング項目、頻度、地点 

モニタリング内容 モニタリン
グ頻度 モニタリング地点 測定項目 

大気汚染 

4 半期ごと 
（1 月、4 月、
7 月、10 月） 

処分場敷地の四隅 SPM, PM10, SO2, NO2, CO, CO2, 気化ガス 

地下水 
処分場の北側（管理
棟の近く）と、処分
場の南側 

pH, 気温, TDS, 電気伝導率, フッ素, 硝
酸, DO, 硬度, 濁度, 色, 塩化物, 砒素, 
その他. 

騒音 処分場敷地の四隅 dB(A) 
埋立ガス ポンプ場のピット内 SO2, H2S, CH4 

処理済排水 
（浸出水池出口の水） 

浸出水池の出口 BOD5, CODCr, TOC, TSS, DO, 塩化物, 
硫酸塩, 濁度, 電気伝導率, 油分, 色, ケ
ルダール窒素, 重金属 

浸出水 
（浸出水池入口の水） 

浸出水池の入り口 
 

BOD5, CODCr, TOC, TSS, DO, 塩化物, 
硫酸塩, 濁度, 電気伝導率, 油,色, ケル
ダール窒素, 重金属 

植生 1 年に一度 処分場周辺 植生についての生存率と維持管理状態
についての現地調査 

安全・交通 
処分場周辺 1) サイン計画の視察 

2) 出入り車両の故障、荷重積載、スピー
ド違反等 

 

    c) モニタリングのデータ収集システム 
 モニタリングは民間の研究所によって実施され、その報告書はGWMCの業務管理部門

のシニア・マネージャーに提出される。モニタリング頻度は、植生モニタリングと安全・

交通モニタリングを除くと四半期ごとである。植生と安全・交通は年間を通して急激な

変化は発生しないと推測されるため、年に一度のモニタリングとする。バクライワリ処

分場の建設は2016年の後半から開始するため、2016年に限っては、モニタリング回数は

半分となる。 

    d) モニタリングのフィードバックシステム 
 GWMCに送付されたモニタリングの結果は、まず業務管理部門のアシスタント・マネ

ージャーが確認する。そこで重大な環境への影響や問題が報告されている場合には、ア

シスタント・マネージャーは同部門のシニア・マネージャーに問題を報告し、必要とあ
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ればその他の部門のシニア・マネージャーとも連絡を取り、解決策について討議する。

環境への深刻な影響が報告されている場合にはGWMCの総裁に報告を行う。 

(3) ゴンドランワラ処分場とチアンワリ処分場の安全閉鎖に関するモニタリングプロジェクト 

モニタリングの目的    1) 
当モニタリングには三つの目的がある。 

 閉鎖後の処分場における環境状態を記録する 
 安全閉鎖のプロセスをモニタリングする 
 環境への影響を抑えるため、負のインパクトが記録された際には適切な処置を取る 

モニタリングの方法    2) 
    a) モニタリングの場所 

 地下水については、深さ20メートル程度の浅い帯水層と深さ60メートル程度の深い帯

水層の2種類についてモニタリングを行う。埋立ガスと浸出水については、ポンプ場を設

置する際に清掃目的でマンホールを設置するので、このマンホールから埋立ガスと浸出

水を収集し、モニタリングする。したがって、埋立ガスと浸出水のモニタリング地点は、

ポンプ場の位置となる。 

    b) モニタリング項目 
 閉鎖後の処分場は使用中の処分場に比べて環境に与える影響は小さいため、安全閉鎖

に関するモニタリング項目としては、地下水、埋立ガス、浸出水を設定する。表 8.14に
モニタリング項目、頻度、地点を示す。 

表 8.14 ゴンドランワラ、チアンワリにおけるモニタリング項目、頻度、地点 

モニタリング
の種類 

モニタリング
頻度 

モニタリング地点 
モニタリング項目 

ゴンドランワラ チアンワリ 

地下水 1 年に 1 回 
（4 月） 

管理棟／ウェイト
ブリッジ周辺 

処分場の北西地点 pH, 気温, TDS, 電気伝導率, フッ素, 
硝酸, DO, 硬度, 濁度, 色, 塩化物, 
砒素, その他. 

埋立ガス 浸出水ポンプ場内 浸出水ポンプ場内 SO2, H2S, CH4 

浸出水 
4 半期ごと 

（1 月、4 月、
7 月、10 月） 

浸出水ポンプ場内 浸出水ポンプ場内 BOD5, CODCr, TOC, TSS, DO, 塩化
物, 硫酸塩, 濁度, 電気伝導率, 油,
色, ケルダール窒素, 重金属 

 

    c) モニタリングのデータ収集システム 
 モニタリング、データ収集、報告書作成は民間の研究所によって実施される。その報

告書はGWMCの業務管理部門のシニア・マネージャー宛てに送付される。モニタリング

は乾季と雨季の間である4月に実施される。当モニタリングの開始は、2018年の4月とな

る。 

    d) モニタリングのフィードバックシステム 
 モニタリングのフィードバックシステムはバクライワリ処分場と同じである（上記(2), 
2), d)参照）。 

(4) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 2.6 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用は

表 8.15 のとおりである。 
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表 8.15 環境モニタリング計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

廃棄物収集・運搬に関する環境モニタリング - - - GWMC 
バクライワリ処分場におけるモニタリング 435 870 1,150 2,455 
ゴンドランワラ処分場とチアンワリ処分場の安

全閉鎖に関するモニタリング 
0 0 140 140 

合計 435 870 1,290 2,595 
 

8.7 組織強化・再編のアクション・プラン 

(1) GWMC の組織再編プロジェクト 

組織再編では、部署の新設や人材の補充を実現する。そのために要するアクションは以下の

とおりである。 

 2018 年まで 7 名の副部長を配置し、管理課を強化 
 2018 年までに管理部の直下に苦情処理職を新規設置し、1 名の部長を配置 
 2018 年までに管理部内に中間処理課を設置し、副部長を配置する 
 人事・総務部に所属していた通信部を管理部の直下に移動する 
 収集運搬事業の PPP 導入に向けて、調達・契約部を強化する 
 2018 年までに管理部直下にモニタリング・評価部を新設し、本部長と 3 名の部長（各部

長が KPI、財務、環境を担当）を配置する。 

マスタープランの最初の 3 年間で GWMC 職員数は、現在の 46 名から 20 名増員して 66 名に

なることが提案されている。GWMC は、新規採用に伴う公募、選考、採用とその後のサポー

トに関する全ての予算を確保しなくてはならない。さらに、職員の増員に伴う執務スペースの

レイアウト変更や、業務機器の増補、業務分掌の変更、福利厚生などについても随時見直しを

要する。 

(2) GWMC 職員の能力強化プロジェクト 

8 つのモジュールから成る人材育成プログラムを実施する。本プロジェクトでは、全てのモ

ジュールを以下の要領で最初の 3 年間で着手することを提言する。 

 2016 年に会期 2 日間の廃棄物処理における管理全般に関する研修を 2 回、GWMC 管理

職を対象に実施 
 2016 年から 2017 年にかけて年に 4 回、会期 1 日の収集運搬能力強化研修を GWMC 管理

職を対象として実施 
 2016 年に会期 1 日の収集運搬作業員向けの研修を実施 
 2018 年に会期 2日間の中間処理と 3R 推進能力強化に関する研修を 2 回GWMC 管理職を

対象に実施 
 2016 年から 2018 年にかけて年に 3 回、会期 2 日間の衛生埋立処分場管理研修を GWMC

管理職を対象として実施 
 2017 年から 2018 年にかけて年に 2 回、会期 1 日の官民パートナーシップ研修を GWMC

管理職と民間企業向けに実施 
 2017 年から 2018 年にかけて年に 2 回、会期 2 日間の財務管理研修を GWMC 管理職を対

象に実施 
 2017 年に会期 2 日間の組織と制度改善に関する研修を 2 回、GWMC 管理職を対象に実

施 
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 2016年から 2018年にかけて年に 2回、会期 2日間の住民参加に関するセミナーをGWMC
管理職、民間企業、住民、NGO を対象に実施 

GWMC は、業務の一部を民間企業へ委託することを検討しており、これらの関係企業がプ

ログラムへ参加し、共通理解を持つことが重要である。また、多くの作業員の参加や、管理職

の参加を要するプログラムの実施に際しては、日常業務に支障のないよう日程調整をする必要

がある。 

(3) グジュランワラ市廃棄物管理に関する条例の制定に関するプロジェクト 

CDGG と GWMC はすでに条例の草案作成に着手しており、採択に向けた作業を進めていか

なければならない。条例の草案が作成された後には、市内の 8 つの地区にて公聴会を開催し、

市民との意見交換や内容についての検討を行う。条例は英語で書かれていることから、ウルド

ゥ語に翻訳してより多くの市民の理解を促すようにすることが求められる。 
条例が制定されれば、マスタープランの実施を裏付ける重要な公的文書となる。よって

GWMC はその草案作成に大いに関与すべきで、また、CDGG や市議会側とのスケジュール調

整も必要となってくる。しかしながら、3 年の短期間で条例の制定は見込まれていないので、

本プロジェクトの中で実質的な経費は発生しないものと考えられる。 

(4) アクション・プランの費用 

アクション・プランの総費用は 48 百万ルピーと見積もられ、各プロジェクトの年間費用は

表 8.16 のとおりである。 

表 8.16 組織強化・再編計画アクション・プランの総費用 

プロジェクト 年間費用（千ルピー） 総費用 
（千ルピー） 2016 2017 2018 

GWMC の組織再編 8,180 13,234 17,443 38,858 
GWMC 職員の能力強化 6,109 1,284 1,302 8,695 
グジュランワラ市廃棄物管理に関する条例の制

定 
- - - GWMC 

合計 14,289 14,518 18,745 47,552 
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第9章 結論 

グジュランワラ市における廃棄物管理のビジョンである“パンジャブ州で最も綺麗な都市へ向
けたグジュランワラの変革”は、グジュランワラ市民全ての究極の目標である。この目標の実現

のため、廃棄物の収集率をまずは2018年までに都市域である64のユニオン・カウンシル（UC）に

おいて100%にし、そしてさらに2030年までに周辺地域の34のUCを含む市全域において100%にす

ることに最善の努力を傾けるべきである。これには、マスタープランで提案されている種々のプ

ロジェクトを実行に移すことが必要であり、その結果として、グジュランワラ市民に大きな便益

がもたらされることになる。 

マスタープランの総事業費は、2016年から2013年の15年間の総計として204億97百万ルピーと見

積もられており、その内訳は投資費用108億48百万ルピー、運営維持管理費用84億9千万ルピー、

更新費用11億58百万ルピーである。これらは多額の費用に思えるが、マスタープランの実施によ

る便益は15年間で総事業費を超える251億39百万ルピーと見積もられており、経済分析の結果から

も経済的妥当性、財務的健全性が確かめられている。 

提案されている廃棄物収集運搬システムの導入は、排出源における分別が前提となっているが、

それには住民の3Rに対する理解と協力が不可欠である。グジュランワラ市民の統合的廃棄物管理

に対する認知度の低さを考慮すると、住民啓発活動ならびに環境教育の実施は、その効果の発現

には長い時間が必要であるが、3Rの推進にはなくてはならないものと言える。 

また、どのような処理方法をとろうとも全てのごみは最終的に処分場に行くことから、バクラ

イワリの新規最終処分場用地は、ゴンドランワラの現在使用中の処分場が満杯になる前に適切に

確保される必要がある。廃棄物収集量の増加に伴って、バクライワリ処分場の供与年数も短くな

るので、この新処分場は少なくとも2023年終わりまでに建設されなければならない。 

統合的廃棄物管理の持続性の確保に関しては、マスタープランで提案している適正な料金シス

テムの導入が必要である。現在、パンジャブ州では廃棄物管理に関するサービスの提供に対して

料金徴収を行っていないので、この提案はかなり政治的な決断が必要ではあるものの、料金徴収

を高所得者層ならびに中所得者層の居住地域を対象に部分的に2022年から開始し、2025年から低

所得者層居住地域において導入することが望まれる。また、料金徴収に際しては、住民の適切な

廃棄物管理の必要性に対する十分な理解が求められる。 

官民連携スキームの観点からグジュランワラ市の統合的廃棄物管理において最も重要な事業が

2025年から開始する廃棄物収集運搬業務の民間委託事業と特別目的事業体（SPV）により2020年
から運営される中央コンポスト・プラント事業である。ラホールでの廃棄物収集・運搬サービス

のアウトソーシングやコンポスト・プラントの稼働実績を見る限り、この民間関与による事業オ

プションはグジュランワラでも実現可能と思われる。 

これらと併行してパンジャブ州政府は、グジュランワラ市およびグジュランワラ廃棄物管理公

社とともにアクション・プランの実行のための財政的措置をとらなければならないことを肝に銘

じる必要がある。そして、適切な統合的廃棄物管理の実施のためには、それ相応の財政的負担が

求められ、それらは政府（官）、民間企業（民）、住民（コミュニティ）相互において均等に負

担すべきものであることを認識しなければならない。この意味においても、廃棄物管理に係る環

境教育と住民啓発活動はプロジェクト成功のために必要不可欠と言える。 
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第10章 勧告 

パンジャブ州政府、グジュランワラ市、グジュランワラ廃棄物管理公社は、統合的廃棄物管理

マスタープランで提言されたアクション・プランを2016年より実施すべきである。まず、64のユ

ニオン・カウンシルにおける100%の廃棄物収集率を達成するため、必要とされる収集車両やコン

テナーを適切に調達しなければならない。また、廃棄物収集・運搬システムは、排出源における

分別を基本としていることから、パイロット・プロジェクトの実施による分別収集の導入プロジ

ェクトを併行して行う必要がある。 

新規最終処分場は2018年までに建設しなければならないので、そのためのバクライワリにおけ

る用地取得をただちに行い、計画・設計もそれに引き続き、実施する必要がある。チアンワリ旧

処分場の安全な閉鎖工事とゴンドランワラ現処分場の改善工事も、周辺環境への負の影響をでき

る限り軽減するため、州政府と廃棄物公社の予算にて早急に実施すべきである。 

さらに州政府、市、グジュランワラ廃棄物管理公社は、環境教育および住民啓発活動を開始し

なければならない。これらは統合的廃棄物管理の基本であり、排出源における分別の普及ならび

にコンポスト・プラント建設やごみ料金の導入といった事業の実施を進める上で重要な意味を持

つものである。 

上述とは別に事業実施に関することとして、医療系・産業系・建設系廃棄物管理については、

今後現状分析を含むより詳細な調査を行うことが望まれる。これらは、本プロジェクトの範囲外

ではあるが、グジュランワラ廃棄物管理公社が行う事業にとっては関連性の深いものである。 
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